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厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総合研究報告書 
 

補装具費支給制度等におけるフォローアップ体制の有効性検証のための研究 

 

研究代表者 高岡 徹 横浜市総合リハビリテーションセンター長 

 

研究要旨 

本研究は、補装具のフォローアップに関する有効性のある方策を構築することを目的として、

1年目は数か所の自治体・身体障害者更生相談所（以下、更生相談所）、回復期リハビリテー

ション病院等においてフォローアップ方策の有効性の調査及び試行を実施した。また、補装具

利用者やリハビリテーション専門職・非専門職等に対する啓発活動、支援も継続した。2年目

は、1年目に実施した方策の修正を実施し、①利用者自身が、補装具の適切な利用方法を理解

し、適切な利用を行うための取り組みと、②各関係機関が実施するフォローアップの取り組み

をまとめて提示した。 

補装具のフォローアップシステムは各地域の規模や資源の有無等により異なってくることは

やむを得ないが、そうしたシステムを確立するための仕組みづくりを率先して行うことは更生

相談所の役割として重要である。また、補装具のフォローアップとは、補装具自体の損耗、不

具合だけをみるのではなく、支給された補装具によって、利用者の生活スタイルの変化、活動

性の向上が得られたのかを確認していくことでもある。 

 

研究分担者 

樫本 修  宮城県リハビリテーション支援セン

ター・宮城県保健福祉部技術参事 

菊地 尚久 千葉県千葉リハビリテーションセン

ター・センター長 

中村  隆  国立障害者リハビリテーションセン

ター研究所・義肢装具士長 

芳賀 信彦 国立障害者リハビリテーションセン

ター・総長 

 

Ａ．研究目的 

 障害のある方にとって、義肢装具や車椅子、重度

障害者用意思伝達装置などの補装具は日々の生活を

送るうえで欠かせない用具である。障害者総合支援

法で支給されたこれらの補装具が適切に、かつ継続

的に使用されることは、利用者の利便性向上に直結

するため重要である。さらには、公費の効率的な運

用にもつながることも期待される。 

しかし、不適切な補装具や破損したものを使用し

続けている、修理や作製の相談をどこにしたらよい

のかわからない、支給された高機能な補装具の機能

を有効利用できていない、といった方たちがいる状

況が生じている。また、筋萎縮性側索硬化症などの

神経難病の利用者における上肢装具や重度障害者用

意思伝達装置、車椅子などは病状の変化により補装

具の調整や変更を適時行う必要があるが、実際には

誰がどのような方法で行うべきなのか不明確である。 

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度

等における適切なフォローアップ等のための研究

（20GC1012）」では、治療用装具や補装具の支給と

フォローアップに関して種々の取り組みが各地でな

されていることが明らかとなった。しかし、多くの

地域ではフォローアップが地域全体の仕組みとして

は確立しておらず、限られた機関や個人の努力で行

われている段階であった。 

本研究では、まず先駆的な事例を参考にフォロー

アップを行うための具体的な方策を作成した。次に

これらの方策を利用した地域レベルでの仕組みを構

築することを目的として、数か所の自治体・身体障

害者更生相談所（以下、更生相談所）、回復期リハ

ビリテーション病院等においてフォローアップ方策

の有効性の調査及び試行を実施した。また、補装具

利用者やリハビリテーション専門職・非専門職等に

対する啓発活動、支援も継続した。これらの結果を

統括し、補装具に関する教育から支給、フォローア

ップまでにわたるモデルを提案する。 
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Ｂ．研究方法 

(1)自治体・更生相談所： 

①宮城県の補装具フォローアップ事業において、補

装具製作事業者が個別対応で解決した者と修理等公

費支給で対応が必要であった者から直近の20名に対

して満足度、希望する頻度等の調査を実施した。ま

た、本事業に関係した県内の補装具事業者 10社への

アンケート調査によりフォローアップに協力する場

合の経費等の要望などを分析した。2年目には、宮

城県で行っている「往復はがき形式」の補装具フォ

ローアップ事業が全国の更生相談所でも実施可能で

あるか等のアンケート調査を行った（樫本）。 

②横浜市の更生相談所が主催する地域リハビリテー

ション協議会の仕組みを利用して、「補装具」をテ

ーマとした検討会を立ち上げ、年間を通じて実施し

た。その中で、市内全域の回復期リハビリテーショ

ン病棟（26か所）に対する装具のフォローアップの

有無等に関する調査を実施した。2年目には市内全

域の回復期リハビリテーション病棟への下肢装具フ

ォローアップのためのチラシの配布と、説明会開催

を実施した。ツール活用を促すため、市内関連機関

への周知活動も併せて実施した（高岡）。 

③北九州、熊本、福岡、高知、鹿児島において支援

者研修を延べ 7回実施した（高岡）。 

 

(2)医療機関・広域支援センター（菊地）： 

①千葉県内の回復期リハビリテーション病棟を有す

る 62病院のうち、リハビリテーション外来を設置し

ている 18病院に対する調査を実施した。調査内容は

入院中の 1か月あたりの下肢装具の処方件数、処方

内容および作製後フォローアップの有無についてで

ある。また生活期の装具外来の有無、痙縮治療外来

の有無についても調査した。 

②回復期リハビリテーション病院に入院し、在宅生

活へ移行した脳卒中片麻痺患者のうち、調査時に訪

問リハビリテーションを施行している38名を対象に、

下肢装具の再作製の経験等について調査した。 

 

(3)利用者啓発・支援： 

①障害当事者による有効利用の促進を目的に第4回

と第5回の義手ミーティングを実施した。過去3回の

ミーティングについて参加者の傾向やアンケート調

査をまとめ、分析も行った。また、義足で歩くこと

を再確認するとともにユーザー交流の場として、「義

足ウォーキング練習会」を開催した（中村）。 

②補装具利用者支援のための資料作成に向け、1年目

は「患者参加型医療」に関する資料や文献を収集し、

その分析を行った。2年目は、1年目の研究成果に基

づき、利用者および支援者が補装具の不具合や不適

合を早期に認知するためのパンフレットの内容の草

案を作成し、関係する本研究課題の研究代表者、研

究分担者、研究協力者との間で検討し、パンフレッ

トを作成した（芳賀）。 

 

(4)補装具製作事業者 

一般社団法人日本車椅子シーティング協会協会員

120事業者、および一般社団法人日本義肢協会正会

員 252事業者を対象として、Webアンケートを実施

した。フォローアップの実施の有無や訪問をした場

合に想定される費用などを質問した（高岡、芳賀）。  

 

(5) スコーピングレビューによる動向調査 

データベース（医中誌と CiNii Research）を用い

て、1990年１月から 2022年 12月 14日の検索対象

期間で、検索式(“義肢” “義足” “義手” ”装

具” “車いす” “車椅子”) AND (“装具外来””

フォローアップ””修理””再作製””メンテナン

ス””保守管理“）に従って文献検索を実施した。

含有基準は対象が生活期のフォローアップであるこ

と、および課題提示、介入、取り組みの記載いずれ

かがあることとした。抽出したデータは研究著者、

発行年、対象補装具、出版形式、機関分類、著者職

種、出版分類、研究デザイン、取り組み内容とした

（高岡）。 

 

(6) スマートフォン向けアプリケーションを活用し

た補装具管理および通知機能の使用感に関する調

査 

ミライロ ID(株式会社ミライロ、東京)に補装具管

理および通知機能が追加されたテストバージョン（国



3 

 

立研究開発法人情報通信研究機構（NICT)の情報バリ

アフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金によ

りミライロが開発中の補装具管理および管理プッシ

ュ型情報提供システム）のスマートフォンアプリケ

ーションを使用して、アンケート調査を実施した。

対象は登録時年齢が 18歳以上で、過去に補装具を作

製した横浜市総合リハビリテーションセンター利用

者とした。調査形式は対面による質問紙調査とし、

アプリケーションの有用性や懸案事項などの聴取を

行った（高岡）。 

 

(7)シンポジウムの開催 

各年度終了時にシンポジウムを開催し、調査研究

内容の報告を行った（全員）。 

 

（倫理面への配慮） 

各調査の結果の公表に際しては、回答結果を集計

して公表することにより個人が特定できないための

配慮を行った。回答には患者や障害者の個人情報は

含まれない。その他の情報の取り扱いは、各調査対

象施設の情報の取り扱い規定に準じ、必要であれば

各施設の倫理審査委員会の承認を得ることとした。 

  

Ｃ．研究結果 

(1)自治体・更生相談所： 

①宮城県での 1年目の調査では対象者 20名のうち

15名（回収率 75％）から回答が得られ、往復はがき

でフォローアップを受ける機会が与えられることに

対して「有用である」との回答が 11名（73％）あっ

た。2年目の更生相談所への調査では、実現可能」

との回答は予想に反して4カ所(7％)に過ぎなかった。

宮城県で行っている往復はがき形式のフォローアッ

プ事業をモデルとして全国に普及させることは困難

と思われる結果となった。実施困難な理由としては、

「人的な余裕がない」というものが最多であったが、

「判定機関である更生相談所がフォローアップをす

る法的根拠がない」という意見もあった。 

②横浜市の地域リハビリテーション協議会の仕組み

を利用した市内の回復期リハビリテーション病棟に

対するアンケート調査は、全 26か所から回答が得ら

れた。そのうち 85％で何らかの退院後の装具フォロ

ーアップが実施され、73％で利用者に対して不適合

等を生じたときの対応方法が伝えられていた。しか

し、それらの内容については各病院でさまざまであ

ると推察された。2年目には作成したツールの配布

と、説明会の開催、市内関連機関への周知活動を実

施した。各医療機関独自の取り組みをしている場合

もあり、本ツールが必ずしも利用されているわけで

はなかったが、今までフォローアップへの取り組み

がなされていない機関で利用されるなどの変化があ

った。地域リハビリテーション協議会の仕組みの利

用は有用であった。 

 

(2)医療機関・広域支援センター： 

①アンケート調査の回答を得られたのは 18病院中 7

病院で、回収率は 38.9％であった。全施設で装具に

関するフォローアップを行っていたが、全例のフォ

ローアップを行えている施設はなく、退院後定期的

に外来受診を行っている患者に限る施設が多かった。 

②38名中調査時に下肢装具を使用していたのは 11

名で、退院後に装具修理を行った経験があるのは 1

名（9.1％）であった。退院後に治療用装具を再作製

した経験があるのは 4名（36.4％）であった。退院

後に更生用装具を作製した経験があるのは 1名

（9.1％）であった。 

 

(3)利用者啓発・支援： 

①2023年 3月 5日に第 4回、2023 年 11月 18日に第

5回の義手ミーティングを実施した。過去の 3回の

ミーティング参加者の傾向を分析したところ、回を

重ねるごとに、医療職者の参加者が増え、医療職者

の義手に対する情報ニーズの高さが示された。５回

の開催のうち直近の３回の参加登録者は 160名前後

を維持していた。また、義足ウォーキング練習会2023

年 11月より７回開催した。参加者は 20代～70代と

広範囲で、毎回 5～6名の義足ユーザーが参加した。 

②「患者参加型医療」の考え方を取り入れ、ある程

度統一性をもった内容を含めたパンフレットが完成

し、各種研修会等で配布した。利用者参加の意義を

示す、破損や不適合が及ぼす影響を示す、特定の義
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肢装具に限らない、実例の写真を示す、チェックポ

イントを簡潔にまとめる、破損や不適合を生じた際

の対応を示すといった観点で制作することができた。 

 

(4)補装具製作事業者 

回答率は全体で 55.1％(回答数 182)であった。内

訳は車椅子シーティング協会 59.2％(回答数 71)、の

本義肢協会 53.2% (回答数 134)であった。全体では

約半数の事業者が能動的なフォローアップ活動を行

っていたが、利用者が問合せ等をしやすい工夫をし

ているという事業者もあった。フォローアップの必

要性についてはほとんどの事業者が認識していたが、

人的・時間的余裕がないという訴えが 80％近くあっ

た。また、仮に訪問による作業を実施する場合に必

要とする経費について聞いたところ 0円から 5,000

円が 8割を占めていた。 

 

(5)スコーピングレビューによる動向調査 

4970件の論文が抽出され、86件を採用した。出版

年は、2012年以降が 78件であった。近年における

補装具フォローアップの文献数の上昇から関心の高

まりが確認された。 

 

(6)スマートフォン向けアプリケーションを活用した

補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

20 名から回答を得た。登録のしやすさ等に課題は

あるものの、アプリケーションそのものの必要性や

通知機能等に対して概ね良好な反応を得た。 

 

(7)シンポジウムの開催 

第 4回および第 5回の補装具の効果的なフォロー

アップに関するシンポジウムを開催した。第 4回は

完全オンライン配信での実施となったが、第 5回は

ハイブリッドで開催することができ、会場での活発

な意見交換を行うことができた。 

 

Ｄ．考察 

 一連の調査において、調査対象が利用者自身や補

装具製作事業者、また更生相談所であっても、補装

具フォローアップの必要性に関する異論はまったく

なかった。現時点においても、特定の機関や個人に

依存したフォローアップは各地で実施されているが、

地域全体として取り組む仕組みとなっているとは言

い難い。具体的な形式は各自治体、地域で異なって

くるであろうが、今後補装具のフォローアップを有

効性のあるシステムとして確立するための中核とな

る役割は更生相談所が果たすべきであろうというの

が本研究班の結論である。 

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度

等における適切なフォローアップ等のための研究

（20GC1012）」と今回の研究をまとめて、治療用装

具から補装具に関するフォローアップの目指す姿を

次ページの図に示す。全体像としては、①利用者自

身が、補装具の適切な利用方法を理解し、適切な利

用を行うための取り組みと、②各関係機関が実施す

るフォローアップの取り組みが提示されている。 

以下、本図を参照しながら補装具利用者への効果

的なフォローアップのために目指す姿を述べる。こ

れらの中には、すでに現時点において各地で実施さ

れている方策も含まれている。 

 

まず、補装具の判定から完成・引き渡し、その後

のフォローアップについて考える。 

補装具を判定する機関や場所は限定されるが、更

生相談所での直接判定の量的・質的向上や書類判定

を行うことができる拠点医療機関の整備、オンライ

ン判定の可能性の検討等が対策として考えられる。 

いったん補装具としての対応がなされた場合、そ

の後の相談先は明確となるが、相談のタイミングや

判断の問題がある。解決に向けた具体的な方策を以

下に示す。 

⚫ 更生相談所や医療機関、補装具製作事業者から、

補装具の完成・引き渡し時に、使用中の不具合

を見つけるポイントやタイミングが書かれたチ

ラシや補装具手帳を配布する。補装具製作事業

者が補装具の取り扱いや注意点等を対面で説明

することが修理等の相談につながる割合を高め

るという研究結果がある。いずれの機関におい

ても、相談しやすい関係を構築することは重要

である。 
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⚫ 自治体の申請窓口において、前記で示したよう

なチラシ等を配布する。 

⚫ 更生相談所や補装具製作事業者等から、利用者

自身が自分の補装具をチェックすることを促す

連絡を入れる。方法としてははがきや電話、メ

ール等が実施されていた。しかし、人手や費用

の面から継続的な実施は困難とする機関も多か

った。 

⚫ スマートフォン向けアプリケーションによるプ

ッシュ機能を活用する。一定の間隔で利用者自

身のチェックを促し、必要に応じて登録された

機関に相談する仕組みも有用と考えられ、現在

開発中である。 

⚫ 地域機関の職員による日常的なチェックを実施

する。例えば介護保険サービスを利用されてい

る方であれば、訪問リハビリテーションや通所

介護の利用の際に、職員が随時チェックをする

ことは有用である。 

 

次に、治療用装具から補装具への移行の問題を考

える。例えば脳損傷に対する代表的な補装具である

下肢装具は、初めは治療用として医療保険制度で処

方されることが多い。その後身体障害者手帳を取得

し、必要に応じて障害者総合支援法による補装具の

支給を受けることになるが、この医療から福祉制度

への移行が円滑に行われない点に問題がある。解決

に向けた具体的な方策を以下に示す。 

⚫ 回復期リハビリテーション病棟等において医療

保険制度での作製時に修理や新規作製に関する

情報提供を書面で実施する。 

⚫ 回復期リハビリテーション病棟で退院後のフォ

ローアップとして外来診療を実施する。機能面

や補装具に関する定期的なチェックを実施する。

現在の診療報酬体系ではそれが困難な場合、近

隣の医療機関や更生相談所、補装具製作事業者

等を明確に示しておくことが必要である。 

 

図の最下段に示したのはフォローアップの基盤と

なる取り組みである。本研究を通して、医師を含め

たリハビリテーション専門職であっても下肢装具等

の知識や利用の経験が乏しいこと、さらには補装具

費支給制度の知識も乏しいことがわかった。まして

や、リハビリテーション専門職出身ではない介護支

援専門員や利用者自身の知識が乏しいことは言うま

でもない。 

これらの改善のためには、専門職の教育場面や卒

後研修等における補装具に関する教育機会の増加、

利用者を含む関係者が補装具の必要性や重要性を知
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る機会の増加等が必要である。また、先にも述べた

ことであるが、補装具判定の観点では更生相談所の

直接判定だけでなく、拠点医療機関での判定の委託

やオンラインでの判定等の体制の検討も有用と考え

る。今回スマートフォンのアプリケーション開発の

可能性についても研究協力を行ったが、こうしたICT

関連企業の開発も補装具管理のために有用である。 

 

補装具のフォローアップとは補装具自体の損耗、

不具合だけをみるのではなく、支給された補装具に

よって、利用者の生活スタイルの変化、活動性の向

上が得られたかを確認していく働きかけでもあるこ

とを改めて強調したい。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では補装具のフォローアップに関する実態

調査と、課題解決のための具体的な方策をまとめる

ことができた。補装具のフォローアップのシステム

は各地域の規模や資源の有無等により異なってくる

ことはやむを得ないが、そうしたシステムを確立す

ることの必要性と仕組みづくりを率先して行う実行

性を更生相談所には期待したい。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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学会学術大会. 岡山, 2023, 10. 

 矢野綾子、中川雅樹、田中靖紘、中村康二、中

村隆、大熊雄祐、芳賀信彦:先天性片側上肢形成

不全（フォコメリア）児に対する義手のリハビ
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域在住の下肢機能障害者が安全に下肢装具を使

用し続けるために必要な条件の探求−第２報.  

第7回日本リハビリテーション医学会秋季学術集

会.  宮崎， 2023, 11. 

 藤原清香、西坂智佳、山本英明、真野浩志、芳

賀信彦: 下肢切断者の更生用義足とQOL. 第7回

日本リハビリテーション医学会秋季学術集会，

宮崎， 2023, 11． 

 菊地尚久：高次脳機能障害者に対する千葉県で

の自動者運転評価，第7回日本安全運転医療学会，

千葉, 2023, 12． 

 樫本修 他、往復はがき形式の補装具フォロー

アップ事業の普及・実現性の検証．第４回補装

具の効果的なフォローアップに関するシンポジ

ウム，東京，2024，2. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

 無 
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資料 1：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

更生相談所主体による補装具フォローアップ介入 

 

研究代表者 高岡徹   横浜市総合リハビリテーションセンター センター長 

研究協力者 渡邉愼一  横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長 

研究協力者 加茂野絵美 横浜市総合リハビリテーションセンター 研究員 

 

研究要旨  

本研究では身体障害者更生相談所（以下、更生相談所）主体による地域レベルでの補装具フ

ォローアップ介入の仕組みの構築と支援者教育を目的に、横浜市の既存の仕組みを利用した下

肢装具フォローアップを検討するための委員会設置と支援者教育のための研修会を実施した。 

 

1.検討委員会設置：令和 4年 4月に横浜市地域リハビリテーション協議会内に小委員会を設置

し、委員会主体で市内全域の回復期リハビリテーション病棟（26か所）に対する装具のフォロ

ーアップの有無等に関する調査と試行案の作成を実施した。 

委員会は多職種で構成し、令和４年度に３回開催した。横浜市の回復期リハビリテーション

病棟に対する調査では 26か所から回答があり（回収率 100％）、そのうち 69％で外来での装

具のフォローアップが実施され、多くの病院で利用者に対して不適合等を生じた際の対応方法

が伝えられていた。しかし、その質については疑問も多かった。そこで、不適合ポイントや、

修理・再作製を伝えるツールとして、更生相談所使用の「下肢装具チェック票」を横浜市内の

回復期病院で利用できる形式に改修した。次年度の取り組みとして、①「下肢装具チェック票」

の完成と周知活動、②地域支援者向け講習会の実施、③ホームページを活用した情報ツールの

拡充などを計画した。 

更生相談所の役割として、地域リハビリテーションの推進が規定されており、全国の更生相

談所に関連した仕組みが存在している。本研究では横浜市におけるこの仕組みを利用すること

によって、地域レベルの検討や支援者に対する教育の実施が可能であることを明らかにした。

更生相談所主体の補装具フォローアップに対する介入モデルの一つとして有用であると考える。 

 

2.研修会開催：医療職向けの研修会（熊本県・市）と非専門職向けの研修会（北九州市）をそ

れぞれ 1回ずつ開催した。研修後のアンケート結果より研修会に一定の成果が認められた。地

域の支援者に対する教育の実施主体として、更生相談所は適格性、および実現可能性を備えて

おり、必要かつ有効な手段であると考える。 

 

Ａ．研究目的 

令和 2・3年度の「補装具費支給制度等における適

切なフォローアップ等のための研究」では、支給さ

れた補装具のフォローアップ体制が散発的に実施さ

れている状況が課題であること、支援者の教育が必

要とされていることが明らかとなった。本年度の課

題は地域レベルでの仕組みの構築と支援者教育にあ

る。 

本研究では身体障害者更生相談所（以下、更生相

談所）主体による地域レベルでの補装具フォローア

ップ介入の仕組みの構築と支援者教育を目的に、横

浜市の既存の仕組みを利用した下肢装具フォローア

ップを検討するための委員会設置と支援者教育のた

めの研修会を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 横浜市更生相談所主体モデル試行 

本研究は横浜市の更生相談所の仕組みを活用した

補装具フォローアップシステム構築のモデル試行で

ある。図 1に本モデルのフローチャートを示す。 
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図 1 モデル試行フローチャート 

 

 

地域リハビリテーションの在り方は、地域毎の医

療体制、更生相談所の支給体制、介護支援体制、地

域性が異なるため、地域に合わせた体制をとること

が必要となる。全国の更生相談所の役割として、地

域リハビリテーションの推進や連携があり、横浜市

においては地域リハビリテーション協議会(以下、リ

ハ協議会)が役割の一端を担っている。リハ協議会で

は毎年度地域リハビリテーションにおける課題を設

定し、年間を通した協議を実施している。  

更生用装具の判定・支給方法には、直接判定と書

類判定があり、横浜市においては処方される更生用

装具の約 60％が書類判定となっている。直接判定は

横浜市総合リハビリテーションセンター（更生相談

所直接判定委託機関）における週２回の義肢装具外

来と週 1回の車椅子・シーティング外来で対応して

おり、その他市内 3か所の福祉機器支援センターで

も月１から週 1回の対応を行っている。更生用装具

の新規作製、および再作製の調査 1,2)により、横浜市

の課題としては治療用装具から更生用装具への移行

や再作製に問題が生じていている可能性が示唆され

ている。 

①地域リハビリテーション協議会小委員会の開設 

リハ協議会で年度毎に組織し、開催している「横

浜市地域リハビリテーション協議会小委員会（以下

リハ協議会小委員会）」のテーマを「横浜市の在宅

脳卒中患者における下肢装具（治療材料や補装具）

給付後のサポート体制の現状と課題」とし、構成員

を地域で下肢装具に関わりがある機関、職種より選

定した。 

テーマの選定は更生相談所事務局が行い、リハ協

議会小委員会で認定した。委員長は、第一回委員会

にて小委員会構成員の中から選定した。 

②回復期リハビリテーション病院 (以下、回復期病

院)を対象とした下肢装具フォローアップに関する調

査 

リハ協議会小委員会にて、横浜市内の回復期病院

全２６病院を対象とした下肢装具フォローアップに

関する調査（資料 1）を実施し、集計した。調査期

間は令和 4年 8月～令和 5年 1月であった。 

③下肢装具情報ツールの作成・配布 

本研究事業の研究協力機関である北九州市のパン

フレットを参考に、下肢装具および義足利用者に対

し「作製の目的」や「セルフチェック項目」「相談

先」情報が参照できる情報ツールを作成した。2023

年 4月より横浜市総合リハビリテーションセンター

および支援機器センター3か所にて義肢装具を作製、

または再作製した利用者に配布を行った。 

リハ協議会小委員会にて協議の上、①で作製した

「下肢装具チェック票」を市内回復期リハビリテー

ション施設向けに改修する検討と試作を実施した。 

④試行案の検討 

地域リハ協議会小委員会にて、アンケート結果を

もとにフォローアップ体制構築のための試行案を協

議した。 

 

2.更生相談所主催研修会の開催 

①非専門職向け補装具研修会の開催 

北九州市更生相談所主催で地域リハビリテーショ

ンに関わるリハビリテーション非専門職向けに以下

の日程で研修会を実施した。 

開催日時：2022年 11月 25日 18：30～20：00 

開催形式：オンライン配信(ZOOMウェビナー) 

内容：補装具の制度、不具合の内容や相談先に関わ

る知識(資料 2) 

②医療従事者向け研修会の開催 

熊本県・市補装具研修会として以下の日程で医療

従事者向けに補装具に関する研修会を実施した。 

開催日時：2022年 11月 26日 18：00～19：30 

開催形式：オンライン配信(ZOOMウェビナー) 

委員会の組織・発足 

検討内容の吟味 

調査実施 

調査を踏まえた試行内容の検討 

試行の実施 

試行の検証（次年度） 
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内容：補装具に関わる制度や支給事務に関わる知識

(資料 3) 

①、②開催後に補装具のフォローアップに関する

意見や研修会の内容に関するアンケートを実施し、

集計を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

アンケート結果の公表においては個人名・個別の

病院名が分からないように配慮する旨を通知してい

る。本調査は倫理面に問題がないと判断する。      

  

Ｃ．結果 

1. 横浜市更生相談所主体モデル試行 

①地域リハビリテーション協議会小委員会の開設 

小委員会の構成員の内訳を表 1に示す。 

表 1 小委員会構成員内訳 

所属 職種 

補装具製作事業者 義肢装具士 

福祉保健センター 保健師(市職員) 

回復期リハビリテーション病院 医師 

回復期リハビリテーション病院 理学療法士 

福祉機器支援センター 理学療法士 

地域ケアプラザ 所長 

総合リハビリテーションセンター 理学療法士 

介護支援施設 ケアマネージャ

ー 

更生相談所 市職員 

更生相談所 所長(医師) 

令和 4年 7月、10月、令和 5年 1月の計 3回委員

会を開催した。 

第 1回委員会では、取り組みの内容を議論し、回

復期病院を対象としたアンケートを実施することを

決定、アンケート内容を議論した。 

第 2回委員会では、アンケート結果について考察

し、その後の試行として下肢装具の引き渡し時にフ

ォローアップの必要性を啓蒙する配布物の作成を検

討した。 

第 3回委員会では、利用者との情報共有ツールを

回復期病院へ配布することを決定し、その内容の検

討と、その啓蒙の方法や次年度のフォローアップに

関する試行の内容を議論した。 

②回復期リハビリテーション病院を対象とした下肢

装具フォローアップに関する調査 

26病院中26病院から回答があった(回答率100%)。 

 アンケートに回答した職種は医師２名、理学療法

士 18名、ソーシャルワーカー5名、看護師 1名であ

った。「下肢装具を作製しているか否か」の設問に

は、すべての回復期病院(100％)で作製していると回

答した。 

問 4の「下肢装具はどのような方に処方していま

すか。(複数回答可)」では、「入院患者」が 26か所、

「外来患者(所属病院退院)」17か所、「外来患者(自

施設退院以外)」が 13か所であった。 

問 5「短下肢装具を作製している場合、どのよう

な装具を作製していますか。(複数回答可)」では、

金属支柱付き短下肢装具が 24か所、プラスチック製

短下肢装具が 25か所、既製品(オルトップ等)が 23

か所、その他(RAPS)が 1か所であった。 

問 6「装具を作製する際に、どのような制度を利

用しますか。」のでは、「健康保険のみ」が 2か所、

「健康保険と障害者総合支援法を選択する」が 24

か所であった。 

問 7「本人用の下肢装具を作製している場合、作

製後(退院後)のフォローアップを行っていますか。

(複数回答可)」では、外来診療が 18か所(69％)で最

多であった(図 2参照)。「その他」3か所の内訳は

「管理ノートを配布」１か所、「今後外来予定で装

具士の名刺を渡して対応」１か所、「不具合があり

患者家族から依頼があれば」１か所であった。 

 

図 2 退院後のフォローアップ方法内訳 

 

 問 8の回答は、下肢装具を作製する際に不適合の

ポイントを利用者や家族にお伝えする仕組みが「あ
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る」と答えたのが 19か所(73％)で、「ない」7か所

(27％)であった。 

 問 9の回答は、不適合のポイントを利用者が家族

にお伝えする仕組みが「ある」と答えた 19か所のう

ち、「口頭で伝えている」と答えたのが 9か所(47％ )

で、次いで「患者により異なる対応」と答えたのが

7か所(38％)であった(図 3)。 

 

図 3 不適合ポイントを伝達する手段 

 
問 10の回答は、不適合のポイントを利用者が家族

にお伝えする仕組みが「ある」と答えた 19か所のう

ち、不適合ポイントを伝える職種(重複回答)は、「理

学療法士」が最多の 15か所(79％)、次いで補装具製

作事業者 13か所(68％)、医師が 9か所(47％)、社会

福祉士 1か所であった(図 4)。 

 

図 4 不適合ポイントを伝える職種(重複回答) 

 

 

問 11の回答は、修理や再作製のことを利用者や家

族へ伝える仕組みが「ある」と答えたのが、21か所

(81％)、「ない」と答えたのは 5か所(19％)あった。 

 問 12の設問、修理や再作製のことを伝える仕組み

が「ある」と答えた 21か所のうち、伝達する手段(重

複回答)は、「口頭」が 12か所(57％)、「患者によ

り異なる対応」が 8か所(38％)、「書面」が 2か所

(10％)であった。その他の回答として、補装具製作

事業者に任せているという回答があった(図 5)。 

 

図 5 修理や再作製を伝える手段 

 

 問 13の回答は、設問、修理や再作製のことを伝え

る職種は、「理学療法士」が 16か所(76％)、「補装

具製作事業者が12か所(57％)、医師が10か所(48％)、

社会福祉士が 2か所(10％)であった(図 6)。 

 

図 6 修理や再作製を伝える職種 
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問 15では、以下の回答があった。 

・「足と装具のセルフチェックシート」を作製、入

院中に装具作成した患者と一緒に使用し本人用のチ

ェックシートをお渡ししている。退院時にサマリー

と一緒に利用介護保険施設やスタッフに郵送する予

定。 

・口頭でのお伝えのみなので、しっかり伝わってい

るのか疑問 

・退院後、再度装具作成が必要な場合、自治体の異

なる患者がいるため、更生用装具作成の案内に困る 

といった意見があった。 

③下肢装具情報ツールの作成・配布 

情報ツールとして作成した下肢装具向けパンフレ

ット「下肢装具を快適にご利用いただくために」と、

義足利用者向けパンフレット「義足を快適にご利用

いただくために」を 2022年 4月より横浜市総合リハ

ビリテーションセンター、および福祉機器支援セン

ター3か所で配布した。義肢装具作製をした利用者

へ完成・引き渡し時に配布をしている。作成した情

報ツールは相談事業における広報目的でも利用して

いる。配布先としては区役所保健師、ケアマネージ

ャー、地域ケアプラザ、区医師会、地域包括支援セ

ンター、訪問看護ステーションリハビリテーション

スタッフなどである。 

ツールの回復期病院向けへの改修を実施し、完成・

配布に関しては次年度を予定している。 

④試行案の検討 

リハ協議会小委員会でアンケート結果などを参考

に次年度実施する試行案を検討した。 

・ 下肢装具チェック票の周知を目的とした横浜市

内の回復期病院への配布(郵送) 

・ オンラインでの下肢装具に関する研修 

・ 補装具事業者への下肢装具チェック票の周知 

・ 地域支援者向け研修会の開催 

・ ホームページを活用した案内の拡充 

 

2.更生相談所主催研修会の開催 

① 非専門職向け補装具研修会の開催（北九州市） 

非専門職向け補装具研修会の参加者は 51名で、ア

ンケート回答者は 25名(回答率 49％)であった。研

修後アンケート結果を資料 4に示す。アンケート回

答者のうち、回答者の所属は相談系サービスが 10

名と最多で、その他訪問系、居住施設系、通所系、

就労系サービスの従事者であった。参加者の職種は、

ケアマネージャー、理学療法士、介護福祉士、社会

福祉士、作業療法士、相談支援専門員であった。研

修が参考になったかという質問に対し、「参考にな

った」という回答が 21名(84％)であった。 

「下肢装具、義足チェックポイントをもとにメン

テナンスが可能であるか」という質問に対し、可能

であると答えたのは14名(56％)でわからないと答え

たのが 11名(44％)であった。可能であると答えた回

答者の職種別内訳として一番多かったのが理学療法

士で、「わからない」と答えた回答者の職種は理学

療法士以外の全般にわたった。 

自由回答として以下のような感想があった。 

・装具の耐久年数については、ある程度の知識はあ

ったのですが、詳細を知る事で日々の仕事に活かす

ことができる。 

・合わなくなりつつある装具を無理に使用している

ケースも確認できた為、早速業者へと繋ぐ事が出来

た。 

② 医療従事者向け研修会の開催（熊本県・市） 

医療従事者向け研修会の参加者は 65名で、研修後

アンケート回答者は 19名(回答率 29％)であった。

アンケート回答者のうち、参加者の所属は病院が 17

名、診療所が 1名、補装具事業者が 1名であった。

参加者の職種の内訳は理学療法士が多く、その他医

師、言語聴覚士、作業療法士、義肢装具士であった。 

アンケートでは「参考になった」、「概ね参考に

なった」という回答が 100％であった。「補装具管

理手帳やチラシについて必要だと思うか」という質

問に対して、「必要」と回答したのが 18名、「わか

らない」が 1名であった。自由記載の意見では、「す

でに装具ノートを使用している」、「装具ノートの

ような仕組みを今後利用していきたい」、「成人（特

にご高齢）の方の補装具（治療用装具も含む）が以

前いつ作られたのか、どこで作成したのか不明なこ

とが多い。処方医師も変わっていることが多い」な

どの意見があった。 
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Ｄ．考察 

更生相談所の本来業務の一環として、地域リハビ

リテーションの推進があり、地域連携のための仕組

みや支援者教育の研修が存在している自治体や更生

相談所は多いと思われる。本研究では、その既存の

仕組みを補装具フォローアップシステム構築に活用

しその有用性を検証した。 

1. 横浜市更生相談所主体モデル試行 

まず、多職種により構成された「横浜市の在宅脳

卒中患者における下肢装具（治療材料や補装具）給

付後のサポート体制の現状と課題」を検討する地域

リハ小委員会を組織した。委員会開催には委嘱費用

が発生するが、そもそも既存の組織の位置付けであ

ることから追加の費用が発生したわけではない。委

員の選定は一つのポイントであり、テーマに沿った

人選を行い、活発な議論を行っていただくことが重

要と考える。今回の地域リハ小委員会の議論におい

ては、各職種からの視点で意見が述べられ、各機関

の問題点を総合的に議論することが可能であった。

また、次年度の試行のためには、団体の役職者が構

成委員となっていることによって、プロモーション

や実行の迅速さが期待できる。 

地域リハ小委員会では治療用装具と更生用装具の

移行の要となる回復期病院に焦点をあて、下肢装具

フォローアップに関する調査を実施した。横浜市内

の全回復期病院より回答を得ることができ、横浜市

の下肢装具のフォローアップの実情を反映された結

果となった。退院後のフォローアップを行っている

病院は 22か所(85％)で、多くの病院が実施している

ものの、15％の病院は実施できておらず、作製後に

相談先のない利用者の存在は否定できない。 

不適合や不具合があった時の対応や、修理や新規

作製のときの相談先などを伝える仕組みについて「あ

る」と回答したのが過半数であり、多くの病院でそ

の必要性を認識し実施していた。しかし、一部の病

院においては修理や新規作製の必要性を伝える仕組

みがない病院が存在しており、一定数の患者におい

て新規作製の移行に問題が生じていた調査結果 2)と

一致する。 

また、説明の方法として一番多かったのは「口頭」

であった。「書面」で伝える方法をとっているのは

わずか 4病院であり、施設や個人により伝え方や内

容など「質」が異なる可能性があることが推測され

た。これらの結果より、すべての利用者に相談先を

明確に伝達する手段を提示することの必要性が示唆

された。不適合を伝える職種は「理学療法士」が一

番多く、次いで「補装具製作事業者」「医師」であ

り、これらの職種が回復期病院における下肢装具の

キーパーソンであることが伺えた。 

補装具のフォローアップには定期的なチェックア

ウトの必要性や不具合に気づく知識、不具合が起き

た際の相談先を利用者自身認識する必要がある。今

回の調査では利用者自身が不具合に気付き行動する

ための知識に対する「啓蒙」が十分ではないという

課題が明らかになった。 

調査結果を踏まえ、利用者の啓蒙のツールとして

「下肢装具情報ツールの作成・配布」を決定し、完

成・配布については、次年度に予定している。 

次年度実施する試行案としては、下肢装具チェッ

ク票の周知を目的に、市内回復期病院への下肢装具

チェック票の郵送配布、オンラインによる下肢装具

に関する研修、横浜市ホームページへの下肢装具チ

ェック票の公開、などを実施することを予定してい

る。市内回復期病院へ配布することにより、これま

で下肢装具の不具合や新規作製の情報提供が未実施

だった病院へも情報提供のきっかけになることが期

待できる。 

更生相談所の役割として、地域リハビリテーショ

ンの推進が規定されており、全国の更生相談所に関

連した仕組みが存在している。本研究では横浜市に

おけるこの仕組みを利用することによって、地域レ

ベルの検討や支援者に対する教育を行うことが可能

であり、更生相談所主体の補装具フォローアップに

対する介入モデルの一つとして有用であると考える。 

 

2.更生相談所主催研修会の開催 

生活期の補装具のフォローアップに関わる医療従

事者は、介護支援事業に関わるリハビリテーション

専門職や看護師、訪問診療やクリニックの医師であ
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る。非医療専門職はケアマネージャーや介護福祉士、

福祉用具専門相談員などである。補装具のフォロー

アップ体制として地域生活を支援する関係者の役割

は大きい。しかしながら、支援者の補装具に対する

制度や機器に対する関心や知識は十分といえないの

が現状である 3,4)。本研究では、支援者教育として医

療従事者と非専門職に対し研修会を実施した。 

研修後のアンケートでは多くの参加者から参考に

なったという回答が得られた。研修後の実務場面で

フォローアップにつながったケースもあったという

コメントもあり、研修会の開催により利用者サービ

スに変化があったという点で一定の成果が認められ

た。支援者の気づきがフォローアップにつながるこ

とも補装具支援には重要であり、今後支援者教育を

拡大することが必要であると考える。 

更生相談所の業務は「地域におけるリハビリテー

ションの推進に関する業務」の中で「地域における

リハビリテーション関係職員の資質向上を図るため、

身体障害者の更生援護に係る各種研修(15条指定医

研修等)を企画し、実施すること。」と職員研修が規

定されている。本研究では更生相談所業務の既定の

範疇で地域生活をおくる障害者の課題解決の一環と

して「補装具フォローアップ」を題材に研修会を実

施し、その成果を得た。本研究は、補装具のフォロ

ーアップの支援者教育の実施に更生相談所が主体と

なることの適格性と実現可能性を示すものであり、

補装具フォローアップにおける支援者教育の一つの

モデルとなると考える。 

 

Ｅ．結論 

更生相談所主体による補装具に対するフォローア

ップ体制構築のモデルとして、地域レベルでの仕組

みの構築と支援者教育を実施した。 

 横浜市におけるこの仕組みを利用することによっ

て、地域レベルの検討や支援者に対する教育を行う

ことが可能であり、更生相談所主体の補装具フォロ

ーアップに対する介入モデルの一つとして有用であ

ると考える。 

 

参考文献 

1. 横井剛, 高岡徹, 倉兼明香，吉川真理. 生活期

脳卒中患者における更生用下肢装具作製と医療

機関・施設との関係 装具のフォローアップの

観点から. 日本義肢装具学会誌 36, 92 (2020). 

2. 横井剛，高岡徹. 横浜市における生活期脳卒中

患者の短下肢装具再作製について. 日本義肢装

具学会誌 37, 233–236 (2021). 

3. 中野克己 et al. 下肢装具に対する理学療法士

の関わりについての調査報告. 理学療法学

Supplement 2016, 0859 (2017). 

4. 山崎友豊, 福元浩二, 細矢貴宏, 秋葉和征 ，

大本修平. 地域における下肢装具の実態調査. 

理学療法学Supplement 2016, 858 (2017). 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 無 

2.  学会発表 

 高岡徹：シンポジウム：義肢装具のフォローア

ップに関する問題点．第 6 回日本リハビリテー

ション医学会秋季学術集会，岡山，2022，11． 

 稗田保奈美，高岡徹，倉兼明香，加藤諒一，栗

林環，横井剛：当センターにおける10年間の大

腿義足支給統計．第6回日本リハビリテーション

医学会秋季学術集会，岡山，2022，11． 

 加茂野絵美，高岡徹，渡邉慎一：義肢装具，車

椅子の生活期における使用継続割合と使用満足

度―システマティックレビューとメタアナリシ

ス―．第6回日本リハビリテーション医学会秋季

学術集会，岡山，2022，11． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

無 
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令和４年度支援者向け補装具研修会参加者アンケート集計結果 

(申し込み者 55 名 当日参加 51  回答数 25 名  回収率 49％) 

 

日時：令和４年１１月２５日（金） 

   １８：３０～２０：００ 

 

場所：総合保健福祉センター３階 １２番室（Zoom開催） 

 

問１ 所属                

所属 人数

相談系サービス 10

訪問系サービス 3

居住・施設系サービス 3

通所系サービス 2

就労系サービス 1

その他 6
    

 

 問２ 職種 

職種 人数

ケアマネジャー 10

理学療法士 6

介護福祉士 3

作業療法士 2

社会福祉士 2

相談支援専門員 2
          

  

 

問３ 本日の研修（「おさえておきたい補装具費支給制度と下肢装具チェックポイント」）は 

いかがでしたか。 

参考になった 21

普通 4

参考にならなかった 0
       

 

       

 

 

資料 4 
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問４ 補装具管理手帳は必要と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

問５ 本市の補装具フォローアップ体制は必要と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 下肢装具・義足のチェックポイントを参考に、メンテナンスをしていただくことは可能 

ですか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～職種別～ 

可能である わからない 不可能である

ケアマネ 5 5 0

理学療法士 6 0 0

介護福祉士 1 2 0

作業療法士 1 1 0

社会福祉士 1 1 0

相談支援専門員 0 2 0
 

 

 

 

 

 

必要である 22

わからない 3

必要ない 0

必要である 24

わからない 1

必要ない 0

可能である 14

わからない 11

不可能である 0
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問７ 本研修会の参加理由について教えて下さい。（複数回答可） 

補装具費支給制度について学びたい 20

下肢装具・義足について学びたい 15

下肢装具・義足のメンテナンスについて学びたい 11

その他 1
 

●その他のご意見 

 ・車椅子、座位保持装置について学びたい。 

 

問８ 今後の補装具研修会で希望する内容について教えて下さい。（複数回答可） 

補装具費支給制度のポイント 16

疾患と下肢装具のチェックポイント 13

義足・下肢装具の基礎知識 10

車椅子の選定と適合 9

歩行補助具の選び方 8

その他 2
 

●その他のご意見 

・体幹装具について 

 ・小児の補装具について 

 

問９ その他、研修に対するご意見、ご感想がありましたらご記入ください。 

 ・補装具管理手帳も初めて知りました。皆さん、破損しててもそのまま使っていたので相談先や 

制度が知れて良かったです。これからの業務に活かしていきたい。 

 ・管理手帳は汎化されると各連携機関で把握できるのでとても良いと思います。個人的には手帳 

が何種類もあるよりは、1人一冊で下肢装具、車椅子、座位保持装置などその方が所有されてる 

装具一覧で記載されているとより使いやすいなと思いました。ありがとうございました。 

 ・お話がとても分かりやすく勉強になりました！定期的に復習と、制度や補装具管理手帳を活用 

していきたいと思います。ありがとうございました。次回また研修がありましたら参加させてください！ 

 ・管理手帳の存在を知らず、勉強になりました。耐用年数に限らず作り直しの可能性もあること 

を知り参考になりました。 

 ・貴重な講演ありがとうございました。 

 ・今回補装具の研修会に初めて参加させて頂きましたが、とても勉強になりました。今後もまた 

参加させて頂きたいと思います。 

 ・お疲れ様です。研修会の開催ありがとうございました。とても興味深い内容でした。今後も研修 

会の開催を宜しくお願い致します。その時は是非参加させて頂きます。ありがとうございまし 

た。 

 ・まず、感じた事は普段何気ない形で触っている装具の耐久年数については、ある程度の知識はあ 

ったのですが、詳細を知る事で日々の仕事に活かすこともでき、更に合わなくなりつつあるも 
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のを無理に使用しているケースも確認できた為、早速業者へと繋ぐ事が出来た事が良かったで 

す。こうした知識のインプットとアウトプットを繰り返す事で周囲の仲間にも共有でき、より 

良い暮らしの提供に繋がる事が理解出来ました。また、研修に参加した折には宜しくお願い致しま 

す。 
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資料 2：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

地域における補装具フォローアップの仕組み構築に向けた座談会の開催 

 

研究代表者 高岡 徹   横浜市総合リハビリテーションセンター センター長 

研究協力者 渡邉 愼一  横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長 

研究協力者 柴田 創一郎 (株)NTTデータ経営研究所 先端技術戦略ユニット 

研究協力者 平良 未来  (株)NTTデータ経営研究所 先端技術戦略ユニット 

 

研究要旨  

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度等における適切なフォローアップ等のため

の研究(20GC1012)」を踏まえて、次の段階で必要とされるのは、フォローアップに関する地域

レベルでの仕組みを構築することである。 

本研究では地域レベルで必要な取組について地域内の関係者が共通認識を持てるようにする

ことを目的に座談会を 3つのエリアで開催し、現状・課題・対応策について討議を行った。そ

の結果、治療用装具から更生用装具へ移行する際の各エリアが持つ課題等に共通点があること

や、引渡し後には親族を含めた多くの関係者が、補装具のメンテナンス等の必要性について気

に掛けることが必要であることが窺えた。また地域の関係者からの声掛け等を通じて、利用者

がいざメンテナンスに赴こうとした際に、製作事業者名や製作年月がわからないといった課題

もあることから、補装具への QRコードの貼り付けや管理手帳等で情報を確認できるようにし

ておくことの必要性も高い。 

 

Ａ．研究目的 

令和 2から 3年度に実施した「補装具費支給制度

等における適切なフォローアップ等のための研究

(20GC1012)」では、治療用装具や補装具の支給とフ

ォローアップに関して種々の方策が各地でなされて

いることが分かった。しかし、これらの方策は、限

られた機関や個人の努力で行われている段階であり、

地域全体の仕組みとして確立している状況とは言い

難いことも同時に明らかとなった。次の段階で必要

とされるのは、これらの方策を利用した地域レベル

での仕組みを構築することである。 

そこで、本研究では地域レベルで必要な取組につ

いて地域内の関係者が共通認識を持てるようにする

ことを目的に、補装具の適切な利用に関係する関係

者が一同に会して議論を行う座談会を 3つのエリア

で開催した。 

座談会では、治療用装具から更生用装具への移行

段階や、更生用装具の引渡しまでの段階、引渡し後

の日常において、現状、効果的なフォローアップに

向けてどのような取組がなされているのか、効果的

なフォローアップの実現に向けた課題は何か、それ

を解決するためにどのような取組が必要か等につい

て議論を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

座談会は身体障害者更生相談所（以下、更生相談

所）の担う役割や位置づけが異なると想定された横

浜市エリア、宮城県エリア、熊本県エリアの 3つの

エリアにて、更生相談所の協力の下、各地域の更生

相談所職員、補装具製作事業者、自治体職員、医療

機関等の関係者に参集してもらい 2時間実施した。 

 

◎横浜市エリア：政令指定都市であり更生相談所

が対象とするエリアが市内に限定されることや、判

定機関も支給決定をする行政主体も横浜市自身であ

るため、情報共有も行いやすいことに特徴がある。

横浜市エリア座談会の開催概要は表 1のとおりであ

る。 
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表 1 横浜市エリア座談会の開催概要 

開催日時 2022年 8月 5日（金） 

10:00-12:00 

参加者 計 6名 

補装具製作事業者 2名 

更生相談所職員 3名 

リハセンター職員 1名 

オブザー

バー 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

高岡徹 加茂野絵美 

事務局 株式会社 NTTデータ経営研究所 

柴田創一郎 平良未来 

 

◎宮城県エリア：更生相談所が対象とするエリアが

仙台市を除く県全域であることに特徴がある。宮城

県エリア座談会の開催概要は表 2のとおりである。 

 

表 2 宮城県エリア座談会の開催概要 

開催日時 2022年 9月 9日（金） 

14:00-16:00 

参加者 計 8名 

補装具製作事業者 2名 

更生相談所職員 3名 

自治体職員  2名 

医療機関職員  1名 

オブザー

バー 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

高岡徹 加茂野絵美 

事務局 株式会社 NTTデータ経営研究所 

柴田創一郎 平良未来 

 

◎熊本県エリア：更生相談所が対象とするエリアが

熊本市を除く県全域であることや、障害者のみでな

く障害児も対象に判定を行っていることに特徴があ

る。熊本県エリア座談会の開催概要は表 3のとおり

である。 

 

表 3 熊本県エリア座談会の開催概要 

開催日時 2022年 11月 26日(土) 

14:00-16:00 

参加者 計 9名 

補装具製作事業者 2名 

更生相談所職員 1名 

自治体職員(複数) 4名 

医療機関職員  2名 

オブザー

バー 

横浜市総合リハビリテーションセンター 

高岡徹 渡邉愼一 加茂野絵美 

事務局 株式会社 NTTデータ経営研究所 

柴田創一郎 平良未来 

（倫理面への配慮）       

補装具利用当事者に対する調査はなく、本調査は

倫理面の問題は無いと判断する。 

 

 Ｃ．研究結果 

各エリアの現状、課題、課題の解決に向けた方策

(案)について得られた意見を基に記載する。これら

の意見は座談会に参加された方の意見であり、各エ

リアを代表する意見ではない点に留意されたい。 

 

＜横浜市エリア＞ 

横浜市エリアの現状、課題、課題の解決に向けた

方策（案）は以下のとおりである。 

⚫ 現状について 

➢ 補装具の申し込み時においては、窓口にて補

装具製作後のフォローアップに関する情報ま

でを伝えてはいない。補装具費支給制度や申

請手続きに関する情報、費用等の案内をして

おり、製作後の話まですると情報の詰めすぎ

となる。 

➢ 適合判定時において、事業者が特に傷みそう

な箇所の情報や、連絡先、事業者に相談すべ

きタイミング等について、伝えている。 

 

⚫ 課題について 

➢ 治療用装具から更生用装具に移るタイミング

で、医療機関が補装具費支給制度や更生用装

具の利用案内を行えていないことが多い。 

➢ 治療用と更生用は、自治体での担当窓口が異

なるため、利用者に関する情報がうまく引き

つがれず、治療用装具から更生用装具に移行

できない方がいてもわからないことが多い。 

 

⚫ 課題解決に向けた方策（案）について 

➢ 医療機関で治療用装具を処方している場合は、

医師や事業者からもフォローアップに関する

案内を行ってはどうか。 

➢ 適合判定時に、都度伝えることが重要であり、

その際に「補装具管理手帳」があれば、見な

がら説明出来てわかりやすいのでは。 
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➢ 2～4週間後の確認は、電話、FAX、ハガキ等で

十分だと考える。 

➢ 日常に入ると、ケアマネジャーや訪問リハ職

員等が気付いて、メンテナンスに繋げられる

ような流れを作れると良い。 

➢ アプリに登録すると、半年後に自動で通知が

来るような仕組みがあると良いのでは。 

 

＜宮城県エリア＞ 

宮城県エリアの現状、課題、課題の解決に向けた

方策（案）は以下のとおりである。 

⚫ 現状について 

➢ 回復期リハ病院において、治療用から更生用

へ移行する方に対して、介護保険事業所を紹

介しており、介護保険事業所が、補装具利用

者に更生用補装具について案内を行っている。 

➢ 補装具の引渡しの際に、事業者によっては顧

客情報のデータ管理を行ったり、補装具に製

作年月をシールで貼ったりしている所がある。 

➢ 更生相談所では適合判定から 5か月後に、利

用者に往復はがきを送り、補装具利用に慣れ

たか、不具合は無いか等を確認している。ハ

ガキを受け取った 2割の方が不具合を感じて

いることが分かった。 

➢ 事業者においては製作後 1年未満の方に年賀

状を送って事業者として改めて認識してもら

えるようにしている。 

➢ 別の事業者においては、納品から 5年経過し

た利用者の一部の方に対して、不具合の有無

や気になる点が無いか、ハガキを送っている。

対象者が膨大であるため、全ての方への配布

は難しい。 

⚫ 課題について 

➢ 回復期リハ病院では補装具の製作に関与しな

い場合もあり、そういった病院では補装具の

フォローアップの重要性を認識しにくい。 

➢ 回復期リハを退院した後に、障害者手帳を取

得しない方もいる。その方々のほとんどが、

更生用装具の存在について知らない。 

➢ 利用者が回復期リハから退院される際に、事

業者から補装具費支給制度の案内をするが、

忘れてしまっている方もいるのではないか。 

➢ 処方判定時や仮合わせの際に更生相談所から

補装具費支給制度の説明を行っても、適合判

定の際には忘れてしまっている方もいる。定

着させるのが難しい。 

➢ 巡回相談で遠方に赴くとボロボロの状態の装

具を 10年以上使い続けている方を発見するこ

とが年間数件ある。特に遠方の地域では日常

的に通える病院やケアマネジャーが少なく、

不具合に気づける方との接点が少なくなって

しまっている印象がある。 

 

⚫ 課題解決に向けた方策（案）について 

➢ 製作事業者や担当医師が変わる補装具利用者

については、補装具管理手帳でどの事業者で

製作したのかを管理すると良いのでは。ただ

し、無くさずに保持し続けることが大事。 

➢ 補装具に QRコードを張って、メンテナンスに

関する情報や修理のタイミング等が記載され

た事業者の webサイトにアクセスできるよう

にしてはどうか。 

➢ メンテナンスに関するチェックリストや上記

のような QRコードの付いたチラシやはがきを

送り、利用者自身がアクションを取れるよう

に誘導してはどうか。 

➢ 不具合はいつ発生するかわからないので、日

常生活の中で不具合に気づけるリハスタッフ

や主治医が声を掛けられると良い。 
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＜熊本県エリア＞ 

熊本県エリアの現状、課題、課題の解決に向けた

方策（案）は以下のとおりである。 

⚫ 現状について 

➢ 小児用装具の場合、治療用と更生用で支給可

能な数が異なるため、医療機関にて、治療用・

更生用のメリットをご両親に説明している。

治療用装具の段階から障害者手帳の取得期間、

装具の製作期間を説明し、早めの行動を促し

ている。 

➢ 事業者も退院前後のタイミングから病院の関

係者と更生用への移行について相談している。 

➢ 更生相談所は書類判定が多く、直接利用者と

話すことが少ないため、本人の障害像が見え

づらい状況である。 

➢ 事業者は引渡しの際に利用者に、どこの医療

機関の医師に相談しているか確認するように

している。また疑問点があればお問合せいた

だけるよう名刺を渡している。 

➢ 引渡し後は、事業者が医療機関や自宅に訪問

した際に状態の確認を行っている。 

➢ 更生用装具を利用する児童は、様々な事業所

や機関を利用しているため、児童については

現状の声掛け体制であればフォローアップが

出来ている。 

 

⚫ 課題について 

➢ 回復期リハ病院のセラピストは補装具費支給

制度について理解している方が少ない。医療

機関によっては更生用装具の製作に伴い、障

害者手帳の取得が必要であることを理解して

いない場合もある。 

➢ 自治体では、治療用と更生用で窓口が異なる

ため、現在治療用を利用している方で更生用

への移行が必要な方を把握することができな

い。 

➢ 引渡し後に相談支援専門員から問合せが入る

ことがあるが、他の事業者が製作した装具だ

と詳細が分からない。 

➢ 医療機関と通所リハビリ事業所等が、修理や

メンテナンスの必要性について異なる見解を

示している場合、情報の整理に時間が掛かか

る。 

 

⚫ 課題解決に向けた方策（案）について 

➢ 治療用から更生用への切替えのタイミングで、

事業者からのみでなく、医師やセラピスト、

生活支援相談員から説明があると良いのでは。 

➢ 医療・福祉の双方の立場が分かる人材が必要。 

➢ 補装具に治療用なのか更生用なのか、製作年

月が記載されていると良い。利用者が通所リ

ハビリ事業所から促されて医療機関に来たこ

とがあるが、製作年月を覚えていなかった。 

➢ 遠方の方にとっては県の相談所へ訪問して処

方を受けることは大変であるため、巡回相談

があると良い。 

➢ 障害のある方は何らかの福祉サービスを利用

しているため、行政が福祉サービス事業者に

対してフォローアップの大切さを伝えると良

いのではないか。 

 

Ｄ．考察 

⚫ 治療用装具から更生用装具への切替え 

➢ 治療用装具から更生用装具への切替えのタイ

ミングで、利用者に障害者手帳の取得や更生

用装具の製作について伝えることが出来てい

ない、という課題意識がある。これに対して

は、医療機関と製作事業者の双方から利用者

に更生用装具への移行を促すことや、自治体

の関係窓口間で連携を図ることが必要である

と考える。 

➢ 熊本県においては、特に小児について、治療

用から更生用への移行はうまく回っていると

のことであった。小児は成長に伴い、補装具

のサイズが合わなくなるため、意識が自然と

行き届きフォローアップも行われている状況

であると考えられる。成人に対しても治療用

から更生用への移行を適切に促すためには、
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セラピスト等に対する制度面や補装具そのも

のの教育をより充実させる必要があるだろう。 

 

⚫ 補装具の支給判定から引渡し 

➢ 補装具の支給判定から引渡しまでの過程にお

いては、補装具費支給制度の説明や製品その

ものの説明に加え、メンテナンス方法や困っ

たときの連絡先について伝えられている傾向

が見られた。ただし利用者は「忘れてしまう

のではないか」と言った意見もあったことか

ら、利用者が忘れないようにする仕組み、或

いは忘れても思い出せるような仕組み、が必

要である。 

 

⚫ 補装具の引渡し以降 

➢ 補装具の引渡し以降は、リハビリテーション

治療に通う先の医療機関や、地域の福祉サー

ビス事業者、介護保険サービス事業者の職員

がメンテナンス等の必要性に気づき、利用者

にその必要性を伝えることができるようにな

ることが望まれている。一方で、利用者がそ

の補装具をどこの事業者で製作したのか、い

つ製作したのか覚えていないこともあるとの

ことであった。地域の医療機関や福祉サービ

ス事業所等の職員が声掛けを行えるような意

識づけや研修活動の実施が必要であること、

補装具管理手帳の配布や補装具への製作年月

等が記載されたシールの貼り付け、QRコード

を使った情報提供・管理等が必要であると考

える。 

 

➢ 熊本県エリアの小児を対象にしたフォローア

ップでは、両親や関係する医療機関と補装具

製作事業者が連携して、フォローアップを行

えていることが分かった。障害児の場合、補

装具の状態や身体の状態について気に掛けて

くれる親族が身近にいるということが効果的

なフォローアップの実現に寄与していること

が窺えた。障害者の場合も同様に、その方の

補装具や身体の状態を気に掛けるくれる人や

そのような場面が多いほど、有効にフォロー

アップを行い得ることが考えられる。 

 

Ｅ．結論 

今回の 3つのエリアでの座談会を通じて、補装具

の適切な利用に向けたフォローアップの現状、課題、

方策（案）について、地域レベルで必要な取組につ

いて、関係者が共通認識を持つことができた。 

そこで、今後は各地域で挙げられた課題の解決に

向けた方策を試行的に実施し、地域レベルでのフォ

ローアップを実現に近づけていく必要がある。各地

域での試行を踏まえ、全国に展開できるようなモデ

ルを提示したい。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 無 

2. 学会発表 

 無 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

無 
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資料 3：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 

 

宮城県の補装具フォローアップ事業の検証 

 

研究分担者 樫本 修 宮城県リハビリテーション支援センター 宮城県保健福祉部技術参事 

研究協力者 西嶋一智 宮城県リハビリテーション支援センター 宮城県保健福祉部技術副参

事兼技術次長 

 

研究要旨  

令和 4年度の本研究では、宮城県が平成 29年度途中から行っている「往復はがき方式」による補

装具フォローアップ事業の効果を検証する目的で、本事業おいて更生相談所からの情報提供、指示で

補装具製作事業者が個別対応で解決した者、修理等公費支給で対応が必要であった者から直近の 20

名に対して満足度、希望する頻度等につき 1回目と同様に往復はがきによる調査を行った。また、本

事業に関係した県内の事業者 10社へのアンケート調査を行い、会社の体制、本事業に対する意見、

補装具フォローアップに協力する場合の経費等の要望などを分析した。 

対象者 20名のうち 15名（回収率 75％）から回答が得られ、往復はがきでフォローアップを受ける

機会が与えられることに対して「有用である」との回答が 11名（73％）あった。フォローアップの

頻度については、「もっと定期的にあるとよい」との回答が 8名（53％）あった。自由意見では「定

期的に補装具の点検修理をしていただくと助かる」、「はがきが来ると相談しやすい」との意見があっ

た。 

事業者 10社中 7社からの回答（回答率 70％）があった。県内の事業者で会社としてフォローアッ

プを行っているとの回答は 1社に過ぎなかった。同社では、「装着後それぞれの装具に合わせて数か

月から 1年程度の間に装着時の様子などを伺う。併せて耐用年数が近づいた方への個別連絡」という

対応がなされていた。本事業に対する意見としては、「利用者が困っているという情報なので、なる

べく早く対応したい」、「直ぐには対応できないが何とか対応したい」と更生相談所からの情報提供、

指示があったら全ての事業者が対応する意向があることがうかがえた。「判定機関（県リハ）の職員

の同席をお願いしたい」、「市町村への申請を経由していただいてから対応したい」と事業者だけで動

くのではなく、行政との関わりをもちながらフォローアップをしたいとの意見が多かった。経費につ

いては「フォローアップの結果、修理、再支給に繋がったケースであれば対価は不要であるが、そう

でないケースでも対価が支払われることを希望する」、「フォローアップの結果にかかわらず、「フォ

ローアップ加算（仮称）」のように一律に補装具費の中で支払われることを希望する」という意見が

あった。具体的に希望する対価は、3,000～5,000円が多かった。フォローアップの報告方法は定めら

れた様式（文書、画像など）での報告は可能であるとの事業者が４カ所あったが 2事業者は困難であ

るとの回答であった。 

今回の調査、アンケートで補装具フォローアップの機会が定期的に与えられることは利用者にとっ

ては有用であることが判った。事業者も行政が要になって行う補装具フォローアップに対して協力的

な意向が多かった。事業者だけで動くのではなく、行政との関わりをもちながらフォローアップをし

たいとの意見が多かったことは、マンパワー不足の自治体では課題になるであろう。数千円の経費を

どのように支出するかも補装具フォローアップシステムを全国に普及させる上で検討すべき課題と考

える。 

 

Ａ．研究目的 

令和 2～3年度の研究で更生相談所、市町村など個

人情報を管理する公的機関が要となって補装具製作

事業者（以下事業者）、地域の社会資源と連携して

タイムリーな補装具フォローアップを遂行すること

が重要であることを報告してきた。 

令和4年度の本研究では宮城県が平成29年度途中

から行っている補装具フォローアップ事業の効果を

検証する目的でフォローアップを受けた当事者に再

度往復はがき方式による調査、県内の事業者にアン

ケート調査を行い、今後の補装具フォローアップシ

ステムのモデルにつなげる。 
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Ｂ．研究方法 

１. 当事者への調査 

宮城県の補装具フォローアップ事業で事業者が個

別対応で解決した者、修理等公費支給で対応が必要

であった者から直近の20名に対して現在の補装具使

用状況、満足度、希望する頻度等の調査を行った（図

１）。1回目のフォローアップと同様に往復はがきで

回答を得た。これは 2 回目のフォローアップという

位置付けにもなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 事業者へのアンケート 

本事業に関係した県内の事業者10社へのアンケー

ト調査（別添参考資料）を行い、フォローアップに

対する具体的な体制、時期、補装具フォローアップ

に協力する場合の経費等の要望などを分析した。 

 

（倫理面への配慮） 

アンケート結果等の公表においては当事者の個人

名、事業者名が分からないように配慮している。本

調査、研究は倫理面に問題がないと判断する。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．当事者への調査結果 

往復はがきの送付数20名に対して回答数15名（回

収率 75％）であった。 

1回目のフォローアップで何らかの対応をしたに

もかかわらず、「問題なく使っている」が 5名に過ぎ

ず、「我慢して使っている」が 10名と 3分の 2で不

具合が残存していた。さすがに「使っていない」と

の回答は 0名であった。 

修正された義肢・装具にまだ「気になるところが

ある」との回答が 10名あり、マジックバンドの剥が

れ、痛みの発生や異音等であった。 

再度、直接に会って相談を希望するとの回答は 6

名で 9名は希望がなかった。 

往復はがきでフォローアップを受ける機会が与え

られることに対して「有用である」との回答が 11

名（73％）あった。 

フォローアップの頻度については、「もっと定期的

にあるとよい」との回答が 8名（53％）あった。自

由意見では「定期的に補装具の点検修理をしていた

だくと助かります」、「はがきが来ると相談しやす

い」との意見があった。 

２．事業者へのアンケート結果 

10社中 7社からの回答（回答率 70％）があった。 

１） 事業者の補装具フォローアップ体制について 

1事業者が気になる事例を選択して行っていると

の回答に対して 6事業者（86％）は会社の体制とし

ては行っていないという回答であった。1事業者の

具体的な方法としては「仮合わせ時変更・調整があ

る場合、以前と判定内容等が異なる方などを対象に

様子をうかがう電話連絡をいれている」とのことで

あった。 

 時期については、「装着後それぞれの装具に合わ

せて数か月から 1年程度の間に装着時の様子などを

うかがう。併せて耐用年数が近づいた方への個別連

絡」という対応がなされていた。 

２） 補装具フォローアップ事業の対応について 

「利用者が困っているという情報なので、なるべ

く早く対応したい」が 3事業者、「直ぐには対応でき

ないが何とか対応したい」が 4事業者で更生相談所

１．はがきの相談で手直しもしくは作製しなおした補

装具を使っていますか？ 

  □問題なく使っている 

  □我慢して使っている □使っていない          

２．気になるところがありますか？                                   

□ない □ある（□痛い □合わない）                         

具体的に→ 

３．再度、直接お会いしての相談を希望されますか？  

□希望しない □希望する  

４．補装具に不具合があった時、今回のような相談を

したことについてどう思いますか？ □有用であ

る □有用でなかった □もっと定期的にあると

よい □一回で十分である（複数回答可） 

５．ご意見等ありましたら以下にご記載下さい。 

 

図１．往復はがき調査の内容 
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からの情報提供、指示があったら全ての事業者が対

応する意向があることがうかがえた。 

 そのうち 4事業者で「判定機関（県リハ）の職員

の同席をお願いしたい」、1事業者で「市町村への申

請を経由していただいてから対応したい」という回

答であった。事業者だけで動くのではなく、行政と

の関りをもちながらフォローアップをしたいとの意

向であった。 

３） フォローアップに係る費用について 

 「自分たちが製作した補装具のフォローアップは

アフターケアの一環として行うので対価は不要であ

る」と回答した事業者はなかった。3事業者で「フ

ォローアップの結果、修理、再支給に繋がったケー

スであれば対価は不要であるが、そうでないケース

でも対価が支払われることを希望する」、2事業者

が「フォローアップの結果にかかわらず、「フォロ

ーアップ加算（仮称）」のように一律に補装具費の

中で支払われることを希望する」との回答で、補装

具のフォローアップという行為に対して何らかの経

費の必要性を求める声が多かった。 

 自由意見では「フォローアップに伴う利用者との

トラブルや業務が増えることにより社員の残業増加

を考えると加算があったとしても対応は非常に難し

い」との声があった。 

 具体的に希望する対価は、3,000～5,000円が 5事

業者で、12,000円という事業者もあった。交通費に

ついては、車移動なので、燃料費、高速代、人件費

がかかる。会社規定により既に出張費を利用者から

徴収している。それとは別に交通費が必要との意見

があった。 

４）フォローアップの報告様式 

 定められた様式（文書、画像など）での報告は可

能であるとの事業者が４カ所、困難であるとの回答

が 2カ所であった。写真なら可能だが動画は不可能

という事業者もあった。 

 

Ｄ．考察 

 補装具の不具合に気付くのは、使用者本人、中間

ユーザーの地域の支援者、事業者等であるが、その

対応は後手になりやすく、修理や再支給に結びつか

ず不具合のまま使用を続けている事例がある。令和

2～3年度の研究では更生相談所、市町村など個人情

報を管理する公的機関が要となって事業者、リハ専

門職など地域の社会資源と連携してタイムリーな補

装具フォローアップを遂行することが重要であるこ

とを報告してきた。 

 今回の調査、アンケートで、フォローアップの機

会を事業者側から与えることには通常業務の中では

限界もあり、中立的な立場で更生相談所、市町村な

ど個人情報を管理する公的機関が要となってチーム

としてフォローアップをすることが重要であること

を再認識した。事業者も指示されて自分達だけで動

くのではなく、場合によっては更生相談所の職員も

同席して、行政側と一緒になって対応して欲しいと

いう声があったことは、大いに理解できるがマンパ

ワー不足が恒常的な更生相談所には難しい課題であ

る。 

 フォローアップにかかる経費の面では数千円であ

っても事業者はその対価を望んでいる。交通費に関

しては画像情報やオンラインシステムでの情報収集

などを駆使して経費を節減するなどの工夫も望まれ

る。 

令和５年度は実際に対応を行った事例の詳細を分

析する予定である。どんな内容のフォローがどうい

うタイミングで必要だったか、どういう点で利用者

に補装具フォローアップが役に立ったかを検討する。

また、更生相談所が補装具フォローアップのきっか

け作りをすることが、他の自治体でも可能かどうか、

数カ所の更生相談所の状況、地域特性等を調査し、

補装具フォローアップ事業が全国的にも展開できる

モデルになるかを検討する。 

 

Ｅ．結論 

今回の調査、アンケートで補装具フォローアップ

の機会が定期的に与えられることは利用者にとって

は有用であることが判った。事業者も行政が要にな

って行う補装具フォローアップに対して協力的な意

向が多かった。事業者だけで動くのではなく、行政

との関りをもちながらフォローアップをしたいとの

意見が多かったことは、マンパワー不足の自治体で
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は課題になるであろう。数千円の経費をどのように

支出するかも補装具フォローアップシステムが全国

に普及する上で検討すべき課題と考える。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 高岡徹,樫本修,西嶋一智,横井剛：身体障害者更

生相談所における補装具フォローアップの現状

に関する全国調査, The Japan Journal of 

Rehabilitation Medicine. Vol.57. Supplement

号,S1382,2021. 

 

2.  学会発表 

 樫本修 他，更生相談所における現状調査．第

１回補装具の効果的なフォローアップに関する

シンポジウム．東京，2021-2-27. 

 高岡徹,樫本修,西嶋一智,横井剛：身体障害者更

生相談所における補装具フォローアップの現状

に関する全国調査,第58回日本リハビリテーショ

ン医学会学術集会，京都，2021-6-11. 

 樫本修 他，総括シンポジウム 効果的なフォ

ローアップとは．第２回補装具の効果的なフォ

ローアップに関するシンポジウム．東京，

2022-2-26. 

 樫本修 他，宮城県の補装具フォローアップ事

業の検証．第３回補装具の効果的なフォローア

ップに関するシンポジウム．東京，2023-2-18. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

無 
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資料 

 

 

宮城県補装具フォローアップ事業に関するアンケート 

 

本アンケートにおけるフォローアップとは，使用者からの問い合わせに対して適宜対応して

いるものではなく，事業者様の方からのアプローチで使用状況の確認，メンテナンス等を行う

ことを意味します。また，作製後 9か月以内，修理後 3か月以内の不具合に対する無償での対

応もフォローアップには含まれないとしてご回答ください。 

 

事業者名（                     ） 

 

＜貴社におけるフォローアップ体制について＞ 

問１ 貴社では当センターの補装具フォローアップ事業とは関係なく，定期的に補装具利用者

へのフォローアップを行っていますか？  

 

 ・行っていない ⇒ 問３にお進みください 

 ・行っている  ⇒ ・作製した対象者のほぼ全例に行っている 

           ・気になった事例など対象を選んで行っている 

           ・その他 

 

 

 

 

 

 

問２ 問１で「行っている」とお答えした方にお尋ねします。それはどんな方法でどんな時期

に行っていますか？（重複回答可） 

        

 ア 電話などで確認              ① 納品後数ヶ月 

 イ 直接出向いて確認             ② 納品後 1年程度 

 ウ 会社に来てもらう             ③ 耐用年数が近づいたとき 

 エ その他                  ④ その他 

 

 

 

 

 

 

具体的に： 

具体的に： 
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＜当センターの補装具フォローアップ事業について＞ 

問３ 現在，当センター担当者から利用者へのアプローチを打診されたときの対応についての

お考えをお尋ねします。経験がない事業者の場合は，打診されたらと仮定して，どう考

えるかをお答えください（重複回答可）。 

   

  ア 利用者が困っているという情報なので，なるべく早く対応したい 

  イ 直ぐには対応できないが何とか対応したい 

ウ 通常業務の合間での対応となるため対応困難である 

  エ 市町村への申請を経由していただいてから対応したい 

  オ 判定機関（県リハ）の職員の同席をお願いしたい 

カ その他：具体的に対応可能な方法，望むこと 

 

 

 

 

 

 

＜フォローアップに係る費用について＞ 

問４ 補装具のフォローアップの行為は通常の補装具費支給のルートにはないことから，事業

者としても費用面が課題かと思われます。フォローアップの行為に対する対価（公費か

らの費用支給）についてお尋ねします。貴社のお考えに近いものを一つ選んでください。 

 

ア 自分たちが製作した補装具のフォローアップはアフターケアの一環として行うので対価

は不要である。 

イ フォローアップの結果，修理，再支給に繋がったケースであれば対価は不要であるが，

そうでないケースでも対価が支払われることを希望する。 

ウ フォローアップの結果にかかわらず，「フォローアップ加算（仮称）」のように一律に

補装具費の中で支払われることを希望する。 

 エ その他 自由意見 
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問５ 補装具のフォローアップが事業者によって行われた結果報告（提出を条件に事例毎に対

価が支払われることが想定されます）の提出を，定められた様式（文書，画像など）で

求められた場合，対応は可能でしょうか。 

 

 ア 対応可能である。 

 イ 対応は難しい。 

 ウ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 対価について具体的なご要望をお尋ねします。 

 

ア 事例毎に「フォローアップ加算（仮称）」のように一律の価格を想定した場合，価格は

どの程度が適当でしょうか。 

 

具体的な価格（      ）円程度 例：1件につき 5,000円程度 

 

イ 交通費はどのようにお考えでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートは以上です。ご協力どうもありがとうございました。 

 

報告についての自由意見： 

交通費についての自由意見： 
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資料 4：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

回復期リハビリテーション病棟における生活期下肢装具のフォローアップ 

 

研究分担者 菊地尚久 千葉県千葉リハビリテーションセンター センター長 

 

研究要旨 

 回復期リハビリテーション病院に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退院後に装

具に関するフォローアップが切れていることが問題と考え、回復期リハビリテーション病院に

入院して在宅生活へ移行した脳卒中患者を対象として、下肢装具の処方件数、処方内容および

作製後フォローアップについての現状調査を行った。全施設で装具に関するフォローアップを

行っていたが、全例のフォローアップを行えている施設はなく、退院後定期的に外来受診を行

っている患者に限る施設が多かった。退院後の患者に対するフォローアップ体制の整備、回復

期リハビリテーション病棟専従医師が外来診療を退院後のリハビリテーション科外来でのフォ

ローが行なえるなどの改善が望まれる。また 2本目以降に更生用装具作製を行っている施設は

1施設のみであり、直接判定のみではなく、補装具交付意見書での作製対応など行政の対応と

しての工夫が望まれる。 

 

Ａ．研究目的 

障害者にとって義肢装具などの補装具は日々の生

活を送るうえで欠かせない用具である。したがって、

障害者総合支援法で支給された補装具が適切に、か

つ継続的に使用されることは、利用者の利便性向上

に直結する。さらには、公費の効率的な運用にもつ

ながるため重要である。 

脳卒中後の下肢装具は、支給件数が非常に多く、

もっともよく処方される補装具であるが、退院後に

装具に関するフォローアップが適切に行われず、不

適切な装具や破損した装具を使用し続けている状況

が生じている。 

本研究は補装具のフォローアップに関する有効性

のある方策を構築することを目的とする。1年目は

数か所の自治体・身体障害者更生相談所（以下、更

生相談所）等において具体的なフォローアップ方策

の調査及び試行を実施した。その他補装具利用者等

に対する啓発活動、支援も継続した。 

本分担研究では、回復期リハビリテーション病院

に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退

院後に装具に関するフォローアップが切れているこ

とが問題であると考え、回復期リハビリテーション 

 

病院に入院して在宅生活へ移行した脳卒中患者を対

象として、下肢装具の処方件数、処方内容および作

製後フォローアップについての現状調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

回復期リハビリテーション病棟を有する病院で装

具に関するフォローアップを行っているかについて

調査を行った。千葉県回復期リハビリテーション連

携の会の会員施設（62病院）に依頼し、回復期リハ

ビリテーション病棟に入院して在宅生活へ移行した

脳卒中患者を対象とした。このうち千葉県内の回復

期リハビリテーション病棟を持つ病院で、リハビリ

テーション科外来を持ち、さらに装具外来のある病

院の外来担当医師に対して、アンケート調査の依頼

を行った。リハビリテーション科外来がある 18病院

のうち、アンケート調査の回答を得られたのは 7病

院で、回収率は 38.9％であった。 

調査内容は入院中の 1か月あたりの下肢装具の処

方件数、処方内容および作製後フォローアップの有

無についてである。また生活期の装具外来の有無、

痙縮治療外来の有無についても調査した。 

また継続フォローをできている患者については、2
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本目以降更生用装具を作製しているか、その処方内

容についての調査も行った。更生用装具を作製して

いない場合にはその理由の記載を依頼した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者に対する人権擁護上の配慮としては、

患者個人に特定した調査は行なわず。アンケート調

査対象の医療従事者に対する調査のみとしているた

め、倫理面の問題がないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

入院中の下肢装具処方件数については、病床数の

差もあり、病院によるばらつきがあった。A病院で

は 32件、B病院では 18件、C病院では 24件、D病

院では 12件、E病院では 8件、F病院では 6件、G

では 10件であった。 

処方内容については長下肢装具と短下肢装具を両

方とも作製していた施設が 4施設、短下肢装具のみ

を作製していた施設が 3施設であった。短下肢装具

に関しては金属支柱付短下肢装具とプラスチック製

短下肢装具の両方を作製していた施設が 5施設、プ

ラスチック製短下肢装具のみを作製していた施設が

2施設であった。今回調査した施設においては全施

設で装具に関するフォローアップを行っていたが、

全例のフォローアップを行えている施設はなく、A

病院、C病院、G病院では退院後定期的に外来受診を

行っている患者に限る、B病院、E病院では装具に対

して問題が生じて受診した患者に限る、D病院、F

病院では退院後受診可能な範囲に居住している患者

には定期的に装具も含めたフォローアップをしてい

るという回答であった。 

生活期における装具外来は全施設において開設さ

れていた。その対象は退院患者主体が 5施設、退院

患者に限らないが 2施設であった。その頻度は週 1

回が 5施設、週 2回が 1施設、補装具製作が自施設

で可能であるので随時が 1施設であった。痙縮治療

外来は 4施設において開設されており、その対象は

4施設とも退院患者に限らないであった。 

装具に関する継続フォローをできている患者に対

して 2本目以降更生用装具を作製しているかについ

ては、1施設のみが作製しているとの回答で、残り 6

施設では作製していないとの回答であった。その理

由としては更生用装具に関して千葉県が直接判定に

よる作製しか認めておらず、決められた日程に判定

機関へ行かなければならないこと、手続きが煩雑で

患者が希望しないことなどであった。処方内容は同

一の装具の作製件数がもっとも多く、患者の状況に

より装具の変更を行っているが続いた。 

 

Ｄ．考察 

回復期リハビリテーション病棟退院後の装具に関

するフォローアップについては、今回の調査対象の

施設では全施設で行われていたが、全例のフォロー

アップを行っている施設はなく、外来での継続フォ

ローが可能である患者に限る施設が多かった。そも

そも回復期リハビリテーション病棟を持つ病院のう

ち、リハビリテーション科外来を有していない病院

も多く、その理由は経営効率が悪いこと、体制強化

加算を算定している病院では回復期リハビリテーシ

ョン病棟専従医師が外来診療を行なうことができな

いことなどである。これらの病院では退院時にかか

りつけ病院に紹介し、その後のフォローアップを全

く行えていないと思われる。診療報酬として、装具

のフォローアップを含めた生活期リハビリテーショ

ン科外来に関する指導料の項目を付けること、体制

強化加算を算定している病院での回復期リハビリテ

ーション病棟専従医師が外来診療を行えることなど

への変更が望まれる。 

また更生用装具に関しては、本県を含め多くの都

道府県で直接判定による装具作製しか認められてい

ないことも問題である。直接判定では家族が付き添

いをして、決められた日程にそこに出向く必要があ

る。したがって補装具交付意見書による判定業務を

主な補装具で認めていただけるようなことを多くの

都道府県および政令指定都市の更生相談所で施行で

きることを期待したい。 

 

Ｅ．結論 

回復期リハビリテーション病棟を有する病院で装

具に関するフォローアップについてリハビリテーシ
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ョン科外来で装具作製を行っている施設を対象に調

査を行った。全施設で装具に関するフォローアップ

を行っていたが、全例のフォローアップを行えてい

る施設はなく、外来での継続フォローが可能である

患者に限る施設が多かった。診療報酬上の扱いで退

院後のリハビリテーション科外来でのフォローがや

りにくい環境があり、改善が望まれる。また更生用

装具についても補装具交付意見書での作製対応など

の工夫が望まれる。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 中山 一，浅野由美，近藤美智子，赤荻英理，

先崎 章，菊地尚久：外傷性脳損傷回復期の精

神症状に対する薬物療法．臨床リハ，32：85-90，

2022． 

 菊地尚久：モチベーション＆アドヒアランスの

向上 脊髄損傷患者．The Japanese Journal of 

Rehabilitation Medicine，59，265-270，2022． 

 菊地尚久：身体障害児者施設・機関のサービス

とその課題 障害者支援施設（自立訓練）．総合

リハ，50（7），813-820，2022． 

 菊地尚久：脊髄損傷に生じる慢性疼痛．臨床リ

ハ，31（8），898-901，2022． 

 菊地尚久：神経障害性疼痛．総合リハ，50（9），

1063-1067，2022． 

 

2.  学会発表 

 菊地尚久，浅野由美，中山 一，赤荻英理，近

藤美智子：自立訓練施設における社会的生活自

立度 評価（Social Independent Measure）の

試行，第59回日本リハビリテーション医学会学

術集会，横浜． 

 菊地尚久：公立リハビリテーションセンターか

らみた生活期のリハビリテーション医療，第59

回日本リハビリテーション医学会学術集会，横

浜． 

 菊地尚久：脳卒中痙縮の長期予後を考えるボツ

リヌス治療と治療アルゴリズム．第9回日本ボツ

リヌス治療学会学術大会，東京． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

 無 
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資料 5：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

障害当事者による有効利用の促進 

 

研究分担者 中村 隆  国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

       義肢装具技術研究部 義肢装具士長 

 

研究要旨 

 切断者は他の障害者に比べて自立度が高く、適切な義肢を装着すれば非切断者と同じレベル

の社会参加が可能であるとみられがちである。しかし、リハビリテーション治療で身に着けた

能力を維持するためには適切なフォローアップが必要であり、切断者の孤立を防ぐ必要がある。

そのためには医療職者と切断者のつながりだけでなく、切断者同士のつながりを作ることによ

って、有効活用の動機づけをすることが重要である。 

本研究では、義手に関する情報共有の場を構築することにより、当事者による義手の有効

利用の促進ができるものと考え、義手に関するオンラインミーティングを 3回開催した。参加

者の傾向を分析したところ、回を重ねるごとに、医療職者の参加者が増え、医療職者の義手に

対する情報ニーズの高さが示された。義手ユーザーの情報入手経路は医療職者経由とインター

ネット経由があり、医療職者へ適切な情報を提供することにより、それが義手ユーザーと共有

され、義手の有効活用が促進されることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

 切断者は他の障害者に比べて自立度が高く、適切

な義肢を装着すれば非切断者と同じレベルの社会参

加が可能であるとみられがちである。しかしリハビ

リテーション治療で義足歩行や義手操作方法を習得

しても、実際の生活で使い続けなければ、せっかく

身に着けた能力の維持は難しい。切断者の少ないわ

が国には適切なフォローアップの仕組みはなく、切

断者は社会の中で孤立しがちである。そのためには

医療職と切断者のつながりだけでなく、切断者同士

のつながりを作ることによって、継続的な使用に対

するモチベーションを維持することも重要である。 

本研究では、わが国では数少ない上肢切断者に焦

点を当て、義手に対する理解を深め、新しい情報を

共有する場を構築することにより、当事者による義

手の有効利用の促進ができるものと考えた。そこで、

義手に関するオンラインミーティングを毎年開催し、

情報提供を行った。今回、当事者との情報共有の在

り方を把握するため、過去 3回のミーティング参加

者の傾向を分析した。 

Ｂ．研究方法 

1. 義手ミーティング参加者の傾向の分析 

過去 3回の義手ミーティングの参加者の職種を単純

集計により比較した。 

2. 第 3回義手ミーティング参加者のアンケート 

第 3 回義手ミーティングの参加者に対し、感想を聞

き、所属属性により解析を行った。 

（倫理面への配慮） 

参加者に対してはあらかじめアンケート協力の同意

を得た。アンケートの回答項目には個人を特定可能

な情報は記載しないよう配慮した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 義手ミーティング参加者の傾向 

過去 3回の義手ミーティングのプログラムを以下に

示す。 

⚫ 第 1回 義手オンラインミーティング 

 テーマ「海外の義手を知ろう」 

 開催日 2020年 9月 26日（土） 

 参加者 135名 
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 プログラム 

① オーストリア・ドイツ〜オットーボック訪問の旅

〜：2019年 11月にオットーボック社のオースト

リア・ドイツの本社・工場の視察報告 

② 海外イベント紹介：世界各地で開催される義手に

関する国際学会の紹介 

③ 両側上肢切断者の日常生活動作 YouTubeチャン

ネルの紹介：アメリカの両側上肢切断者のグルー

プが作成した Youtubeチャンネルの紹介 

⚫ 第２回義手オンラインミーティング 

 テーマ「もっと知ろう日本の義手」 

 開催日 2021年 3月 7日（日） 

 参加者 130名 

 プログラム 

①日本の義手開発  

 「日本の義手開発の変遷」 

 「電動義手 Finch をはじめとする 3D プリン

タを活用した義手」 

 「UEC eHand -AI による個性適応学習を行う軽

量低自由度義手-」 

 「Carpe Hand の紹介」 

②手先具いろいろ~フックやハンドだけじゃない~ 

 手先具って何？ 

 レクリエーション用手先具と小児義手用手先具 

実際に使用される手先具、日本で開発された小

児用手先具の紹介 

⚫ 第 3回義手オンラインミーティング 

 テーマ「ほんとうの義手」 

 開催日：2022年 2月 13日 

 参加者 171名 

 プログラム 

①「ユーザーに学ぶ」 

 特別講演「バイオリン用義手と私」 

 ユーザースピーチ 

５名のユーザーの方による仕事や生活での義手に

ついての講演。 

②「教科書に載っていない義手」 

ユーザーニーズのためにカスタマイズされた義手の

紹介～作業療法士、義肢装具士、製作技術者からの

発表 

参加者の所属を図 1に示す。 

 

目的とする義手ユーザーの参加は増えているもの

の、それ以上に回を重ねるごとに医療職者の参加者

割合が大きくなった。このことから医療職者の義手

に対する情報ニーズの高さが示された。なお、第 3

回の医療職者の内訳は、義肢装具士 56名（33%）、作

業療法士 47名（27%）、医師 14 名（8%）、その

他医療職 6名（4%）であった。 

 

2. 第 3回義手ミーティング参加者の感想 

 第 3回義手ミーティング参加者に義手ミーティン

グの感想をアンケート調査し、93名より回答を得た。 

Q: お住まいの都道府県はどちらですか。 

 

図 2 都道府県 
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 半数の参加者が関東圏であったが、全国から参加

者があり、オンラインミーティングの意義があった。 

 

Q: このミーティングに参加されるまで、どのくらい

義手をご存知でしたか？義手との接点について最も

近いものを選んでください。 

 

 

図３ 義手との接点 

机上の知識だけではなく、義手ユーザーが身近に

いる参加者が多い。 

 

Q: 義手ユーザーとの交流はありますか？ 

 

図４ 義手ユーザーとの交流 

 75％が義手ユーザーとの交流があると回答し、参

加者への情報提供がユーザーに伝達できる環境にあ

るといえる。 

 

Q: このミーティング以外に義手に関する情報はどの

ようにして入手しますか？（複数回答可） 

図５ 義手に関する情報入手経路 

 

 義手の情報は義肢装具士からが最も多く、学会等

の集まりも情報入手経路として多かった。また、メ

ーカーホームページや Youtube等のインターネット

経由の情報入手経路も無視できない存在である。 

図５の結果を医療職者と義手ユーザーに分けてみる

と別の傾向が見られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 医療職と義手ユーザーの情報入手経路 

  

両者とも情報入手経路は義肢装具士からが一番多

いく、医療職者全体ではどちらも50％程度であった。

一方、次の経路は医療職では「学会等の専門職の集

まり」であるのに対し、ユーザーは Youtubeであっ

た。 
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Ｄ．考察 

わが国では処方される義手の80％が装飾義手と言

われ、能動義手や筋電義手の使用者は少ないと推測

される。これはひとえに上肢切断者が少ないことに

起因するが、その結果、医療職者が上肢切断者と接

する機会が少なく、義手の製作と訓練への関心がう

すれ、義手の有効利用がされない悪循環を生む事態

になっていると推測する。作業療法室での義手訓練

は日常生活動作の基本操作のみで、生活の中での義

手の使いこなしはユーザーから教わることも多い。

したがって、医療職と義手ユーザーと同じ情報を共

有するプラットホームを構築することが重要である。 

義手オンラインミーティングは当初、ユーザーへ

の直接的な情報提供とユーザー同士の情報共有を目

的とした。3回の開催では、ユーザーは増えつつあ

るものの、全体としては 10％弱であり、上肢切断者

の少ないわが国では、直接ユーザーへ情報伝達をす

ることが容易でないことが示唆された。一方、医療

職者は回を重ねるごとに増えてきている。ユーザー

の情報取得の第一経路が医療職者であることを考え

ると、医療職者に義手の有効活用の情報を伝えるこ

とは、間接的ではあるが、本来の目的を達成する可

能性があると考える。 

 

Ｅ．結論 

過去 3回の義手オンラインミーティングの参加者

についてその傾向を分析した。医療職者の義手に対

する情報ニーズの高さが示され、医療職者へ適切な

情報を提供することにより、それが義手ユーザーと

共有され、義手の有効活用が促進されることが期待

される。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

無 

2. 学会発表 

無 

 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3. その他 

 無 

 

 

 

 第 4 回義手オンラインミーティングご案内  

 

 日時：2023 年 3 月 5 日（日）  

       14:00〜17:00（予定）  

 形式  Web および対面会議  

 参加費：無料  

 

 テーマ「義手を知る：過去〜未来へ」  

  Part 1 義手に関するレクチャー  

  Part 2  ユーザースピーチ  

 

参加申し込みはこちらへ  

https://forms.gle/SDn6eCF2H9ZEoZBy8  
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資料 6：令和 4年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

補装具利用者支援のための資料作成 

 

研究分担者 芳賀信彦 国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局長 

研究協力者 藤原清香 東京大学医学部附属病院リハビリテーション部 准教授 

 

研究要旨  

補装具利用者支援のための資料作成の第一歩として、資料に医療安全の考え方を取り入れる

ことができるか、取り入れるとしたらどのような形が適切か、を検討する目的で、「患者参加

型医療」に関する資料を検討した。関係する成書の他、和語、英語の文献を検索し、計 12の

資料を参考に、「患者参加型医療の歴史と現状」と「ユーザ支援のための資料への応用」につ

いて記述した。患者が医療に参加することの適否や効果についてはまだ一定の見解がない状況

であるが、「患者参加型医療」の考え方を取り入れ、ある程度統一性をもった内容を含めた資

料を作成し、可能であれば複数のルートで適切にユーザに行き渡らせることが、補装具の適切

なフォローアップ体制構築につながると考えた。 

 

Ａ．研究目的 

われわれは令和 2年度から 3年度までの「補装具

費支給制度等における適切なフォローアップ等のた

めの研究」の中で、補装具製作事業者によるフォロ

ーアップの現状調査を行い、義肢装具等のフォロー

アップ体制が製作事業者により異なり、約 4分の 1

の製作事業者ではフォローアップが行われていない

こと、積極的に義肢装具等の状態を補装具の利用者

（以下ユーザ）に問いかけている製作事業者が少な

いこと、ユーザから不具合の連絡があった場合の対

応が一定でないこと、一方でほとんどの製作事業者

がフォローアップの必要性を認識していること、を

明らかにした。またフォローアップを行っている製

作事業者でも、その頻度は義肢が 6(0～60)ヶ月（中

央値、（）内は範囲、以下同様）、装具：6(0～24)

ヶ月、車椅子：8(0～36)ヶ月であり、フォローアッ

プの間に何らかの不具合・不適合が生じる可能性は

一定程度存在することが分かった。従って、どのよ

うなフォローアップ体制を取るにしろ、ユーザ側が

補装具の不具合や不適合に気付くことが、適切な対

応につながる可能性を高めることになる。 

過去にわれわれが行った文献等の調査からは、主

に脳卒中片麻痺の下肢装具を対象として、不適合の

セルフチェックを目的としたリーフレット等を配布

する試みが行われていることが明らかになっている。

しかしユーザの病態や補装具の内容はいずれも多様

であり、このようなユーザ支援のための資料を画一

的な内容にすることは難しい。従ってある程度統一

性をもった内容を含めて、適切にユーザに行き渡ら

せることが、適切なフォローアップ体制構築のため

に必要である。この統一性をもった内容として、わ

れわれは補装具の不適合・不具合を医療あるいは福

祉の安全の問題と捉え、医療安全の考え方を取り入

れることを考えた。近年医療安全において、患者自

身が意思決定や検査、治療に参加することの意義が

報告されてきている。そこで本研究では、補装具ユ

ーザ支援のための資料作成の第一歩として、資料に

医療安全の考え方を取り入れることができるか、取

り入れるとしたらどのような形が適切か、を検討す

る目的で、特に「患者参加型医療」に関する資料を

検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

医療安全に関する成書や文献を参考に、患者参加

型医療の歴史と現状を把握し、患者参加型医療を補

装具ユーザ支援の資料に取り入れることができるか、
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取り入れるとしたらどのような形が適切か、を検討

した。 

文献に関しては、医学系学術誌のデータベース（医

中誌 WEBおよび PubMed）を用い、以下の検索語で検

索した。 

和語：医療安全×患者参加 

   追加絞り込み：義肢 or装具 

英語：”clinical safety” × “patient 

participation” or “patient involvement” 

   追加絞り込み：prosthesis or orthosis 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、既存の資料や文献の記述に基づく検討

であり、患者や利用者の個人情報は取得していない

ため、倫理面への特段の配慮は不要である。 

 

Ｃ．研究結果 

 検討に使用した成書のリストを以下に示す。 

1) 中島和江、児玉安司（編）: 医療安全ことはじ

め. 医学書院, 2010 

2) 岩堀禎廣（編著）: 患者参加型医療－本当のパ

ートナーシップの実現を目指して－. 薬事日報

社, 2019 

3) 東京海上日動メディカルサービス株式会社メデ

ィカルリスクマネジメント室: 医療安全実践ガ

イド（第２版）. 日本看護協会出版会, 2021 

 

医中誌 WEBによる文献検索では、「医療安全×患

者参加」で 185論文が抽出された。これにさらに「義

肢」または「装具」で絞り込みを行うと、いずれも

抽出された論文は 0であった。PubMed による文献検

索では、「”clinical safety” × “patient 

participation”」で 19論文、「”clinical safety” 

× “patient involvement”」で 14論文が抽出され

た（英語以外の言語の論文を除く）。このうち 12

論文は両検索で重複しており、これを除くと併せて

21 論文が抽出された。いずれの検索式でも、さらに

「prosthesis」または「orthosis」で絞り込みを行

うと、抽出された論文は 0であった。21論文のうち

13 論文の筆頭著者は、Clinical Safety Research 

Unit, Imperial College Londonの Rachel E Davis

であった。 

検索された文献の抄録の内容を検討した結果、以

下の論文が本研究に役立つと考えて用いた。 

4) 山口育子: 患者さんと医療スタッフの双方が満

足する医療のために-医療における患者参加の重

要性. 診断と治療, 107, 703-708, 2019 

5) 長谷川剛: 医療の質向上・安全推進における活

動の実際と課題-医療の質を高める取り組み事例 

報告書未読問題と患者参加. 診断と治療, 107, 

645-650, 2019 

6) 池尻朋、上間あおい、中島和江、他: 医療安全

への患者参加支援プログラム阪大病院「いろは

うた」の開発と導入. 日本医療マネジメント学

会雑誌, 14, 113-120, 2013 

7) 瀬戸加奈子、和田ちひろ、山野辺裕二、他: 医

療事故の発見者としての患者の役割についての

研究. 日本医療マネジメント学会雑誌, 7, 

483-488, 2007 

8) Noseworthy PA, Branda ME, Kunneman M, et al.: 

Effect of Shared Decision-Making for Stroke 

Prevention on Treatment Adherence and Safety 

Outcomes in Patients With Atrial 

Fibrillation: A Randomized Clinical Trial. J 

Am Heart Assoc. 2022 Jan 18;11(2):e023048 

9) Mira JJ, Guilabert M, Pérez-Jover V, et al.: 

Barriers for an effective communication 

around clinical decision making: an analysis 

of the gaps between doctors' and patients' 

point of view. Health Expect. 2014 Dec; 17(6): 

826-839 

10) Davis RE, Sevdalis N, Neale G, et al: Hospital 

patients' reports of medical errors and 

undesirable events in their health care. J 

Eval Clin Pract. 2013 Oct;19(5):875-881 

11) Davis RE, Sevdalis N, Pinto A, et al: 

Patients' attitudes towards patient 

involvement in safety interventions: results 

of two exploratory studies. Health Expect. 

2013 Dec;16(4):e164-176 
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12) Davis RE, Jacklin R, Sevdalis N, et al.: 

Patient involvement in patient safety: what 

factors influence patient participation and 

engagement? Health Expect. 2007 Sep; 10(3): 

259-267 

 これらの資料を用いて、以下のように「患者参加

型医療の歴史と現状」と「ユーザ支援のための資料

への応用」について記述する。 

 

【患者参加型医療の歴史と現状】 

1999年、米国 Institute of Medicine は ”To Err 

is Human – Building a Safer Health System（人は

誰でも間違える－より安全な医療システムを目指し

て）” において、「多くの病院、診療所、その他の

医療現場でほとんど活用されていないままになって

いる重要な資源は患者である」として、医療安全に

患者の力を反映させる可能性を指摘した。また 2000

年に米国 Agency for Healthcare Research and 

Quality が発表した”20 Tips to Help Prevent 

Medical Errors（医療事故を防ぐための 20のヒン

ト）”の 1番目には「医療事故を防ぐために、あな

た自身が医療チームの 1人として積極的に参加する

ことが大切です。」と記載されている。2002年には

Joint Commission on Accreditation of Healthcare 

Organizationsが、Speak Upと銘打った患者参加プ

ログラム（表 1）を開始した[1]（前項に示す成書・

文献の番号、以下同様）。2018年に開催された第 3

回閣僚級世界患者安全サミットの東京宣言では、「安

全で質の高い医療の提供や医療サービスのあらゆる

面（政策の策定、組織レベル、意思決定、健康に関

する教育、自己のケア）において患者及び患者家族

が参加することの重要性を認識する」と述べられて

いる[3]。 

 瀬戸らは 3つの急性期病院における調査の結果、

患者によって発見、報告された非安全事象は医療者

が把握していなかったものが多く、医療安全を推進

する上で、患者は「発見者」、「報告者」の役割を

担うことが可能である、と報告している[7]。同様の

結果は海外からも報告されている[10]。患者参加の

中で患者側に求められる役割としては他に、「患者

が医療のリスクを正しく認識して、自ら安全な行動

を選択し、安全のために協力する」、「患者が医療

行為をモニターすることによって事故を防ぐ」の２

つの方法を挙げる考えや[3]、患者が自己管理の専門

家となること、自己観察の専門家となること、の両

者が必要との考え[2]、などが報告されている。 

 

表 1 Speak Up プログラム 

S: 疑問や心配は声に出しましょう 

P: 治療に関心を持ちましょう 

E: 病気、検査、治療について勉強しましょう 

A: 家族や友人に相談しましょう 

K: 服用している薬について知りましょう 

U: きちんとした医療機関を選びましょう 

P: 治療方針の決定に参加しましょう 

 

【ユーザ支援のための資料への応用】 

患者参加に対する医療側からの働きかけについて、

いくつかの報告がある。山口は、ささえあい医療人

権センターCOMLにて「新 医者にかかる 10箇条」（サ

ブタイトル：あなたが、“いのちの主人公・からだ

の責任者”）という小冊子を発行し、希望者へ郵送

している[4]。長谷川らは、放射線や病理の報告書未

読問題に関連して、患者の前向きな参加姿勢を促す

目的で、重要な検査を行った際には検査結果を自分

から聴くように促すカードを配布することを報告し

ている[5]。池尻らは、患者参加支援プログラム阪大

病院「いろはうた」を開発し、入院患者に配布し説

明している。説明の際には標準化した説明手順書を

用い、個別に相手の反応を確認しながら説明を行う、

としている[6]。 

補装具ユーザ支援のための資料の内容やその分量

については、今回調査した医療安全に関するものと

は異なるので今後検討が必要であるが、ユーザにと

って分かりやすい資料を複数のチャンネルで伝える

ことが望ましい[3]、患者教育の媒体としてビデオと

リーフレットが有効[11]、という報告があり、薬剤

に関しては、お薬手帳を活用し情報を記入する、と

いう試みも行われている[2]。 
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Ｄ．考察 

医療安全に患者が参加するという考え方は、この

20 年で急速に広まっており、研究も進んできた。医

療安全への患者参加に影響する因子は５つのカテゴ

リー、すなわち患者関連（例：患者の属性）、疾患

関連（例：疾患重症度）、医療職関連（例：医療職

の知識や信念）、医療現場関連（例：一次医療か二

次医療か）、課題関連（例：必要とされる患者安全

の behavior が医療者の能力を試すようなものか）に

分類される [12]。この中で患者関連、疾患関連に含

まれる要素である高齢者や重症患者では、患者参加

に積極的ではなく医師にお任せの傾向があると報告

されている[9]。また患者参加の効果について、例え

ば心房細動に対する抗凝固薬の選択に際して、

shared-decision makingを用いるか否かで、薬剤の

アドヒアランスや安全性（出血など）に差がないと

いう報告[8]もあり、患者が医療に参加することの適

否や効果については、まだ一定の見解がない状況で

ある。 

補装具の不適合・不具合を誰がどのように認知す

べきか、は規定されていない。患者・障害者側が認

知して報告するには、何をどのように認知するのか

が分からない、という問題があり、一方医療者（製

作事業者の義肢装具士を含む）が積極的に認知して

対応するには、誰がどのような頻度でどう対応する

べきかが明らかになっていない。しかしこのいずれ

が適切かということではなく、補装具の不適合・不

具合を医療あるいは福祉の安全の問題と捉えれば、

本研究の結果からもわれわれは「患者参加型医療」

の考え方を取り入れ、両者で対応することで早期発

見・早期対応が可能と考える。 

 補装具ユーザのための資料にどのような内容を含

め、それをどのような形でユーザに渡すか、につい

ては、今後の検討課題である。補装具の多様性を考

えると、ある程度統一性をもった内容を含めて、可

能であれば複数のルートで適切にユーザに行き渡ら

せることが、適切なフォローアップ体制の構築につ

ながると考える。 

 

 

Ｅ．結論 

補装具ユーザ支援のための資料作成の第一歩とし

て、資料に医療安全の考え方を取り入れることがで

きるか、取り入れるとしたらどのような形が適切か、

を検討する目的で、「患者参加型医療」に関する資

料を検討した。医療安全では患者参加が一定の効果

を挙げており、この考え方を補装具のフォローアッ

プに適用し、ユーザ支援のための資料作成を進める

のが適切と考えた。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

無 
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資料 7：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

更生相談所主体による補装具フォローアップ介入の効果判定と周辺調査 

 

研究代表者 高岡徹   横浜市総合リハビリテーションセンター センター長 

研究協力者 渡邉愼一  横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長 

研究協力者 加茂野絵美 横浜市総合リハビリテーションセンター 研究員 

 

研究要旨  

昨年度までの研究では身体障害者更生相談所（以下、更生相談所）主体による補装具フォロ

ーアップの実装や、仕組みづくりを実施してきた。本年度はその効果判定と、実装から得た知

見や課題の整理を目的に調査やスコーピングレビューを実施した。 

1. 更生相談所による介入効果：横浜市地域リハビリテーション協議会小委員会（以下小委員

会）による市内全域の回復期リハビリテーション病棟への下肢装具フォローアップツール

（以下ツール）の配布と、説明会開催を実施した。ツール活用を促すため、市内関連機関

への周知活動も併せて実施した。ツール配布後のアンケート調査では補装具のフォローア

ップを実施していなかった機関でツールの配布を開始するなど一定の成果が得られた。 

2. 研修会開催：医療職向けの研修会（北九州市・熊本市）を開催した。研修後のアンケート

結果より研修会に対する満足度は 100％高評価の回答であった。地域の支援者に対する教

育の実施主体として、更生相談所は適格性、および実現可能性を備えており、研修は継続

して実施すべきと考える。 

3. 補装具製作事業者に対する調査：全国の補装具製作事業者に対しフォローアップ実施に関

する課題や実施に必要な費用に関する調査を行った。フォローアップ実施が難しい要因と

して最も多かったのは人材不足であり、訪問での対応に必要とされる経費は 0円から 5,000

円が 8割を占めていた。 

4. スコーピングレビューによる動向調査：フォローアップに関する近年の知見と本研究事業

で蓄積された知見とのギャップを整理する目的で、スコーピングレビューを実施した。近

年における補装具フォローアップの文献数の上昇から関心の高まりが確認され、今後エビ

デンスの構築と利用者主体の対策が必要であることが示唆された。 

5. スマートフォン向けアプリケーションを活用した補装具管理および通知機能の使用感に関

する調査：補装具の利用者自身による管理を支援するアプリケーションの開発支援を実施

し、その使用感を調査した。義肢装具等の利用者を対象に 20名の回答を得た。登録のしや

すさ等に課題はあるものの、通知機能等に対して概ね良好な反応を得た。 

6. 適切なフォローアップに関する「【まとめ】課題と必要な取組等について」の作成：効果

的なフォロアーアップ体制とスムーズな更生用装具への移行に着眼し、具体的な方策を集

約、提言した。 

 

Ａ．研究目的 

補装具費支給制度において支給された補装具が支

給後「壊れたまま使用されている」または「壊れた

ために使用できない」といった、不適切な状況が生

じていることが課題となっている。令和 2・3年度の

「補装具費支給制度等における適切なフォローアッ

プ等のための研究」では、支給された補装具のフォ

ローアップ体制が散発的に実施されている状況が確

認され、支援者の教育が必要とされていることが明

らかとなった。令和 4年度の「補装具支給制度にお

けるフォローアップ体制の有効性検証のための研究」

では更生相談所主体の補装具フォローアップを実施

し、地域特性に応じた支援方法の検討を実施した。 

本研究では昨年度構築した身体障害者更生相談所

（以下、更生相談所）主体による地域レベルでの補

装具フォローアップ体制を実装し、その効果検証を
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実施した。また、昨年度までに蓄積された当研究事

業の知見から得た課題の整理を目的に、補装具事業

者に対する調査とスコーピングレビューを実施した。

さらに、利用者自身による補装具管理の促進を目的

にスマートフォンアプリ開発の支援と、開発された

アプリケーションの使用感調査を実施した。最終的

に、他の分担研究者の研究成果を含めて、本研究事

業で提案、実装したモデル案を集約し、「【まとめ】

課題と必要な取組等について」を作成した。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 更生相談所による介入と効果 

全国の更生相談所の役割として、地域リハビリテ

ーションの推進や連携があり、横浜市においては地

域リハビリテーション協議会（以下、リハ協議会）

が役割の一端を担っている。昨年度は、この既存の

システムを活用し、地域リハビリテーション協議会

小委員会を開催し、横浜地域に適した下肢装具フォ

ローアップシステムの検討を重ね、回復期リハビリ

テーション病院（回復期リハ病院）へ配布する「下

肢装具フォローアップツール（以下ツール）」を作

成した。  

本年度は、横浜市内の回復期リハ病院全施設に対

し、作成したツールの配布と、ツール活用のための

説明会、周知活動を実施した。 

介入①：ツール配布 （別添資料 i） 

配布方法：紙面の郵送および、横浜市地域リハビリ

テーション協議会ホームページ（URL：

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/fukush

i-kaigo/fukushi/annai/zaitaku/service/riha-kyo

gikai.html）への掲載。 

配布および掲載日：2023年 5月 

郵送先：横浜市内全回復期リハ病院 26か所 

配布部数：260枚（各施設 10枚） 

介入②：ツール周知活動 

2023年 5月～2月の期間に周知先を委員会構成員に

より決定、調整し、周知活動を随時行った。 

・ツール使用感アンケート調査 

対象：市内回復期リハ病院 26施設 

調査形式：Webアンケート 

質問内容： 

 設問 1：施設名 

 設問 2：配布された「下肢装具ツール」（紙面）

は手元に届いたかどうか 

 設問 3：ツールはユーザーへの情報提供に有用

だと思うか 

 設問 4：（設問 3で「あまり有用でない」、「全

く有用でない」と回答した回答者を対象に）有

用でないと思う理由 

 設問 5：ツールをすでに使用しているか？また

は今後使用する予定はあるか？ 

 設問 6：（設問 5で「使用する予定はない・ま

たは困難である（自施設のツールを既に使用し

ている場合を除く）」と回答した回答者を対象

に）使用していない理由 

 設問 7：その他意見・感想、であった。 

実施期間：2023年 12月 14日～2024年 2月 29日 

2. 更生相談所主催研修会の開催 

①医療関係者向け研修会の開催（北九州市） 

北九州市更生相談所主催で医療機関向けに以下の

日程で研修会を実施した。 

開催日時：2023年 10月 6日 19：00～20：45 

開催地：ウェルとばた 中ホール （北九州市戸畑

区汐井町 1－6） 

テーマ： 『おさえておきたい補装具費支給制度の

ポイント ―補装具を効果的に使いつづけるために』 

内容：補装具を効果的に使い続けるために必要な補

装具支給制度の知識 

②医療関係者向け研修会の開催（熊本市） 

開催日時：2023年 12月 1日 18：00～20：00 

開催形式：オンライン配信（ZOOMウェビナー） 

内容：補装具に関わる制度や支給事務に関わる知識

（参考資料 1） 

その他、3月に福岡市の介護支援専門員、福祉用

具専門相談員を対象とした研修会、高知県の近森リ

ハビリテーション病院にて医療従事者に向けた研修

会、鹿児島県で開催された「快護生活フェス 福祉

機器展＆セミナー in 鹿児島」にてセミナーを実施

した。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/fukushi-kaigo/fukushi/annai/zaitaku/service/riha-kyogikai.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/fukushi-kaigo/fukushi/annai/zaitaku/service/riha-kyogikai.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/fukushi-kaigo/fukushi/annai/zaitaku/service/riha-kyogikai.html
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①、②開催後に参加者を対象に参加者の情報集計と、

講習会実施後アンケートを実施した。 

3．補装具製作事業者に対する調査 

対象者：一般社団法人日本車椅子シーティング協会

協会員 120事業者、および一般社団法人日本義肢協

会正会員 252事業者。両方の協会に加盟している場

合は、どちらか一方のみの回答を依頼した。 

調査形式：Webアンケート 

実施期間：2023年 6月 18日～7 月 31日 

質問内容： 

 設問１：加盟団体 

 設問 2：納品後に事業者から利用者に対して補

装具の使用状況、適合状況等の確認（フォロー

アップ）を行っているか 

 設問 3：フォローアップの実施対象の補装具の

種類 

 設問 4：（設問 2で「行っていない」と回答し

た回答者を対象に）フォローアップを行ってい

ない理由 

 設問 5：不具合や不適合に利用者宅への「訪問

による対応」が必要となった場合に必要な費用 

 設問 6訪問対応の費用に関してその他コメント

（自由回答） 

4. スコーピングレビューによる動向調査 

使用データベース：医中誌・CiNii Research 

検索対象期間：1990年１月～2022年 12月 14日 

検索式：（“義肢” “義足” “義手” ”装具” “車

いす” “車椅子”） AND （“装具外来””フォ

ローアップ””修理””再作製””メンテナンス””

保守管理“） 

含有基準：対象が生活期のフォローアップであるこ

と、および課題提示、介入、取り組みの記載いずれ

かがあることとした。 

抽出したデータ：研究著者、発行年、対象補装具、

出版形式、機関分類、著者職種、出版分類、研究デ

ザイン、取り組み内容 

5. スマートフォン向けアプリケーションを活用した

補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

対象： 登録時年齢が 18歳以上で、過去に補装具を

作製した横浜市総合リハビリテーションセンター利

用者。 

使用アプリケーション：ミライロ ID（株式会社ミラ

イロ、東京）に補装具管理および通知機能が追加さ

れたテストバージョン（国立研究開発法人情報通信

研究機構（NICT）の情報バリアフリー通信・放送役

務提供・開発推進助成金によりミライロが開発中の

補装具管理および管理プッシュ型情報提供システム） 

調査形式：対面による質問紙調査 

調査期間：2024年 1月～2月 

質問内容：参考資料 2参照 

その他調査項目：不具合の発生記録、その他懸案事

項。 

6．「【まとめ】課題と必要な取組等について」の作 

成 

昨年度実施した座談会によって得られたフォロー

アップに関する課題とモデル案を集約し資料作成を

行った。 

 

（倫理面への配慮） 

アンケート結果の公表においては個人名・個別の

病院名が分からないように配慮する旨を通知してい

る。スマートフォン向けアプリケーションを活用し

た補装具管理および通知機能の使用感に関する調査

に関しては、事前に横浜市総合リハビリテーション

センター倫理委員会の承認を得たうえで実施した。

本調査は倫理面に問題がないと判断する。      

  

Ｃ．結果 

1. 更生相談所による介入と効果 

介入②：ツール周知活動 

 周知活動の概要を表 1に示す。 

 

表 1 対象と内容 

対象 周知方法 

回復期リハ病院 説明会の開催 

地域ケアプラザ 

（地域包括支

援センター） 

地域ケアプラザ役員会 

地域の支援者 訪問リハビリテーション連絡会 

横浜市総合リハビリテーション

センター地域支援課の関連機関

への周知 
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神奈川地域リハ支援連絡会への

参加 

ケアマネットつづきケアマネ部

会 

行政機関 区障害者支援担当者会議への参

加 

区高齢者支援担当者会議への参

加 

中途障害者地

域活動支援セン

ター 

中途障害者地域活動支援センタ

ー所長会への参加 

・ツール使用感アンケート調査 

26 施設中 18施設（回答率 69.2％）の回答を得た。 

アンケート結果は参考資料 3に示す。自施設のツー

ルを使用していなかった10施設においてツールの使

用の開始や使用の検討が行われた。 

2.更生相談所主催研修会の開催 

① 医療機関向け補装具研修会の開催（北九州市） 

参加者の内訳を表 2に示す。 

表 2 参加職種内訳 

職種 人数 

理学療法士 24 

作業療法士 10 

言語聴覚士 6 

義肢装具士 3 

ケアマネージャー 2 

相談員 1 

計 46 

研修会で印象に残ったことや感想は以下の通り

である。 

 補装具制度の勉強になった。（２） 

 補装具の定義、概要を知れて良かった。 

 補装具に関して日頃から興味を持ちたいと思い

ました。 

 補装具管理手帳のことや、補装具のフォローア

ップの必要性について知ることができる良い機

会となりました。（２） 

 補装具のフォローアップで確認する所を学べて

良かったです。 

・ 装具チェックアウトを利用者、支援者に対して

理解してもらう必要があると感じました。 

・ 装具をつけている方へのメンテナンスの事など

知れてとても勉強になりました。 

・ 補装具に意思伝達装置や補聴器が含まれていた

ことに驚き、再度勉強したいと感じました。 

・ 様々な制度により、装具作製に使う順位がある

ことを初めて知った。 

・ 補装具のチェックポイント→知っているだけで

もそこに目を向けられるようになるなと、とて

も重要な事と感じました。 

・ 行政の考えを学べた。 

・ 相談する窓口がはっきりしているので良かった。 

・ 下肢装具管理手帳の存在を知れたので良かった。 

② 医療従事者向け研修会の開催（熊本県・市） 

参加者は 73名の登録があった。アンケートに

は13名の回答があり、結果を表3と図1に示す。 

表 3 参加者職種内訳 

職種 人数 

作業療法士 4 

理学療法士 2 

医師 2 

言語聴覚士 1 

看護師 1 

社会福祉士 1 

義肢装具士 1 

ソーシャルワーカー 1 

計 13 

 

アンケート結果を図 1に示す。 

 

図 1 研修会について 

 

 

感想は以下の通りである。 

・ 基本に沿ったわかりやすい研修で、再確認でき

ました。 
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・ 補装具の基本的な考え方など改めて参考になり

ました。補装具種目別の内容など、今後聞かせ

ていただけると嬉しいです。 

・ 分かりやすい説明でしたのでとても勉強になり

ました。患者様は個別で様々なご希望等もあり

ますので、ぜひご相談したいと思います。 

・ 装具を修理する際、業者さんご持ち帰りの必要

性があるため、予備の装具を作ったらどうです

か？と言われます。予備というのは当たり前だ

と思っていましたが、制度上は考え方が違うと

いうことは初めて知りました。 

3．補装具事業者に対する調査 

回答率は全体で 55.1％（回答数 182）であった。

内訳は車椅子シーティング協会59.2％（回答数71）、

の本義肢協会 53.2% （回答数 134）であった。 

質問 2の回答は表 4に示す。 

表 4 フォローアップ実施の有無 

  回答数 割合（%） 

はい 87 47.8  

いいえ 95 52.2  

Total 182 100 

 質問 3の結果は図 2に示す。 

 

図 2 フォローアップを実施している種目 

 

質問 4の結果は図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 質問 3「いいえ」の理由 

 

 

質問 5の結果は図 4に示す。 

図 4 「訪問対応」に必要な費用 

 

4. スコーピングレビューによる動向調査 

4970件の論文が抽出され、86件を採用した。出版

年は、2012年以降が 78件であった（参考資料 4）。

取り組みに関する報告が 45件、課題提示 32件、介

入 5件、開発 1件であった。対象機器は下肢装具 61

件、義肢・装具・車椅子 10件、車椅子 7件、義手 4

件、義足 1件、義肢 1件であった。出版形式は学会

抄録 35件、特集記事 27件、原著論文 13件であった。

著者の所属機関は回復期リハビリテーション病院20

件、製作事業者 19件、装具外来実施機関 9件であっ

た。 

課題提示記事の主な内容は、「生活期の下肢装具

利用者のフォローアップ未実施が多い」、「１つの

下肢装具の超長期使用者の存在の指摘」、「地域多

職種連携の必要性」、「利用者、ケアマネージャー、

理学療法士への啓発や教育の必要性」、「介護保険

リハビリテーション実施機関と義肢装具士の連携の

難しさ」などであった。 
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図 5 出版件数年次推移  

  

取り組み内容としては、「来所相談・装具外来の

新設」、「装具情報共有ツールの配布」、「多職種

連携を目的とした試み」、「持ち込み、訪問メンテ

ナンス、修理」、「関係者への研修、勉強会の開催」、

「フォローアップ連携システムの構築」などが挙げ

られた。効果検証内容としては装具外来等フォロー

アップの実績の集計であり、介入試験や後ろ向きコ

ホート研究、単群試験の報告は存在しなかった。 

5. スマートフォン向けアプリケーションを活用した

補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

アンケート調査結果を参考資料 5に示す。 

6．「【まとめ】課題と必要な取組等について」の作

成 

「【まとめ】課題と必要な取組等について」は別添

資料 iiに示す。全国更生相談所やシンポジウムにて

配布し、補装具支援関係機関の啓発に活用する。 

 

Ｄ．考察 

更生相談所の本来業務の一環として、地域リハビ

リテーションの推進があり、地域連携のための仕組

みや支援者教育の研修が存在している自治体や更生

相談所は多いと思われる。本研究では、その既存の

仕組みを補装具フォローアップシステム構築に活用

しその有用性を検証した。 

1. 更生相談所による介入と効果 

更生相談所主体による横浜市独自のシステムを介

して下肢装具のフォローアップに関する介入を実施

した。回復期リハ病院へ配布した「ツール」配布後

のアンケートでは、フォローアップを実施していな

かった施設がツールの使用を開始するなど一定の成

果があった。回復期リハ病院でのツール利用により、

健康保険で初回に作製した装具から障害者総合支援

法による更生用装具への移行がより円滑に行われる

ことが期待される。いったん更生用装具で作製する

ことを経験すれば、その後の支援にもつながりやす

くなると考える。 

また、地域リハ小委員会の構成員は地域の多岐に

わたる機関の所属により構成されており、地域支援

の様々な機関へ啓発することにつながった。作成し

た「ツール」は使用されることで効果を発揮するた

め、多くの支援者に周知されることが重要であり、

今後も継続して啓発することが重要と考える。 

2. 更生相談所主催研修会の開催 

研修会後のアンケート結果では、すべての参加者

が「概ね参考になった」、「大変参考になった」と

返答しており、満足度の高い研修内容を提供できた

と考える。参加の医療従事者の感想としては、「制

度に関する知識を習得できた」という内容が多く、

複雑な補装具支給制度の理解のニーズがあり、今後

も継続的に更生相談所として情報を提供していく必

要性があると考える。 

3. 補装具製作事業者に対する調査 

補装具のフォローアップを実施している事業者は、

約半数であり、実施種目としては、車椅子、下肢装

具、義足が上位であった。フォローアップを実施で

きない理由は「人的、時間的余裕がないため」が 7

割を超えており、マンパワー不足が理由となってい

ることがわかった。訪問修理対応に必要とされる費

用は「不要」から 30,000円まで様々であったが、不

要～5,000円以下という返答が約80％を占めていた。

補装具製作事業者はフォローアップを実施する主体

として重要な位置づけにあるが、フォローアップシ

ステムの持続可能性を考えていくためには、費用の

問題以上にマンパワー不足を考慮した効率的なフォ

ローアップシステムが必要であることが示唆された。 

4. スコーピングレビューによる動向調査 

フォローアップへの取り組みは、直近 10年の報告

が90％を占めていることから近年の関心の高まりが

示唆された。一方で同一著者の報告が多く関心に偏

りがあることが課題である。フォローアップに関す

る課題として多く挙げられていたキーワードと、取
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り組みとして多く上がっていたキーワードの多くは

一致しており現状の課題への対策が取られていた。 

しかし、「利用者の教育」は重要な課題であるが

報告は 1件のみであり、今後の対策が必要である。

報告論文の対象機器は下肢装具が70.9％を占めてい

た。下肢装具は生活期の支援者の機器に関する認識

や連携、支給に関する制度や相談先の理解不足が指

摘されており[1]、補装具の中でもフォローアップに

関して課題意識の高さが件数に反映されていたと考

える。フォローアップに関するエビデンスに関する

現状としては、本レビューで採用された報告の中に、

定量的な効果比較検証の報告はなく、エビデンスの

確立も今後の課題である。 

5.スマートフォン向けアプリケーションを活用した

補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

利用者自身が補装具を管理する機能の必要性を経

験した利用者は少なく、利用者自身が管理するとい

う意識は低かったことが示唆された。アプリケーシ

ョンに対する登録のしやすさや内容に関して意見は

あったものの半数以上で良好な回答が得られた。ア

プリケーションの実際の運用は令和 6年度中に実施

される予定であり、今回の結果や運用後の声を参考

にしながらアプリケーションの普及とより使いやす

い仕様への改善を図り、アプリケーションを通した

利用者主体の補装具管理を目指していく。 

6．「【まとめ】課題と必要な取組等について」の作

成 

作成した資料は補装具フォローアップに関する現

状の問題点の整理と、補装具フォローアップが適切

に行われるための関係機関の役割を整理したものと

なっている。関係機関が適切なフォローアップ体制

をとるための参考資料として活用されることが期待

される。 

 

Ｅ．結論 

更生相談所主体による補装具に対するフォローア

ップ体制構築のモデルとして、地域レベルでの仕組

みの構築と支援者教育を実施した。 

 横浜市におけるこの仕組みを利用することによっ

て、地域レベルの検討や支援者に対する啓発を行う

ことが可能であり、更生相談所主体の補装具フォロ

ーアップの方策の一つとして有用であると考える。 
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参考資料 1 支援者向け補装具研修会資料 
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No       ＿ 

 

「ミライロ ID マイ補装具」機能に関する有用性・使用感アンケート 

 

提示のアプリケーションは身体障害者手帳アプリケーションへ作製した補装具の情報を登録・情報通知す

る機能を持つものです。アプリケーションを通してご自身の補装具の管理や支援者との情報共有にご活用

いただく目的で開発されました。 

アプリケーションに関する以下の質問へお答えください。 

 

〈アプリケーション等を活用した所有する補装具の管理について〉 

質問１ 提示のアプリケーションのようにご自身のスマートフォンに所有する補装具情報を入力・表示で

きるような機能の必要性をこれまで感じたことはありますか？ 

1. 感じたことがある 

2. 感じたことがない 

 

〈ミライロ ID について〉 

質問２ ミライロ ID というアプリケーションを知っていましたか？ 

1. 現在使用している 

2. 知っていたが使用したことはない 

3. 知らなかった 

 

〈アプリケーションについて〉 

質問３ アプリケーションへの登録のしやすさの印象をお教えください。 

1. とても簡単 

2. 比較的簡単 

3. どちらともいえない 

4. 比較的難しさや煩わしさを感じる 

5. 難しさや煩わしさを感じる 

 

質問４ 質問３で「比較的難しさや煩わしさを感じる」、または「難しさや煩わしさを感じる」と回答 

した方に伺います。どこに煩わしさを感じましたか？ 

 

                                            

 

質問５ 登録された補装具情報の見やすさはいかがですか？ 

1. とても見やすい 

2. 比較的見やすい 

3. どちらともいえない 

4. 比較的見にくい 

5. とても見にくい 

参考資料 2 ミライロ IDマイ補装具アンケート調査

用紙 
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質問６ 通知機能について 

このアプリケーションでは作成から一定期間後に、ご使用の補装具のメンテナンスについてのお

知らせ機能があります。 

このお知らせ機能の必要性や利便性を感じますか？ 

1. とても感じる 

2. まあまあ感じる 

3. どちらともいえない 

4. あまり感じない 

5. 感じない 

 

質問７ 今後このようなアプリケーションが導入された場合使用したいと思いますか？ 

※「マイ補装具」機能使用には、アプリケーションへの「身体障害者手帳」の事前登録が必要で

す。 

1. ぜひ使用したい 

2. 場合によっては使用したい 

（事前登録が不要、登録作業など手伝ってもらえる、安全性に納得できるなど） 

3. わからない 

4. 使用したくない 

5. 使用することが難しい 

 

質問８ アプリケーションに関して感想がありましたらお教えください。（自由回答） 

 

 

質問９ アプリケーションにこんな機能があったらいい、などご要望がありましたらお教えください。（自

由回答） 

 

⚫ 研究協力者記録欄 

１不具合の発生の記録 

                                            

２その他（懸案事項など） 
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「下肢装具フォローアップツール」使用に関するアンケート 

〈回答者背景〉 

対象：横浜市内回復期リハビリテーション病院全 26施設 

 

回答施設： 18施設 （回答率 69.2％） 

 

質問 1 配布された「下肢装具フォローアップツール」（紙面）はお手元に届きましたか？ 

 

質問 2 

「下肢装具フォローアップツール」は装具ユーザーへの情報提供に有用であると思いますか？ 回答数 

大変有用である 8 

多少有用である 6 

わからない 3 

あまり有用ではない 1 

有用でない 0 
 

 

質問 3 有用でないと思う理由をお答えください。 

自施設でフォローアップの案内をし、自施設でフォローしているため。 

 

 

 

 

 

 

参考資料 3 「下肢装具フォローアップツール」使用に関するアンケート結果 
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質問 4 

貴施設において、ツールをすでに使用していますか？または今後使用する予定はありますか？ 回答数 

配布されたツールを使用している 1 

配布されたツールを使用する予定がある 4 

使用したいと思っているが使用するかは未定 5 

自施設のツールを使用している 4 

使用する予定はない・または困難である（自施設のツールを既に使用している場合を除く） 3 

届いたか不明 1 
 

 

質問 5 使用する予定はない・または困難である（自施設のツールを既に使用している場合を除く）と回答され

た方に伺います。その理由をお答えください。 

 医師の診察と外部委託の義肢装具士にて主に外来診察にて作り直しをしており、介入する機会がない。 

 当院の現状としては、入院中に関しては週一度義肢装具士が来院しており、その方を通してフォローアップを

行なっている。退院後に関しては直接的な関わりがなく義肢装具士、もしくはケアマネージャーに連絡してサポ

ートを受ける形となっている。 

 基本的には当院の外来診察である程度の期間フォロー、また、不具合あった際には再診もしているため. 

 

質問 6 「下肢装具フォローアップツール」についてご意見・ご感想をお願いいたします。（自由回答） 

 カルテにスキャンして残すことにより患者情報（装具作成状況）の保管ができ修理や再作成時に使えます。 

 訪問リハ側からは、装具をいつ作ったか、修理含めて説明があったかはとても重要な情報だと装具のツールにつ

いては良い意見を頂いています。うちは、緑区であり、患者が東京都、大和市、相模原市、川崎市の患者も

来るので、頂いたツールを自施設用に改変させていただいています。 

 ほとんど出回っていない印象を受けます。入院中であれば新規作成時にPTが介入をしておりますが、外来にて

作り直しの場合などはほとんど医師か義肢装具士で話が完結してしまい、話が回ってこないため。また、過去に

作成したことがあり、長い期間使用されている方はほとんどが以前作成された場所で作り直しを希望されている

ことが多いため、こちらも介入の余地がない印象を受けます。 

 まだ、利用してないですが、今後しようを検討してみます。 

 どのくらいで定期的なフォローが必要か明記があってもいいと思いました。 

 わかりやすく、患者様側も注意して自らの体の状態を見るきっかけになるように思います。 

 相談先の部分（赤字の下の記載）で区福祉センターに相談しましょうとありますが、1番下の連絡先が区福

祉センターということでよろしいでしょうか？だとすれば、連続して書かれていた方が連絡先がわかりやすいように

思います。 

 下肢装具フォローアップツールが配布される前から、自施設で作成した「足と装具のセルフチェックシート」の使用

を開始していました。 



- 76 - 

 

 自施設のものを使い始めてからも、患者さんや利用者の方からの意見やセラピストの意見を取り入れて改訂し

ながら現在も使っています。また、当院を退院して介護保険サービスを利用される場合は、連絡表とともにこの

セルフチェックシートを地域の施設にもお渡ししています。 

 今後も改訂や地域のセラピストやスタッフからの意見等の把握も行う必要性も感じており、現状では他のツール

を使用することは考えておりません。申し訳ございません。アンケートありがとうございました。 

 今後退院される患者様に配っていきたいと思います 

 装具ノートの役割としてどこまで担っているかによって内容が変わってくるので急性期、回復期、生活期それぞれ

のフォローアップツールがあっていいのではないかと思った 

 地域での相談・問い合わせ先が記載されている点が、作製相談/案内において役立っております。 

 当院では義肢装具士さんから、装具処方時に請求書とともにお渡しするという形で継続してきました。【義肢

装具士より】・良かった点：今までこのような案内用紙がなかったので、ご本人やご家族へ装具についてお伝え

する上で有用だったと思います。装具難民対策として有効な方法だと思います。・改善点：これは渡し方の問

題ですが、セラピストに十分に周知できておらず、上記方法のためセラピストから関わる機会がなかったという意

見がありました。また、用紙の 1枚目プラスチックAFOの画像のところは、患者さんごとの装具の写真のほうがい

いかもしれません。私見ですが、ここに作製した装具の継手に関する説明動画の QR コードなどあってもいいよう

に思いました。【理学療法士より】・良かった点：装具相談窓口やリハビリテーションセンターのご連絡先など、リ

ハサマリーには載せきれない内容が網羅されていてツール自体はとても良いと思います。リハサマリーと一緒にツ

ールを同封するのもいい方法かと思います。・改善点：当院ではあまりセラピストが関われていなかったので、作

製時は PO さんから患者さんと家族向けに、退院 1 か月前は退院前装具チェックと称して複製したツールを渡

す（あるいはサマリーに同封する）機会を作ろうか検討中です。 

 当院のフォローアップツールは作成から修理までが一括されたものとなっており、加えてご説明いただいたフォロー

アップツールと比較しても情報量が多い。利用者からの反応を十分に得ていないので、反応を確認していくこと

で、情報量の修正を図っていく必要があると感じた。 

 何かあればご相談くださいと口頭で案内はしていますが、パンフレットとしてお渡しできるので、活用していきたいと

思います。 

 今までは簡単に口頭で患者様に伝える程度で施設として義務化していなかったため、若手スタッフは案内して

いなかったことが明らかになった。また装具業者も特に案内していないことがわかり、今回施設としてどうすべきか

考える良い機会となった。運用していきたいと考えている。 
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参考資料 4 PRISMA2020 Flow Diagram 

重複記録除外後の記録件数 (n =372) 

除外した記録件数 

 (n = 244) 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
ﾞ 

特
定

 
適

格
性

 
組

み
入

れ
 

データベース検索から特定された  

記録件数 

Cinii (n = 214) 

医中誌（n = 191) 

その他の情報源から特定された 

追加的な記録件数 

(n = 7) 

適格性が評価された 

全文論文の件数 

(n = 128) 

 

 除外した全文論文の件数 
 除外理由 
  （n ＝ 41） 

  16    間違った対象 
   12    重複 
  10    間違ったアウトカム 
    2    研究デザインの相違 
   1   入手困難 

 

採用された論文 
(n=87) 

 現状調査・問題提起 (n=34) 
 取り組み   (n=41) 

 症例報告    (n=4) 

 開発   (n=1) 

 観察・介入研究   (n=6) 

選抜された記録件数 

(n=372) 
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スマートフォン向けアプリケーションを活用した補装具管理および通知機能の使用感に関する調査 

〈回答者背景〉 

対象：登録時年齢が 18歳以上 

過去に補装具を作成された横浜市総合リハビリテーションセンター利用者 

回答人数：20名 

〈アプリケーション等を活用した所有する補装具の管理について〉 

質問１ 提示のアプリケーションのようにご自身のスマートフォンに所有する補装具情報を 

入力・表示できるような機能の必要性をこれまで感じたことはありますか？ 

 

平均年齢 52.75 

45 歳以下 3 

46 歳以上 60 歳以下 14 

61 歳以上 75 歳以下 3 

76 歳以上 0 
 

 

〈アプリケーション等を活用した所有する補装具の管理について〉 

質問１  提示のアプリケーションのようにご自身のスマートフォンに所有する補装具情報を入力・表示できるよう

な機能の必要性をこれまで感じたことはありますか？ 

 

参考資料 5 ミライロ IDの使用感に関する調査結果 
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〈ミライロ ID について〉 

質問２ ミライロ ID というアプリケーションを知っていましたか？ 

 

現在使用している 5 

知っていたが使用したことはない 2 

知らなかった 13 
 

 

質問３ 質問２で「比較的難しさや煩わしさを感じる」、または「難しさや煩わしさを感じる」と回答した方に伺いま

す。どこに煩わしさを感じましたか？ 

 （アプリ登録時）体は今より動かない状態で、失語も重かったのでアプリ操作や内容の理解がとても大変だっ

た。登録の手順を追うのが大変だった。 

 写真を撮ること。 

 スマートフォンを操作すること自体が苦手意識や抵抗感がある。 

 装具の QR コードの読み込みによる登録は簡単だと思う。しかし、初期の手帳の登録は難しそうである。カード

型の身障手帳をスマホのカメラで撮影したら自動的に取り込まれるようにできないか（名刺読み込みのアプリの

ように）。 

 登録までの期間がもう少し短い方がいい。 

 ミライロを登録してあれば簡単だと思う。 

 装具の QR コードの読み込みのみならば、登録は簡単だと思う。 

〈アプリケーションについて〉 

質問 4 アプリケーションへの登録のしやすさの印象をお教えください。 

 

とても簡単 5 

比較的簡単 7 

どちらともいえない 5 

比較的難しさや煩わしさを感じる 3 

難しさや煩わしさを感じる 0 
 

 

質問 5 登録された補装具情報の見やすさはいかがですか？ 

 

とても見やすい 7 

比較的見やすい 7 

どちらともいえない 4 

比較的見にくい 2 

とても見にくい 0 
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質問 6 "このアプリケーションでは作成から一定期間後に、ご使用の補装具のメンテナンスについてのお知らせ

機能があります。このお知らせ機能の必要性や利便性を感じますか？ 

 

とても感じる 8 

まあまあ感じる 11 

どちらともいえない 0 

あまり感じない 1 

感じない 0 
 

 

質問 7  今後このようなアプリケーションが導入された場合使用したいと思いますか？ 

※「マイ補装具」機能使用には、アプリケーションへの「身体障害者手帳」の事前登録が必要です。 

 

ぜひ使用したい 7 

場合によっては使用したい 7 

わからない 6 

使用したくない 0 

使用することが難しい 0 
 

 

質問 8 アプリケーションに関して感想がありましたらお教えください。 

 「補装具の種類」の記載は、横並びではなく個別の記載が見やすい。 

 困るようなことがあったら使うことを考えるかもしれない。 

 「マイ補装具」の「愛称」に合わせた絵のアイコンなどが選択できると見やすいのではないか。メンテナンスの通知

の時期を選択できるといい。 

 アプリを知らなかったので、もっとアピール、プロモーションをしてほしい。 

 あればいざというとき便利だという印象。作り変えや、業者が変わったときに便利。 

 一度登録して使用してみたいと思うが、装具に不具合が生じた場合などは便利だと思うが、その他使用場面は

ないかもしれない。 

 お知らせを消去したり、振り分ける機能がほしい。 

 現状、活用場面を見いだせず、アプリのお知らせ情報を暇なときに見る程度。 

 事業者からの情報が得られる、共有できたらいい。点検時期は、万歩計との連携や AI によって個人に合わせ

た調整をしてくれるといい（個人がどれだけ活動しているかで消耗が異なるため）。 

 スマートフォンを操作すること自体が苦手意識や抵抗感がある。 

 スマホを使わないのでよくわからない。 

 通知機能について：お知らせは人によっては修理や再作製の押し売りのように感じるかもしれない。 
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 事業者への相談について：相談時に写真をつけて相談ができ、指示や助言が得られるとよい。 

 特になし。登録のしやすさは実際にやってみないとわからない。 

 とてもいいのではないかと思います。 

 どの装具がいいのかわからないので、何が自分に合っているのか知りたい。 

 補装具チェック項目があるのはわかりやすい。相談するかどうかの判断ができる。 

 生活に必要なことをスマホで完結しているので、手帳や補装具のことがスマホで完結できるのは助かる。 

 ミライロの ICON自体目立たないので他のアプリから探し出すことが難しい。お知らせの情報の内容が難しいの

で登録してから一度も使っていない。 

 ミライロの登録の仕方がわからない。 

 （情報が）スマホに入っているのは便利。 

 文字のサイズを変えられるといい。 

 手帳を持っていない人も使えるといい。 

質問 9 アプリケーションにこんな機能があったらいい、などご要望がありましたらお教えください。 

 「マイ補装具」から製作機関の修理などの予約までできると利便性を感じる。製作機関の混雑具合や順番が

来たことのお知らせ機能などもあるとなおいい。現状では「マイ補装具」の利便性を感じにくいが、さらに利便性

が向上したら使用したい。 

 不具合があったときに写真を撮って送信する機能があるといい。（不具合の状況をどう表現するのか難しい） 

 事業者から「今の状態はどうですか？」と連絡がきて、返答できる機能。 

 メールのようにお知らせの内容を消去したり、振り分ける機能がほしい。 

 他の事業者の装具がどんなものがあるかなど、そういった情報が得られるといい。補装具情報として他の利用者

などの口コミが確認できたらいい。そういった情報が得られると Youtubeなど他のコンテンツとの差別化ができ

て、魅力的に感じる。 

 お知らせ機能から業者への相談がスムーズにできるようにしてほしい。 

 お知らせ機能のタイミング（期間）の設定変更。 

 ミライロで事業者の評価を何らかの形によって示してくれると、よいのではないか。 

 横浜市のアプリ（横浜市障害福祉あんない）で障害情報（手帳情報）を登録している。（障害者手帳の

期限等が登録できるが）医療者証の期限等、医療の情報も連携できるといい。 

 事業者への相談の時に写真をつけて相談ができるとよい。 

 「メーカーに相談」機能は製作事業者とのやり取りがスムーズに行えるのかが不安。製作した施設に来ている責

任者、または製作補装具の担当者と直接やり取りができるならいい。 

 病院の予約もできるといい。 

 装具情報を利用者同士で交換できる SNS機能や、歩き方や癖を解析してくれる機能。 

 （不具合の問い合わせに関して）選択肢から問い合わせ内容を選択できるといい。 

 写真を載せられるようにしてほしい。（現在そのように自身の補装具情報を管理している） 
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 耐用年数など補装具制度に関する基本情報が得られるといい。 

 補装具事業者の情報（得意分野など）情報がほしい。（作製するときに業者を尋ねられるが、よくわからな

い） 

 装具の Q＆Aなど調べられるといい。（躓く原因など） 

 障害者同士がつながれるコミュニケーション機能があるといい。 

 補装具の情報に写真やイラストがあると理解しやすい。文字だけだと苦しい。身近な情報のお知らせが来たらチ

ェックすると思う。 

 業者の場所もリンクしているといい。 
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資料 8：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

地域在住の下肢機能障害者が安全に短下肢装具を使用し続けるために必要な条件の探求 

 

研究協力者 大谷 巧 株式会社 P.O.ラボ 

研究代表者 高岡 徹 横浜市総合リハビリテーションセンター センター長 

 

研究要旨  

脳血管障害などによる下肢機能障害に対する短下肢装具の使用は日常生活動作（ADL）の向

上に有効な手段のひとつであるが、装具は時間経過により破損や適合性低下などが起こるため、

適切な装具を安全に使い続けるためには、定期的にチェックする必要がある。しかし、装具作

製後、利用者がチェックを受ける機会は少なく、そのための体制も不十分である。現状、定期

チェックに繋がる契機は利用者およびその支援者が装具の修理や作り替え、調整などが必要と

自ら判断し、義肢装具士（PO）へ直接問い合わせることであることが多いため、POへの問い合

わせに至った要因を明らかにすることは、装具のチェック問題を解決する端緒となり得ると考

えられるため、POへの問い合わせに繋がりやすい患者背景などの抽出を目的に研究を実施した。 

研究対象者のうち、治療用装具作製群で装具作製後に問い合わせがあった割合が 51.2%に対

し、更生用装具作製群では 88.3%であったことから、治療用装具から更生用装具への適切な移

行を促すことが問い合わせの増加につながる可能性が示された。 

また、本研究の結果から、年齢、POから利用者または支援者への装具や保険制度などの説明

方法、歩行機会の有無が PO への問い合わせに影響することが示された。問い合わせに繋がり

にくい高齢あるいは歩行機会が少ない利用者の装具の破損や不適合を見過ごさないためにもPO

から積極的に連絡する必要性がある。また、POが対面で装具や制度の説明を直接行うことは、

その後の問い合わせに繋がることが強く示されたことより、利用者が装具チェックを受け、安

心して適切な装具を使い続けることができる体制の構築に向けて、POが利用者や支援者との対

面機会を増やすように自らが積極的に行動することが必要である。 

Ａ．研究目的 

短下肢装具の使用は脳血管障害などによる下肢機

能障害を持つ者の日常生活動作（ADL）の維持と向上

に有効な手段のひとつである。装具は使用頻度や時

間経過により破損や適合性の低下などが生じるので、

日常的に装具を利用する者（利用者）が適切な装具

を安全に使い続けるためには、義肢装具士（PO）に

よる定期的な修理や調整、作り替えの必要性の確認

が望ましいが、現状、そのための体制が十分である

とはいえない。利用者あるいはその支援者が自ら必

要性を判断し、POへ直接問い合わせることが多い。

そのため、POへの問い合わせに至った要因を明らか

にすることが、不十分な装具のチェック体制を解決

する端緒となり得ると考えた。そこで、装具のチェ

ック体制構築に資するため、POへ問い合わせた利用

者の背景からPOへ問い合わせたきっかけに影響する

因子の抽出を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

研究対象は、2013年1月～2019年12月に研究者（PO）

が短下肢装具を製作した 332名である。装具の作製

目的別に、医療保険を利用した治療用装具群と障害

者総合支援法を利用した更生用装具作製群に分類し、

さらに装具作製後に研究者へ問い合わせがあった群

（問い合わせあり群）となかった群（問い合わせな

し群）に分類した。研究対象者属性として、装具処

方時年齢（55歳未満・55歳以上 70歳未満・70歳以

上）、性別、麻痺の原因（脳出血・脳梗塞・その他）、

麻痺側、装具処方時の利用者および支援者に対する

POからの保険制度や装具の使用法、使用前後のメン

テナンスに関する説明の方法（利用者のみ対面・利
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用者と支援者ともに対面・支援者へ電話のみ）、装

具が処方された医療機関から利用者の住居までの距

離（10km未満・10km以上 20km未満・20km以上）、

装具処方時に想定された日常の歩行機会の有無を調

査した。治療用装具作製群内の問い合わせあり群と

問い合わせなし群にて群間比較を行った。統計解析

はWilcoxonの順位和検定とFisherの正確確率検定を

用い各評価項目についての単変量解析を行った。ま

た、次に、ロジスティック回帰分析の手法を用いて

多変量解析を行い、項目間の影響の大きさを比較し

た。統計解析ソフトは JMP®️ Pro17（SAS Institute 

Inc.）を使用した。 

さらに、治療用装具作製群と更生用装具作製群内の

問い合わせあり群から初回の問い合わせ時の相談内

容とその件数、装具処方から初回問い合わせまでの

日数も抽出した。 

 

（倫理面への配慮）       

本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則および

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針を遵守し、株式会社 P.O.ラボ倫理委員会の承認

（承認番号：2023-01）を得た。 

  

Ｃ．研究結果 

1.  研究対象者の分類（図 1） 

 治療用装具作製群で問い合わせがあった割合が

51.2%に対し、更生用装具作製群では88.3%であった。 

 

図１ 研究対象者の分類 

 

2.  治療用−更生用装具作製群の群間比較（表 1） 

 群間の単変量解析の結果、性別、麻痺の原因、麻痺

側では偏りがなく、更生用装具群の方で、年齢が若

い利用者、対面で説明を受けた利用者、住居が近い

利用者、歩行機会ありの利用者が多かった。 

 

表１ 治療用−更生用装具作製群（単変量解析） 

連続変数は中央値（四分位範囲）、名義変数は利用者数（％） 

 

3.  問い合わせあり群−なし群（治療用）の群間比較 

 多変量解析（表 2）では、年齢（55歳未満／70歳

以上、55歳以上 70歳未満／70歳以上）、説明方法

（利用者のみ対面／支援者電話のみ、支援者対面／

支援者電話のみ）、住居までの距離（10km未満／10km

以上 20km未満、10km未満／20km以上）、歩行機会

（あり／なし）で問い合わせの有無との有意な関連

があった。有意水準を満たす項目の中では、特に説

明方法の利用者のみ対面／支援者電話のみのオッズ

比が 3.26、次いで、年齢の 55歳未満／70歳以上が

3.16と大きな値を示した。 

 

4.  問い合わせの相談内容と処方からの日数 

 問い合わせあり群の研究対象者が、装具処方後に

POへ初めて問い合わせた時の相談内容および装具処

方日からの日数を表 3に示す。問い合わせ時の相談

内容は、ベルトの劣化による交換の依頼が約半数（92

件：46.5％）を占め、次いで、装具の作り替えが 30

件（15.1％）、装具とともに使用する装具用靴の相

談が 20件（10.1％）と続いた。問い合わせまでの日

数の中央値が最も短かったのは、足部変形の進行や

体型変化などに伴う装具の不適合に関する相談

（194.5日）であり、次いで、靴底や底ゴムといっ
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た滑り止め材の剥がれや摩耗による修理（213日）

であった。 

 

表 2 問い合わせあり−なし群（多変量解析） 

 

 

表 3 研究対象者から問い合わせ時の相談内容 

件数は件（％）、装具処方から問い合わせまでの日数は中央値（四

分位範囲）で表記した。 

 

Ｄ．考察 

本研究から、治療用装具作製群よりも更生用装具作

製群の方が問い合わせに繋がりやすいことから、治

療用装具から更生用装具への適切な移行を促すこと

が問い合わせの増加につながる可能性が示された。

また、治療用装具作製群において、年齢、説明方法

および歩行機会が装具作製後のPOへの問い合わせに

影響することが示された。 

まず、年齢では「70歳以上」の利用者で問い合わ

せが少なかったが、その理由として、加齢に伴い装

具の使用頻度が少なくなっていること、支援者の高

齢化による介護力低下が推察され、それらが装具の

不具合に対する問い合わせに至らなかった理由と考

えられた。 

次に、歩行機会の有無が問い合わせに影響していた。

歩行機会を持つ利用者ほど装具の使用頻度が高く装

具の劣化や破損の発生が多いと考えられるため、「歩

行機会あり」が装具の修理や作り替えなどの問い合

わせにつながったと考える。 

最後に、説明方法では、「利用者のみ対面」と「支

援者と対面」の間では関連がなく、他の 2項目（対

面−電話）で有意差を示したことから、説明相手の違

いは問い合わせの有無に影響せず、対面か電話かと

いった説明方法の違いが問い合わせの有無に影響す

る可能性が示された。すなわち、説明相手よりも、

対面か電話のみかといった説明方法自体が問い合わ

せに影響する可能性が大きい。 

そのため、より多くの問い合わせを受けるために

POが取り得る方策として、POが時間調整を行い積極

的に利用者や支援者への対面説明の機会を増やすこ

とが挙げられる。しかし、POは医療機関に常駐して

いるわけではないので、対面説明を行うための手段

として、ICTを活用したビデオ通話などの利用が有

効であると考えている。 

70歳以上の高齢者や歩行機会なし群では問い合わ

せが少ないことから、この利用者に対して POから積

極的に装具自体あるいは装着時の不具合が発生して

いないかを連絡して確認することも必要である。そ

こで、問い合わせにつながる POからの適切な連絡時

期を、問い合わせあり群の問い合わせ時の相談内容

とその件数、装具処方から問い合わせまでの日数（表

3）より推察した。装具は保険制度上、作り替えまで

の推奨される期間として耐用年数（短下肢装具の場

合は、18ヶ月あるいは 36ヶ月）が設定されている

が、今回の問い合わせまでの日数の中央値は、いず

れの相談内容でも耐用年数より短かった。つまり、

問い合わせ時の相談内容 件数 装具処方から問い合わせまでの日数

ベルトの劣化 92 (46.5) 436 (213.25-806.25)

装具の作り替え 30 (15.1) 508.5 (179.5-875.75)

装具用靴の購入／改良 20 (10.1) 368.5 (173.25-620.75)

装具の不適合 12 (06.1) 194.5 (71.5-316)

滑り止め材の剥がれ／摩耗 11 (05.6) 213 (134-569)

装具の破損 07 (03.5) 502 (173-922)

その他 26 (13.1) 309 (204.25-403.25)
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問い合わせあり群の利用者の半数以上で、耐用年数

を超える前に相談が必要になることが示された。 

今回の調査で最も多い相談内容はベルトの劣化であ

り、約半数を占めていた。ベルトの劣化は、利用者

および支援者が気づきやすい事象であり、足部変形

の進行などによる装具の不適合といった判断に専門

知識を必要とする事象に比べて、POなどへの問い合

わせの契機になりやすい。一方、継手や支柱といっ

た部品は装具の機能を決定する重要な要素であるが、

部品の劣化や破損は緩徐に進行するため、日常的に

装具を使用していても気づかれにくい。そのため、

実際に部品の破損に関する問い合わせは少なく、ベ

ルト交換などの際にPOである研究者が発見すること

がほとんどであった。 

すなわち、問い合わせあり群のベルト交換の頻度が

最も高い時期である装具処方から約 14ヶ月（中央値

436日）が、すべての利用者にベルトの状況を含め

装具の使用状況や不具合の有無を尋ねるべき時期に

なる可能性が大きい。また、今後、部品別に破損が

発生しやすい時期を特定することは、利用者へ装具

のメンテナンスを促すべき時期を推察するうえでも

意義深い。 

 

Ｅ．結論 

装具処方時に説明相手は問わずPOが対面で装具や

医療・福祉制度の説明を行うことは、その後の問い

合わせにつながりやすいことが示された。すなわち、

利用者が安心して適切な装具を使い続けるためのPO

による装具のチェック体制構築には、PO自らが装具

処方時に利用者や支援者との対面機会を設けること

が必要である。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 無 

2. 学会発表 

大谷 巧， 佐浦隆一.  生活期における下肢装具のメ

ンテナンス実施状況の調査－装具の使用目的に着目

して.  第 29回日本義肢装具士協会学術大会.  宮城， 

2023. 

大谷 巧， 土井 博文，冨岡 正雄，佐浦隆一.  地域

在住の下肢機能障害者が安全に下肢装具を使用し続

けるために必要な条件の探求−第２報.  第7回日本リ

ハビリテーション医学会秋季学術集会.宮崎，2023, 

11. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

 無 

 2. 実用新案登録 

 無 

 3.その他 

 無 
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資料 9：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 

 
往復はがき形式の補装具フォローアップ事業の普及・実現性の検証 

 

研究分担者 樫本 修 宮城県リハビリテーション支援センター 医師 

研究代表者 高岡 徹 横浜市総合リハビリテーションセンター センター長 

研究協力者 渡邉慎一 横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長  

研究協力者 西嶋一智 宮城県リハビリテーション支援センター 

宮城県保健福祉部技術副参 兼技術次長 

 

研究要旨  

宮城県が平成 29年度から行っている「往復はがき形式」の補装具フォローアップ事業が、他の自

治体でも実現可能なモデルとなり得るのかを検討する目的で、全国の更生相談所にアンケート調査を

行った。アンケートでは本事業の業務量（月 7時間程度＋電話対応月 5件程度）、経費（往復はがき

代 126円×320＝40、320円 対象人口 130万人）、方法を分かりやすく提示して、それを踏まえて各

更生相談所・自治体でも同じような往復はがき形式の補装具フォローアップの事業が可能か、不可能

な場合は事業の実現・継続性を高めるための何か良いアイデア、工夫があるか、課題等を調査した。

宮城県を除く 76カ所の更生相談所のうち 61カ所（回収率 80％）から回答が得られた。「実現可能」

との回答は予想に反して 4カ所（7％）に過ぎず、「不可能」27カ所（44％） 、「どちらとも言えな

い」26カ所（42％）、不明 4カ所であった。実現が不可能な理由で最も多かったのは「マンパワーの

不足」であった（不可能の回答 27カ所中 25カ所 93％）。他に補装具の判定機関である更生相談所よ

りも補装具費支給決定機関である市町村、利用者と契約を結んでいる補装具製作事業者がフォローア

ップを行うのが相応しいという意見もあった。自治体によって更生相談所の人員配置、判定形式など

の違いがあり、当県で行っている往復はがき形式のフォローアップ事業をモデルとして全国に普及さ

せるのは困難と思われる結果となった。「往復はがき形式」のフォローアップは、補装具の不具合を

行政側からの問いかけで発見するアウトリーチ作業である。一方、補装具の利用者や支援者からの気

付きで不具合が発見できるような啓発活動も重要である。その両者が行えることが理想であるが、全

国の更生相談所が一律の方法で補装具フォローアップを行うのは実現困難であり、各自治体の実情に

合わせたモデルを構築する必要がある。補装具のフォローアップとは補装具自体の損耗、不具合だけ

をみるのではなく、支給された補装具によって、利用者の生活スタイルの変化、活動性の向上が得ら

れたかをモニタリングすることも更生相談所の重要な役割であることを強調したい。 

 

Ａ．研究目的 

令和 2、3年度の研究で身体障害者更生相談所（以

下更生相談所）、市町村など個人情報を管理する公

的機関が要となって補装具製作事業者（以下事業者）、

地域の社会資源と連携してタイムリーな補装具フォ

ローアップを遂行することが重要であることを報告

した。令和 4年度の研究では宮城県が平成 29年度途

中から行っている「往復はがき形式」の補装具フォ

ローアップ事業が有用であることを検証した。 

令和 5年度は当県の補装具フォローアップ事業が

他の自治体でも実現可能なモデルとなり得るのかを

検証する。 

Ｂ．研究方法 

１）往復はがき形式の補装具フォローアップ事業の

紹介（参考資料） 

本事業の業務量は担当の理学療法士 1 名が往復は

がきの作成、発送、収受、エクセルシートへの記入

などで月 7時間程度であるが、返信はがきの内容の

問い合わせ等の電話対応が月に 5 件程度あり、その

分の時間が加わる。 

経費は往復はがき代 126円×320通＝40、320円で 

対象人口約 130万人の宮城県の更生相談所の例であ

る。320 通はこれまでの事業で送付した枚数の 1 年

間の平均値である。 

実現可能４
カ所

７%

不可能 27
カ所

44%

どちらとも
言えない26

カ所

42%

不明
7%
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返信はがきの内容を入力するエクセルシートも含

め、宮城県で行っている補装具フォローアップ事業

の方法を分かりやすく提示した。 

２）アンケートの実施 

上記のノウハウを踏まえていただき全国の身体障

害者更生相談所にアンケート調査した。アンケート

の質問内容を表１に示す（参考資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（倫理面への配慮） 

アンケート結果等の公表においては回答した更生

相談所名が分からないように配慮している。本調査、

研究は倫理面に問題がないと判断する。 

 

Ｃ．研究結果 

宮城県を除く 76カ所の更生相談所のうち 61カ所

（回収率 80％）から回答が得られた。 

問１「実現可能」との回答は予想に反して 4カ所

（7％）に過ぎず、「不可能」27カ所（44％） 、「ど

ちらとも言えない」26カ所（42％）、不明 4カ所で

あった（図１）。 

実現が不可能な理由で最も多かったのは「マンパ

ワー不足」であった（表２）。不可能と回答した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27カ所の更生相談所のうち 25カ所（93％）がマ

ンパワー不足を理由にあげていた。実現可能がどち

らとも言えないと回答した更生相談所 26カ所でも

14 カ所（54％）がマンパワー不足を懸念していた。 

問 2・3の工夫としては「送付文書に QRコードを

添付し、インターネット上の入力フォームから回答

することでデータ入力時間が短縮できる。」、「往

復はがきではなくメールや市のホームページを活用

するなど電子化を推奨することが望ましい。」など

の意見があった。 

 

Ｄ．考察 

 「判定機関である更生相談所がフォローアップを

する法的根拠がない」という意見があったが、現行

問１．貴更生相談所・貴自治体でも同じような

往復はがき形式の補装具フォローアップの事

業が可能でしょうか？  

 

問２．マンパワーや経費を節減するために貴更

生相談所・貴自治体の状況に応じて工夫を追

加するなど、事業の実現・継続可能性を高め

るための何か良いアイデアがあれば教えてく

ださい。 

問３．どのような工夫があれば貴更生相談所・

貴自治体でも実現可能になりそうと思います

か。懸念事項や課題など、気になることがあ

れば教えてください。 

 

表 1．アンケート調査の質問内容 

図 1．実現の可能性 

表 2．実現不可能な理由 

・ マンパワー不足 

・ フォローアップは支給決定権者である市町

村、利用契約者である補装具事業者がすべ

きである 

・ 判定機関である更生相談所がフォローアッ

プをする法的根拠がない 

・ 他のやり方がある：申請者・支援者が不具

合に気づくように啓発するのが良い 

・ 文書判定が多いので、往復はがき形式が馴

染まない 

・ 必要性を感じない 
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の補装具費支給事務取扱指針の第 1基本的事項の１

補装具費支給の目的についての（２）には「装着等

状況の観察（中略）を積極的に行うこと。」と明記

されており、まさしく補装具のフォローアップの必

要性が明記されている。また、同４の（２）更生相

談所の役割では「補装具費支給制度における技術的

中枢機関及び市町村等の支援機関」、「補装具事業

者に対する指導」が明記されており、更生相談所が

リーダーシップをとって補装具の装着状況の経過観

察を行うべきなのは明白である。望むべきは「更生

相談所が補装具の使用状況のフォローアップを関係

機関と連携しながら行うこと。」とはっきり明記さ

れることを期待している。 

自治体によって更生相談所の人員配置、判定形式

などの違いがあり、当県で行っている往復はがき形

式のフォローアップ事業をモデルとして全国に普及

させるのは困難と思われる結果となった。「往復は

がき形式」のフォローアップは、補装具の不具合を

行政側からの問いかけで発見するアウトリーチ作業

である。一方、補装具の利用者や支援者からの気づ

きで不具合が発見できるようにするインテーク作業

も重要である。具体的には本研究の分担研究者が行

っているように補装具の不具合の状況や相談先を説

明したチラシの作成、使用経歴が分かる補装具手帳

の利用、支援者、中間ユーザーに補装具の理解を進

める研修などの啓発活動である。アウトリーチとイ

ンテーク、その両者が行えることが理想である。文

書判定が多い更生相談所にとってはこの往復はがき

形式のようなアウトリーチが馴染まないのはやむを

得ないところである。 

今回のアンケート結果からは、全国の更生相談所

が一律の方法で補装具フォローアップを行うのは実

現困難であると思われる。今後、各自治体の実情に

合わせたモデルを構築する必要がある。 

最後に、補装具のフォローアップとは補装具自体

の損耗、不具合だけをみるのではなく、支給された

補装具によって、利用者の生活スタイルの変化、活

動性の向上が得られたかをモニタリングすることも

更生相談所の重要な役割であることを強調したい。 

謝辞 本研究において中心となって活動し、多大な

るご協力をいただいた宮城県リハビリテーション支

援センターの理学療法士である中島由樹技術主幹に

感謝いたします。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

樫本修：車椅子処方における支給制度の理解と使い

分け．MB Med Reha、245、86-91、 2020. 

高岡徹、樫本修、西嶋一智、横井剛：身体障害者更

生相談所における補装具フォローアップの現状に関

する全国調査、 The Japan Journal of Rehabilita

tion Medicine. Vol.57. Supplement 号、S1382、20

21. 

樫本修：治療用装具と補装具の違い. 臨床リハ，32，

1176－1180，2023. 

樫本修：電動車椅子作製にまつわる実例 ―判定困

難事例―. リハビリテーション・エンジニアリング， 

38，154-157，2023. 

 

2. 学会発表 

樫本修 他、更生相談所における現状調査．第１回

補装具の効果的なフォローアップに関するシンポジ

ウム，東京，2021，2. 

高岡徹、樫本修、西嶋一智、横井剛：身体障害者更

生相談所における補装具フォローアップの現状に関

する全国調査、第58回日本リハビリテーション医学

会学術集会，京都，2021，6. 

樫本修 他、総括シンポジウム 効果的なフォロー

アップとは．第２回補装具の効果的なフォローアッ

プに関するシンポジウム，東京，2022，2. 

樫本修 他、宮城県の補装具フォローアップ事業の

検証．第３回補装具の効果的なフォローアップに関

するシンポジウム，東京，2023，2. 

樫本修 他、往復はがき形式の補装具フォローアッ

プ事業の普及・実現性の検証．第４回補装具の効果

的なフォローアップに関するシンポジウム，東京，

2024，2. 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 
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参考資料 

 

補装具フォローアップモデルに関する調査 

 

令和 3年度に全国の身体障害者更生相談所（以下更生相談所）に補装具フォローアップの体

制についてアンケート調査を行いました。その結果、更生相談所が音頭をとって補装具製作事

業者（以下事業者）がフォローアップを行う場合でも、ネックとなるのがマンパワーの問題で

した。 

そこで、平成２９年度から宮城県が行ってきた「補装具フォローアップ事業」の方法、業務

量等の詳細をここに紹介し、この内容なら貴所でも行える余地があるかどうかについて調査を

します。本事業のスタイルがモデルとして普及可能かどうか、その課題等を分析することを目

的とする調査ですので是非ともご協力をお願いいたします。 

 

 

１． 補装具フォローアップ事業の方法と流れ 

１）補装具（義肢・装具）直接判定時に事務担当者から補装具フォローアップ事業の簡単な

説明を行い、往復はがきを送付することに同意を得る。 

 

２）適合判定後約５か月時の各月１０日頃（事業者責任の９か月以内の対応が間に合うよう

に）に往復はがきを送付する。必要なデータを一覧表に入力する。 

 

３） 回答の内容に応じて以下の分類を行う。事業担当理学療法士が電話で確認、調整を行う。

必要なデータを一覧表に入力する。 

ア：担当した事業者に対応を促す者 

イ：直接の適合確認を希望する者 

ウ：特に相談を希望しない者 

 

上記アの場合、「こういう不具合があるみたいだから」と事業者に報告し、事業者が対象

者に何らかの対応をした上で結果の報告をもらう。 

上記イの場合、適合確認のための日程調整を行い直接対応する。 

その結果、 

・事業者の簡単な修理、９か月以内のアフターケアで済む場合 

（追加の公費負担は発生しない） 

・修理対応が必要なレベルで市町村への申請につなげる場合 

がある。 
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２． 事業の経費・業務量 

＊対象人口：宮城県（仙台市を除く）約１２０万人の場合 

 

１）事業に係る予算 

往復はがき送付数 年平均約３２０件×１２６円＝４０、３２０円 

           （※令和元年から４年間の実績） 

 

２）概ね取られる時間 

データ入力 約２時間/月 

発送作業  約３０分/月 

はがき印刷 約３０分/年に３～４回 

ラベル印刷 約１時間/週   計 ６～７時間/月 

 

結果に対応を要するもの（相談希望の場合等） 約５件/月 

① 業者に対応依頼するものの調整（電話連絡） 

実際の電話対応は１０～２０分であるが、連絡がなかなかつかない場合もあるので、

調整がつくまで保留となる 

② 適合確認を実施するもの（電話連絡と適合確認の日程調整） 

電話連絡は同上 

適合確認は定例の補装具相談日に行う（所内及び巡回相談） 

  

  

 上記、宮城県の補装具フォローアップ事業の概要をお読みいただき、貴都道府県市で同じよ

うな事業が可能かどうかについて、以下の質問にお答えください。 
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貴更生相談所名                       

 

問１ 貴都道府県市で同じような事業が可能でしょうか 

 

  ア 可能である   イ 不可能である   ウ どちらとも言えない 

 

 

問２ 問１で「ア」とお答えいただいた所にお尋ねします。 

 マンパワーや経費を節減するために貴更生相談所・貴自治体の状況に応じて工夫を追加する

など、事業の実現・継続可能性を高めるための何か良いアイデアがあれば教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 問１で「イ」または「ウ」とお答えいただいた所にお尋ねします。 

どのような工夫があれば貴更生相談所・貴自治体でも実現可能になりそうと思いますか。懸

念事項や課題など、気になることがあれば教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上です。ご協力どうもありがとうございました。 

 



- 94 - 

 

資料 10：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

生活期の在宅における装具フォローアップの現状調査 

 

研究分担者 菊地尚久 千葉県千葉リハビリテーションセンター センター長  

 

研究要旨 

回復期リハビリテーション病院に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退院後に装

具に関するフォローアップが切れていることが問題であると考え、広域支援センターに対して

装具作製・修理に関する調査を行った。千葉県内の広域支援センターに指定されている施設に

メールでアンケート調査を依頼した。回復期リハビリテーション病院に入院し、在宅生活へ移

行した脳卒中片麻痺患者のうち、調査時に訪問リハビリテーションを施行している者を対象と

した。下肢装具作製の有無とその種類については、退院前に装具作製ありが 15名（39.5％）

であった。調査時の下肢装具使用の有無と使用状況については、下肢装具を使用していた者は

11名（73.3％）、退院後に装具修理を行った経験があるのは 1名（9.1％）、退院後に治療用

装具を再作製した経験があるのは 4名（36.4％）、退院後に更生用装具を作製した経験がある

のは 1名（9.1％）と退院後生活期において十分なフォローアップが行われている症例は少な

かった。この理由として、退院元の病院で装具のフォローが行われていることが少ないことが

挙げられ、生活期におけるリハビリテーション科等のフォローアップの重要性が示唆された。 

また更生用装具の作製件数は非常に少なく、病院での装具交付意見書による作製など、行政で

の工夫が必要であると思われた。 

 

Ａ．研究目的 

障害者にとって義肢装具などの補装具は日々の生

活を送るうえで欠かせない用具である。したがって、

障害者総合支援法で支給された補装具が適切に、か

つ継続的に使用されることは、利用者の利便性向上

に直結する。さらには、公費の効率的な運用にもつ

ながるため重要である。 

脳卒中後の下肢装具は、支給件数が非常に多く、

もっともよく処方される補装具であるが、退院後に

装具に関するフォローアップが適切に行われず、不

適切な装具や破損した装具を使用し続けている状況

が生じている。 

脳卒中片麻痺患者では下肢麻痺に伴って内反尖足

を生じることが多く、回復期リハビリテーション病

棟で必要に応じて短下肢装具などの下肢装具を作製

する。入院でのリハビリテーション治療を行ってい

る段階では、毎日関節可動域訓練と歩行訓練を行っ

ているが、退院後には施設や訪問での維持的リハビ

リテーションを毎日行えることは少なく、痙縮の悪

化による装具の不適合が生じる可能性がある。 

これに対して障害者総合支援法による更生用装具

の作製あるいは回復期に作製した装具を修理するな

どの対応が必要であるが、更生用装具の作製には決

められた日に、決められた場所に行く必要があり、

修理の際にも業者に来てもらうか、装具を修理でき

る病院に行く必要があることが問題である。このた

め退院後に装具に関するフォローアップが適切に行

われず、不適切な装具や破損した装具を使用し続け

ている状況が生じている。 

本分担研究では、回復期リハビリテーション病院

に入院し、治療目的で下肢装具を作製した患者が退

院後に装具に関するフォローアップが切れているこ

とが問題であると考え、広域支援センターに対して

装具作製・修理に関する調査を行ったので報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

千葉県内の広域支援センターに指定されている施

設にメールでアンケート調査を依頼した。回復期リ

ハビリテーション病院に入院し、在宅生活へ移行し

た脳卒中片麻痺患者のうち、調査時に訪問リハビリ

テーションを施行している者 38名を対象とした。 
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調査項目は下肢装具作製の有無とその種類、調査

時の下肢装具使用の有無と使用状況（屋内外で実用

的に使用、屋内のみで実用的に使用、屋外のみで実

用的に使用、リハビリテーション時のみ使用）、退院

後に装具修理を行った経験の有無、退院後に治療用

装具を再作製した経験の有無、更生用装具を作製し

た経験の有無とした。 

 

（倫理面への配慮） 

研究対象者に対する人権擁護上の配慮としては、

患者個人に特定した調査は行なわず。アンケート調

査対象の医療従事者に対する調査のみとしているた

め、倫理面の問題がないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

下肢装具作製の有無とその種類については、退院

前に装具作製ありが 15名（39.5％）、装具の種類に

ついては短下肢装具が 15名（100％）、プラスチック

製短下肢装具が 12名（80％）、金属支柱付短下肢装

具が 3名（20％）であった。 

調査時の下肢装具使用の有無と使用状況について

は下肢装具を使用していた者は 11名（73.3％）、屋

内外で実用的に使用していたのは 2名（18.2％）、屋

内のみで実用的に使用していたのは 0名（0％）、屋

外のみで実用的に使用していたのは 6名（54.5％）、

リハビリテーション時のみ使用していたのは 3名

（27.2％）であった。退院後に装具修理を行った経

験があるのは 1名（9.1％）であった。退院後に治療

用装具を再作製した経験があるのは 4名（36.4％）

であった。退院後に更生用装具を作製した経験があ

るのは 1名（9.1％）であった。 

 

Ｄ．考察 

回復期リハビリテーション病棟退院後の補装具に

関するフォローアップの問題点は、回復期リハビリ

テーション病棟で体制強化加算を取っている施設基

準入院料 1の病院では専従医が外来診療を行うこと

ができないこと、病院経営的観点からみるとリハビ

リテーション科外来の開設は大きな利益を得ること

ができないので開設していない病院が多いことであ

る。これらの理由から回復期リハビリテーション病

棟退院後のリハビリテーション科外来フォローが途

切れてしまい、退院後装具の適合不良や破損が生じ

ても修理に対応できるチャンスが減ってしまうこと

となる。 

厚生労働省の資料によると更生用装具に関しては、

身体障害者更生相談所の判定により市町村が決定し、

更生相談所に来所判定することとなっている。 

千葉県の補装具判定は直接判定が主体であり、基

本的に当センターと我孫子市にある 2か所の更生相

談所、その他 8か所ある出張相談での判定業務とな

っている。来所判定の問題は日程がかなり限られて

いること、多くの利用者が家族あるいはヘルパーの

同伴が必要なことである。他の都道府県、政令指定

都市の多くは千葉県と同じく直接判定が主体である

が、補装具交付意見書で判定を行っているところも

ある。北海道、秋田県など意見書作成にあたり、記

載医師の資格要件はなしである一方、横浜市、川崎

市、神奈川県など記載医師に一定の資格を設けて意

見書主体で判定している行政機関もある。千葉県で

は利用者の利便を図るため、４年前に意見書での判

定対象を増やしてはどうかとの提案を千葉県に行い、

関係会議での検討の結果、一定の資格を持った医師

が勤務し、依頼件数が多いいくつかの病院で意見書

判定が認める方向で行うことになった。これにより

更生用装具のフォローアップが増加することを期待

している。 

千葉県内の義肢装具業者については近都県と比べ

て少ないのが特徴であり、ほとんどの業者は東京都、

埼玉県、茨城県などから来ている。更生用装具には

必要経費が含まれているとされているが、遠方から

自動車で初回判定、仮合わせあるいは完成チェック

のために来所すると、かなりの出費が必要になる。

この問題についても意見書での判定を増やすことで

この問題もある程度解決できると考えている。 

生活期における装具の専門医のフォローについて

は、回復期リハビリテーション終了後には多くの場

合、かかりつけ医のみに医療を移行してしまい、リ

ハビリテーション科医、脳神経内科医、脳神経外科

医など装具の適合、歩行、痙縮などに対するフォロ

ーができる医師が定期的に診察できる体制をとれな

いことが多く、痙縮が悪化による装具の適合不良、

破損などの問題が生じてもこれに対する対処ができ

なくなってしまうことが問題である。この問題を解
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決するにはリハビリテーション科外来を全ての回復

期リハビリテーション病棟のある病院に開設しても

らう、総合支援法による判定に関しては、在宅のリ

ハビリテーションスタッフから更生相談所への相談

を勧めること、初回に補装具判定を受けている場合

には 2回目以降は更生相談所が主体となって装具手

帳を作成する、業者から定期的なフォローを行うな

どの方策が考えられる。 

また装具フォローアップにおける地域医療連携に

ついては、装具の問題、痙縮の発生あるいは増悪を

認知し、治療を行える地域連携が必要と考えており、

医療機関、訪問看護ステーション、訪問リハスタッ

フ、ケアマネジャー、デイケアなどの施設との地域

連携、本人の訴え、装具の評価、歩行から痙縮の状

況を地域のスタッフ判断すること、その後装具の評

価、作製している機関への紹介することが必要であ

ると考えている。 

 

Ｅ．結論 

今回の結果から回復期には必要に応じて装具が作

製されているものの、退院後生活期において十分な

フォローアップが行われている症例は少ないことが

推察された。この理由として、退院元の病院で装具

のフォローが行われていることが少ないことが挙げ

られ、生活期におけるリハビリテーション科等のフ

ォローアップの重要性が示唆された。また更生用装

具の作製件数は非常に少なく、病院での装具交付意

見書による作製など、行政での工夫が必要であると

思われた。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

Tatsuki Kobayashi, Hiroaki Tsuruoka, Masayuki 

Someya, and Naohisa Kikuchi：Study on ankle fo

ot orthosis repair for patients with cerebral 

palsy. Chiba Medical J. 99E:45-50, 2023, doi:1

0.20776/S03035476-99E-5-P45 

吉村友宏，神保和正，高浜功丞．安森太一，村山尊

司，菊地尚久： 日本語版 Clinical Trunk Control 

Test の信頼性に関する検証．Jpn J Rehabil Med，

60，983-991，2023． 

菊地尚久：治療と仕事の両立支援 脳卒中．The 

Japanese Journal of Rehabilitation Medicine，60，

373-377，2023． 

菊地尚久：脊髄障害とニューロモジュレーション 脊

髄損傷後の痙縮に対するボツリヌス療法．脊髄脊髄

ジャーナル，36，158-164，2023． 

菊地尚久：都道府県支援センターにおける地域リハ

ビリテーション. 臨床リハ，32,1399-1403，2023． 

 

2. 学会発表 

菊地尚久：地域リハの継続と発展，全国地域リハビ

リテーション合同研修大会 in ちば，千葉． 

菊地尚久：高次脳機能障害者に対する千葉県での自

動者運転評価，第7回日本安全運転医療学会，千葉，

2023，12． 

菊地尚久：千葉県での補装具フォローアップについ

て．第39回日本義肢装具学会学術大会，岡山，2023，

10． 

Naohisa Kikuchi: Promotion of rehabilitation  

in integrated community care. 21th ASEAN socia

l security high level meeting, Oita Japan. 

菊地尚久：地域における包括的リハビリテーション

の過去、現在、未来．第60回日本リハビリテーショ

ン医学会学術集会，福岡，2023，6． 

菊地尚久，浅野由美，中山 一，赤荻英理 近藤美

智子：回復期脊髄損傷患者における神経障害性疼痛

の頻度と薬物療法．第60回日本リハビリテーション

医学会学術集会，福岡，2023，6． 

菊地尚久：下肢切断診療における多職種連携―義足

歩行を目指すために―リハビリテーション科医の立

場から．第96回日本整形外科学会学術集会，横浜，

 2023，5. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

 無 
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資料 11：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

補装具支給制度等におけるフォローアップ体制の有効性検証のための研究 

障害当事者による有効利用の促進 

 

研究分担者 中村隆  国立障害者リハビリテーションセンター研究所 

 

研究要旨  

切断者は他の障害者に比べて自立度が高く、適切な義肢を装着すれば非切断者と同じレベル

の社会参加が可能であるとみられがちである。しかし、切断者の少ないわが国には適切なフォ

ローアップの仕組みはなく、その能力維持は切断者任せと言える。少数ゆえに社会の中で孤立

しがちな切断者には、医療職と切断者のつながりだけでなく、切断者同士のつながりを作るこ

とによって、継続的な使用に対するモチベーションを維持することも重要である。 

本研究では、義手および義足ユーザーに対してユーザー交流と情報共有のイベントを企画す

ることによって、そのフォローアップと有効利用の促進を試みた。上肢切断者に対しては、義

手に関する情報共有の場を構築することにより、当事者による義手の有効利用の促進ができる

ものと考え、義手に関するオンラインミーティングを開催した。参加者のアンケートからその

有効性が確認された。下肢切断者に対しては、義足歩行の見直しの場として義足ウォーキング

練習会を企画した。練習内容は歩行量よりも義足の使いこなしが中心で、高齢者にも好評であ

った。走行用義足のような専用の義足を必要とせず、会場の制約も少ないことから、気軽に開

催可能であり、義足ユーザーのコミュニティとしても期待される。 

 

Ａ．研究目的 

切断者は他の障害者に比べて自立度が高く、適切

な義肢を装着すれば非切断者と同じレベルの社会参

加が可能であるとみられがちである。しかしリハビ

リテーション治療で義足歩行や義手操作方法を習得

しても、実際の生活で使い続けなければ、せっかく

身に着けた能力の維持は難しい。切断者の少ないわ

が国には適切なフォローアップの仕組みはなく、そ

の能力維持は切断者任せと言える。数が少ない切断

者は社会の中で孤立しがちであるため、医療職と切

断者のつながりだけでなく、切断者同士のつながり

を作ることによって、継続的な使用に対するモチベ

ーションを維持することも重要である。 

本研究では、義手および義足ユーザーに対してユ

ーザー交流と情報共有のイベントを企画することに

よって、そのフォローアップと有効利用の促進を試

みた。 

１） 義手オンラインミーティング 

わが国では数少ない上肢切断者に焦点を当て、義

手に対する理解を深め、新しい情報を共有する場を

構築することにより、当事者による義手の有効利用

の促進ができるものと考えた。そこで、義手に関す

るオンラインミーティングを毎年開催し、情報提供

を行った。今回、5回目の義手ミーティングをハイ

ブリッド開催した。 

２） 義足ウォーキング練習会 

義足ユーザーに対して義足歩行訓練は入院中に徹

底して行われるが、退院後のフォローはほとんどな

い。一方、義足のランニングチームは全国に広がっ

ており、義足ユーザーのコミュニティとしても有効

である。ただし、義足ユーザーは誰でも走りたいと

思っているわけではなく、ランニングには走行用の

義足も必要である。一方で、より良い歩行、よりき

れいな歩容を望むユーザーは少なくない。そこで、

義足で歩くことを再確認するとともにユーザー交流

の場として、「義足ウォーキング練習会」を開催し

た。 

Ｂ．研究方法 

１） 義手オンラインミーティング 

過去 4回の開催はオンラインであったが、新型

コロナ感染症の５類移行に伴い、今回はハイブリ

ッド開催とした。ミーティング内容としては、高
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位切断者や義手への依存度の高い両側上肢切断

者に焦点を当て、日常生活における義手の役割の

紹介とした。また、フランスより当事者かつ開発

者である NICOLAS HUCHET氏が参加し、メキシコ

で開催された国際義肢装具協会世界大会の報告

とあわせて海外の義手事情を紹介した。 

◆ 参加者の募集 

募集方法は、過去の参加者へ開催案内をメー

ル送信して通知するとともに、（社）日本義

肢装具学会や（公）日本義肢装具士協会等の

学術団体のホームページに案内を掲載した。

また、「先天四肢障害児父母の会」や「ハビ

リスジャパン」「Hand & Foot」の当事者団体

にも参加案内をした。 

◆ 実施概要 

• 開催日時：2023年 11月 18日（日） 

13：30～16：30  

• 型式：ハイブリッド開催（現地会場：マイス

テイズ新浦安カンファレンスセンター） 

◆ プログラム 

テーマ：「Skills for Life」 

 Part 1 ユーザースピーチ 

義手ユーザーによるプレゼンテーション 

肩離断者 1名 四肢切断者 2名  

 Part 2 義手に関するレクチャー 

① 「両側上肢切断者の義手と日常生活動

作」高橋功次さん（義肢装具士）  

② 「Handicapowerment : How to make 

prosthetic devices as an amputee」

NICOLAS HUCHET さん（フランス) 

 Part 3 海外の義手事情 

第 19回国際義肢装具協会世界大会（メキシ

コ）参加報告など 

◆ 参加者アンケート 

参加者にはアンケートを実施した。 

質問項目は、回答者の所属、居住地、義手と

の関わり、参加形態、義手に関する情報入手

経路、ミーティングの感想等である。 

 

２） 義足ウォーキング練習会 

◼ 参加者の募集 

国立障害者リハビリテーションセンターで義

足歩行訓練と義足製作を行った下肢切断者を

対象に参加を呼びかけた。また、義肢装具士、

運動療法士、理学療法士にも参加を呼びかけ

た。 

◼ 実施概要 

 義肢装具士、運動療法士、理学療法士の有志

による活動として実施した 

 開催時期：2022年 11月～ 隔月 1回土曜日

に開催した。 

   

（倫理面への配慮）       

義手ミーティングの参加者に対しては、ユーザー

の個人に関わる情報の守秘義務があることを説明し、

同意を得た者のみ参加可能とした。また、アンケー

トの実施においては、アンケートの回答項目には個

人を特定可能な情報は記載しないよう配慮した。ア

ンケートの実施と結果の公表については国立障害者

リハビリテーションセンター倫理委審査委員会の審

査を経て承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

１） 義手オンラインミーティング 

第 5回義手ミーティングには 161 名の参加登録が

あり、160名が参加した。そのうち、60名は現地会

場参加であった。過去５回の参加者の所属の推移を

グラフ１に示す。 

 

グラフ１ 参加者の所属の推移 

いずれの回も医療職者の参加が過半巣を占めるが、

今回は過去４回に比べてユーザーの家族の割合が多

かった。 

 

参加者に対するアンケートでは 83名の参加者から

回答を得た（回答率 52％）。 

主な結果を次に示す。 
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◼ 回答者の属性 

 

グラフ２ 回答者の所属 

 医療専門職だけでなく、当事者とその家族からも

回答をいただいた。 

 

 

グラフ３ 回答者の所在地 

関東エリアの参加者が過半数を占めるが、オンラ

ンのため全国から参加者があった。 

 

◼ 義手ユーザーとの関わり 

Q：義手ユーザーとの交流はありますか？  

 

グラフ４ 義手ユーザーとの交流 

回答者の 4分の３が義手ユーザーと交流があると答

えた。 

◼ 義手ミーティングの感想 

Q：第５回義手オンラインミーティング全体の内容は

いかがでしたか。 

 

グラフ５ ミーティングの内容について 

回答者の９割が満足と回答した。 

 

Q：このミーティングに参加して、義手について新し

く知ったことは何ですか？ 

（回答を所属ごとに分類。） 

• ユーザー・家族 

 ユーザーの知恵 

 日常生活における義手での作業 

 片側と両側の違い、上腕と前腕の違い 

 チェーンを使ったズボンの履き方や、義手の装着

方法、義手のデザインがカッコよくする取り組み 

 義手を使って車の運転が可能なこと 

 義手の方が結構多かったのに驚いています。 

• 義肢装具士 

 義手ユーザーの日常生活，社会との関わり 

 ユーザーの日常生活での使い方 

 3Dプリンタ製品のデータを公開しているホーム

ページを知ることが出来た 

 両上肢切断者の日常生活について、より詳しく知

ることができた。 

 手指手部切断用の機能的なパーツ 

• 作業療法士 

 各ユーザーさんの日常生活について 

 カナダのみなさんの集合形式での会合。日本では

考えられない開放的な雰囲気。 

 両上肢切断者の生活、運転方法 

 生活のリアルは今後の仕事の上でも大いに学ぶ機

会になった。 
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 お二人の疾患が大変珍しい疾患でいらっしゃった

ので、初めて知りました。 

 幻肢痛に関する自助グループがあることなど 

• 研究者・エンジニア 

 最近の話題を知ることができました。 

 義手ユーザーによる想いの違いや捉え方など 

 小さな感染症からでも切断に至る場合があること 

 ユーザーさんの日常生活での工夫 

• その他 

 海外の小児用義手 

 色々な義手があること 

 能動義手の日常的な使い方、工夫 

 

Q：このミーティングで得た情報は、ご自身の生活や

仕事の中でどのように役立てることができますか。 

• ユーザー・家族 

 今回得たユーザーの知恵を実践して自分なりのス

タイルを会得できればよい。 

 筋電義手ではなく能動義手に挑戦してみようと思

いました。 

 義手で出来る事の可能性の広さを知る事が出来た

ので、さらに使いこなせるようになりたいと思い

ました。 

 片腕が使えない場合には、義手だけで生活するの

で、両義手の方の義手の使い方は勉強になりまし

た。 

 ズボンを履く方法 

 娘の将来の生活に役立てる事ができる 

 将来の見通し 

 母親に両腕の能動義手を考えています。 

 色々な立場の人がいることを理解して行動するこ

と。 

 色々な工夫が、まだまだ沢山あることを知り、将

来の期待が膨らんだ 

 結構、上手に義手を使っていたので、おどろいて

います。 

• 義肢装具士 

 義手を提供する際のタイプ決定に役立つ 

 新たに義手ユーザーとなった切断者の指導，更新

の PO指導 

 ユーザー視点での義手の活用法 

 新しい手先具について、ユーザーに紹介すること

が出来るようになった 

 今担当しているユーザーに対して、また今後の義

手を作る上での知識として役立てたい。 

 ユーザーとの関わり方や支え方 

• 作業療法士 

 情報を必要とされる患者さんへの情報提供 

 両側切断者の方の入浴動作方法を知り、他の方へ

もお伝えできそうだと感じた。 

 臨床、今後の訓練やユーザーへの指導 

 養成校で講義を担当しているため、最新情報を扱

いながら講義を行うことに役立つ 

 切断や欠損のユーザーはもちろん、他の障害があ

るユーザーへの治療にも役立つ情報が満載です。 

• 研究者・エンジニア 

 今後の製作とユーザーとの接し方など 

 課題解決、ものづくりの際により柔軟な策を考え

出すのに役立てられます。 

• その他 

 両上肢切断の生活状況 

 電動義手に何が求められているのか、何が役に立

つのか考える参考になった。 

 

Q：このミーティングに参加した感想、義手について

思うことがあればお聞かせください。 

• ユーザー・家族 

 義手のユーザーとして、新しい義手の情報やユー

ザーさんがどの様に義手を使用しているかを知る

機会はなかなか得られないので、良い機会だと思

っています。ユーザーさんの前向きな姿に、自分

も頑張ろうと思う気持ちを強くしています。 

 そして私にとって義手は生活に欠かせない物です。 

 その義手がこれからもより開発され、使い易い物

になりますように期待しています。 

 継続は力なり 是非皆様と情報の共有機会の場を

継続願います 

 改めて義手の発展に協力していきたいと思いまし

た。 



- 101 - 

 

 義手ユーザーの各々前向きに努力が必要。更にそ

れを支える方たちのお仕事研究に敬意を表したい

と思います 

 オンラインでは無かった、対面で話す事で得る事

の多さを実感しました。 

 義手の特殊な使い方を知りたいです。" 

 筋電義手のハンド部分は様々あるけれど、肩継ぎ

手の部位などは、あまりなく肩が固定されると、

作業範囲や、作業ができない事も多い。 発展、

進歩してほしい。これからも、参加させて頂き、

情報収集していきたいと思います。協力できる事

があれば、精一杯やりたいと思います。 

 義手がもっと軽く、デザインがもっと選べるよう

になるといいなと思います。 

 もう少し、義手のユーザーの参加者がいたらよか

った。情報の交換の場が東京になかなかないので、

このような会で交流ができたらありがたい。 

 義手を将来使うかもしれない子どものため、どん

どん勉強したい 

 義手は、本人の生活に合うことが重要だというこ

と。また、その進化も知ることができた。まだま

だ高額な筋電義手だが、必要な人に行き渡るよう

になってもらいたい。 

• 義肢装具士 

 義手ユーザーの高齢化，減少化 

 ユーザーの意見を直接聞くことが出来るので、興

味深いです。 

 自分の作っている義手がユーザーに本当に適合し

ているのか不安になったが、まだまだ技術の研鑽

を続けてより良いものを提供できるようになりた

いと思った 

 普段の学会の様な POを含めた医療従事者からの

目線ではなく、ユーザー様目線の勉強会は少ない

ため、非常に勉強になった。 

 海外の最先端の技術は素晴らしいが、まだまだ一

般ユーザーまでは普及していないような気がする。

日本も頑張ればすぐ追いつくと思う。 

• 作業療法士 

 実際にユーザーさんと会えて良かった、対面の良

さ。 

 能動義手や電動義手の啓発は継続的にやり続ける

必要があるでしょう。その際の見せ方にも更なる

工夫が必要でしょう。 

 毎回素晴らしい会だなぁと感動するのですが、回

を重ねるごとにブラッシュアップされていてすご

いなぁと思いました。手の装具についてもっと開

発していきたい、と啓発されました。 

• 研究者・エンジニア 

 開催にあたりご尽力いただき感謝致します。次の

開催も楽しみにしています。 

 義手について、同一ユーザーがいろんな種類や普

段使っているのとは異なるメーカーの義手を使っ

て暮らし、仕事した際の使い勝手の比較をすると

どうなるのだろうかと思いました。 

• その他 

 日常生活での使用について 

 症例検討会など医療者向けのディスカッションも

あるといいと思いました 

 他業種の知識交流ができた事がよかったです。 

 

以上のように、参加者からはこのミーティング

の開催意義が広く認識され、情報共有に有効であ

ったことが示された。特に動画を使用した日常生

活の紹介や対面開催による情報交換など、教科書

のみでは得られない情報にその価値を見出す意見

が多かった。 

 

２） 義足ウォーキング練習会 

2023年 11月より７回開催した。参加者は 20代～

70代と広範囲で、毎回 5～6名の義足ユーザーが参

加した。 

 練習会は運動療法士が指導者となり、１時間半〜

２時間で実施された。参加者には安全確保のため理

学療法士または義肢装具士がペアとなってサポート

した。 

練習内容は、義足への体重の掛け方から体重移動

の確認、左右のステップ等と義足歩行の基本動作の

確認と修正を中心に行なった。参加者は日常生活で

義足歩行を行なっており、歩行能力はある程度備わ

っているため、筋力強化や歩行距離よりは左右のバ

ランスや歩容といった歩行の質に焦点が行われた。 
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会場は当初体育館を中心に行なっていたが、会場

確保の問題から、近隣にある民間のレンタルダンス

スタジオやヨガスタジオを利用した。 

 

Ｄ．考察 

１） 義手オンラインミーティング 

5回の開催のうち直近の 3回の参加登録者は 160

名前後を維持し、ミーティングが参加者に浸透して

いることを示唆している。アンケート結果よりミー

ティングが参加者にとって情報提供と情報共有の手

段として有効であることが確認された。 

 ただし、参加者は医療専門職が多く、義手ユーザ

ーは少ない。これは医療専門職の情報ニーズの高さ

を伺わせるが、逆に言えば医療専門職が専門知識を

持っていないことを裏付ける事実であり、数少ない

義手ユーザーに適切な情報を提供することが容易で

ないことを示している。 

 一方、今回は小児ユーザー（あるいは将来ユーザ

ーとなる児）の当事者団体に声がけをしたことによ

り、家族の参加者が増加した。ミーティング情報を

当事者へ伝達する経由地点としてこのような団体が

機能しうることを示していた。ユーザーへの情報提

供には情報源の信頼性が重要と考えられる。なお、

このような当事者団体が成人ユーザーにも必要であ

るが、残念ながら、筆者の知る限り成人の当事者団

体はない。 

２） 義足ウォーキング練習会 

参加者は少ないものの継続的に開催しており、参

加者のモチベーションも高い。参加者の中には明ら

かに歩行能力の向上した高齢義足ユーザーもおり、

杖に依存していた歩行が徐々に杖が不要な歩行に変

わりつつある者もいる。義足ユーザーは入院中のリ

ハビリテーションにより義足歩行の基礎はできてい

るため、退院後のわずかな介入により歩行能力が改

善する可能性があることを示唆していた。 

また、会場として利用した民間のレンタルダンス

スタジオやヨガスタジオは全身を写す大きな鏡が設

置されており、歩行時の姿勢や下肢の動きをチェッ

クするには好環境であることがわかった。 

このような練習会では、ランニングチームのよう

な走行用義足は必要なく、かつ近隣のスタジオでも

開催できることから、手軽に開催することが可能で

あり、日本各地で開催されることが期待される。 

 

 

 

Ｅ．結論 

義手および義足ユーザーに対してユーザー交流と

情報共有のイベントを企画することによって、その

フォローアップと有効利用の促進を試みた。上肢切

断者に対しては、義手に関する情報共有の場を構築

することにより、当事者による義手の有効利用の促

進ができるものと考え、義手に関するオンラインミ

ーティングを５回開催した。参加者のアンケートか

らその有効性が確認された。下肢切断者に対しては、

義足歩行の見直しの場として義足ウォーキング練習

会を企画した。練習内容は歩行量よりも義足の使い

こなしが中心で、高齢者にも好評である。走行用義

足のような専用の義足を必要とせず、会場の制約も

少ないことから、気軽に開催可能であり、義足ユー

ザーのコミュニティとしても期待される。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

  なし 

2. 学会発表 

中村隆、藤原清香、大西 謙吾、三ツ本 敦子、柴田

八衣子、中村 康二、今井大樹、樋口凱、矢野綾子．

義手に関する適切な情報提供と情報共有の在り方に

関する考察. 第39回日本義肢装具学会学術大会. 岡

山, 2023，10. 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

 無 
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資料 12：令和 5年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

分 担 研 究 報 告 書 
 

補装具利用者支援のための資料作成 

 

研究分担者 芳賀信彦 国立障害者リハビリテーションセンター 総長 

研究協力者 藤原清香 東京大学医学部附属病院リハビリテーション部 准教授 

 

研究要旨  

昨年度、補装具利用者支援のための資料作成の第一歩として、資料に医療安全の考え方を取

り入れることができるか、取り入れるとしたらどのような形が適切か、を検討する目的で、「患

者参加型医療」に関する資料を検討し、患者が医療に参加することの適否や効果についてはま

だ一定の見解がない状況であるが、「患者参加型医療」の考え方を取り入れ、ある程度統一性

をもった内容を含めた資料を作成し、可能であれば複数のルートで適切にユーザに行き渡らせ

ることが、補装具の適切なフォローアップ体制構築につながると考えた。そこで本年度、利用

者および支援者が補装具の不具合や不適合を早期に認知するためのパンフレットを制作した。

制作に際しては、利用者参加の意義を示す、破損や不適合が及ぼす影響を示す、特定の義肢装

具に限らない、実例の写真を示す、チェックポイントを簡潔にまとめる、破損や不適合を生じ

た際の対応を示す、ことに配慮した。 

 

Ａ．研究目的 

われわれは令和 2年度から 3年度までの「補装具

費支給制度等における適切なフォローアップ等のた

めの研究」の中で、補装具製作事業者等（以下事業

者）によるフォローアップの現状調査を行い、義肢

装具等のフォローアップ体制が事業者により異なり、

約 4 分の 1の事業者ではフォローアップが行われて

いないこと、積極的に義肢装具等の状態を補装具の

利用者（以下ユーザ）に問いかけている事業者が少

ないこと、ユーザから不具合の連絡があった場合の

対応が一定でないこと、一方でほとんどの事業者が

フォローアップの必要性を認識していること、を明

らかにした。またフォローアップを行っている事業

者でも、その頻度は義肢が 6(0～60)ヶ月（中央値、

（）内は範囲、以下同様）、装具：6(0～24)ヶ月、

車椅子：8(0～36)ヶ月であり、フォローアップの間

に何らかの不具合・不適合が生じる可能性は一定程

度存在することが分かった。従って、どのようなフ

ォローアップ体制を取るにしろ、ユーザ側が補装具

の不具合や不適合に気付くことが、適切な対応につ

ながる可能性を高めることになる。 

令和 4年度には、補装具ユーザ支援のための資料

作成の第一歩として、資料に医療安全の考え方を取

り入れることができるか、取り入れるとしたらどの

ような形が適切か、を検討する目的で、「患者参加

型医療」に関する資料を検討した。その結果、医療

安全では患者参加が一定の効果を挙げており、この

考え方を補装具のフォローアップに適用し、ユーザ

支援のための資料作成を進めるのが適切と考えた。 

そこで本年度は、利用者および支援者が補装具の

不具合や不適合を早期に認知するためのパンフレッ

トを制作した。 

 

Ｂ．研究方法 

昨年度までの研究成果に基づき、利用者および支

援者が補装具の不具合や不適合を早期に認知するた
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めのパンフレットの内容の草案を作成し、関係する

本研究課題の研究代表者、研究分担者、研究協力者

との間で検討した。併せて、パンフレットに収載す

る、補装具の不具合、不適合例の写真を本研究課題

の研究者の協力を得て収集した。 

パンフレットに収載する内容を決め、レイアウト

等を業者に依頼して案を作成したのち、改めて本研

究課題の研究者、更には研究分担者が所属する施設

の義肢装具士に意見を求め、修正作業を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 パンフレット制作に際しては、利用者参加の意義

を示す、破損や不適合が及ぼす影響を示す、特定の

義肢装具に限らない、実例の写真を示す、チェック

ポイントを簡潔にまとめる、破損や不適合を生じた

際の対応を示す、ことに配慮した。 

 パンフレットのタイトルを「自分で気付こう！義

肢や装具の破損や不適合」とした。文字の読みやす

さに配慮し、A4サイズで 4ページのパンフレットと

した。1ページ目は表紙に相当し、義肢や装具の破

損や不適合に自分自身で気付くことの意味を説明し

た。2－3ページ目では、破損や不適合について実例

を交えて説明したうえで、「チェックすべきポイン

ト！！」として、皮膚の状態、体の痛みや疲労感、

義肢や装具の音、部品の破損や摩耗、について簡潔

に説明した。4ページ目では、耐用年数と、破損や

不適合が生じた際の相談先について説明した（別添

資料）。 

 

Ｄ．考察 

昨年度、患者・障害者側が補装具の不適合・不具

合をどのように認知するのかが分からない、という

問題があり、それを解決する手段として、補装具の

不適合・不具合を医療あるいは福祉の安全の問題と

捉え、「患者参加型医療」の考え方を取り入れる可

能性を考えた。これは、医療安全に患者が参加する

という考え方は、この 20年で急速に広まっており、

その適否や効果についてはまだ一定の見解がないも

のの、有効性も示されていることによる。少なくと

も、利用者自身が補装具の不適合・不具合に関する

知識を身につけることにディメリットはないと考え、

今回「自分で気付こう！義肢や装具の破損や不適合」

というタイトルでパンフレットを制作した。補装具

の種類は多いが、義肢と装具に関してはある程度統

一性をもった内容を含めることが可能と考えた。今

後はどのようなルートで適切にユーザに行き渡らせ

ることが、適切なフォローアップ体制の構築につな

がるかを検討する予定である。 

 

Ｅ．結論 

利用者および支援者が補装具の不具合や不適合を

早期に認知するためのパンフレットを制作した。制

作に際しては、利用者参加の意義を示す、破損や不

適合が及ぼす影響を示す、特定の義肢装具に限らな

い、実例の写真を示す、チェックポイントを簡潔に

まとめる、破損や不適合を生じた際の対応を示す、

ことに配慮した。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

Mano H, Noguchi S, Fujiwara S, Haga N: 

Relationship between degree of disability, 

usefulness of assistive devices, and daily use 

duration: An investigation in children with 

congenital upper limb deficiencies who use upper 

limb prostheses. Assist Technol 35(2), 136-141, 

2023 

Mano H, Fujiwara S, Nishizaka C, Haga N: 

Intellectual characteristics in children with 

congenital unilateral upper limb deficiencies. 

Cureus 15(4); e37100, 2023 

 

2. 学会発表 

芳賀信彦: 障害者の自立支援とリハビリテーション

医学、第60回日本リハビリテーション医学会学術集

会、2023.7.1、福岡 

藤原清香、真野浩志、梅崎成子、西坂智佳、小林美

香、芳賀信彦、緒方徹: 遠方在住の先天性上肢形成

不全児の当院における義手診療の特徴. 第60回日本

リハビリテーション医学会学術集会，福岡，2023，6. 
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Haga N: Functioning and assistive technology f

or people with disabilities in Japan. Internat

ional Symposium on Rehabilitation Research 202

3, Seoul, 2023，9. 

木村麻美、矢野綾子、芳賀信彦: 装飾用義手の手先

具に能動フックを用いピアノ演奏が可能になった先

天性左前腕形成不全児の１例. 第39回日本義肢装具

学会学術大会，岡山, 2023, 10. 

矢野綾子、中川雅樹、田中靖紘、中村康二、中村隆、

大熊雄祐、芳賀信彦:先天性片側上肢形成不全（フォ

コメリア）児に対する義手のリハビリテーションの

経験. 第39回日本義肢装具学会学術大会，岡山, 20

23, 10. 

藤原清香、西坂智佳、山本英明、真野浩志、芳賀信

彦: 下肢切断者の更生用義足とQOL. 第7回日本リハ

ビリテーション医学会秋季学術集会，宮崎, 2023, 

11. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 無 

2. 実用新案登録 

 無 

3.その他 

 無 

 

 



  保存版 

 

 

 

 

下肢
か し

装具
そ う ぐ

 は ご自身
ご じ し ん

の大切
たいせつ

な 体
からだ

の一部
い ち ぶ

 です 

手入
て い

れをして長
なが

く大切
たいせつ

に使
つか

いましょう 

不具合
ふ ぐ あ い

がないか 定期的
て い き て き

に確認
かくにん

 しましょう！ 

下肢装具は、一人ひとりの体に合わせて個別に作製、調整しています。 

しかしながら、体の機能や体重の変化などにより、足の状態は日々変わっていきま

す。また、装具は使用方法や時間の経過とともにすり減ってしまったり、がたつきが

生じたり、破損したりすることによって、足に合わなくなってきます。 

 
 

 

  

※ 裏面
う ら め ん

にチェックポイントを掲載
け い さ い

しています 

 

 下肢装具は、脳卒中などによる麻痺や筋力の低下による不安定さを軽減し、動

かしにくくなった足の機能を補うための補装具です。 

装具を使うことで歩く、立ち上がる、ベッドへ乗り移る等日常動作が行いやすく

なり、日々体を使い活動的で健康な毎日を過ごすことを助けます。 

その他、麻痺した足先の変形や関節が硬くなることを予防する効果もあります。 

 

 
  プラスチック製短下肢装具（一例） 

主な役割

歩行、日常動作をしやすくする 

足の変形を予防・矯正する 

足の痛みを軽減・予防する 

下肢装具の機能 
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  保存版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※お持ちの補装具を作製した医療機関・補装具製作業者にご相談の上 作製にあたりお困りのことがありましたら 

下記へお問い合わせください 

横浜市障害者更生相談所・横浜市総合リハビリテーションセンター相談支援課（電話:045-473-0666 住所:港北区）  

中山福祉機器支援センター（電話:045-935-5489 住所:緑区）  

反町福祉機器支援センター（電話:045-317-5471 住所:神奈川区）  

泥亀福祉機器支援センター（電話:045-782-2988 住所:金沢区） 

横浜市地域リハビリテーション協議会 小委員会  

□ マジックバンドの付
つ

きが弱
よわ

くなった 

□ 足底
そくてい

の滑
すべ

り止
ど

めがはがれている 靴底
くつぞこ

がすり減
へ

っている 

□ プラスチックにひびが入
はい

っている 変色
へんしょく

している 

□ 立
た

ったり歩
ある

いたりするときに変
へん

な音
おと

がする 

□ 皮膚
ひ ふ

が当
あ

たって赤
あか

くなっている 痛
いた

みがある 傷
きず

ができている 

□ 足
あし

の太
ふと

さの変化
へ ん か

によってサイズが合
あ

わなくなった 

□ 以前
い ぜ ん

より歩
ある

きにくくなった 

修理・作り直しには身体障害者手帳を利用することが可能な場合があります 

お住まいの市町村（横浜市にお住まいの場合は区福祉保健センター）に 

ご相談ください 
 

補装具の修理・作り直しの申請窓口 

 

作製時期           年    月 

利用制度 □医療保険 □障害者総合支援法（身体障害者手帳）  

 □その他(                   ) 

 

作製した医療機関 

  （連絡先） 

 

補装具製作事業者 

  （連絡先） 
 

作製した補装具の概要 

※ 上記
じょうき

チェックポイントで１つでもチェックがついたり 不具合
ふ ぐ あ い

があれば 

補
ほ

装具
そ う ぐ

を作製
さくせい

した医療
いりょう

機関
き か ん

や補
ほ

装具製
そうぐせい

作事
さ く じ

業 者
ぎょうしゃ

 お住
す

まいの市町村
しちょうそん

 

（横浜市
よ こ は ま し

にお住
す

まいの場合
ば あ い

は区
く

福祉
ふ く し

保健
ほ け ん

センター）に相談
そうだん

しましょう 

- 107 -



1

2
0
2
4
年
2
月

補
装
具
費
支
給
制
度
等
に
お
け
る

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制
の
有
効
性
検
証
の
た
め
の
研
究

～
課
題
と
必
要
な
取
組
等
に
つ
い
て
～

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

障
害
者
政
策
総
合
研
究
事
業

- 108 -



2

- 109 -



3

目
次 1

.
補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
着
眼
点

2
.
補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
現
状
の
課
題

3
.
実
際
の
取
組
例

4
.
補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

1
.
製
作
事
業
者
の
役
割

2
.
更
生
相
談
所
の
役
割

3
.
自
治
体
窓
口
の
役
割

4
.
医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)の
役
割

5
.
訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・
ケ
ア
マ
ネ
等
の
役
割

6
.

IC
T
関
連
企
業
の
役
割

7
.
教
育
現
場
の
役
割

8
.
全
体
像

5
.
推
奨
事
項
リ
ス
ト

1
.
補
装
具
製
作
事
業
者

2
.
更
生
相
談
所

3
.
自
治
体
窓
口

(補
装
具
費
支
給
・
国
民
健
康
保
険
支
給

)
4
.
医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)
5
.
訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・
ケ
ア
マ
ネ
等

6
.
利
用
者
に
求
め
ら
れ
る
こ
と

使
用
す
る
用
語
に
つ
い
て

•
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

➢
利
用
者
が
補
装
具
を
適
切
に
利
用
で
き
る
よ
う

関
係
者
が
利
用
者
に
働
き
か
け
を
行
う
こ
と
。

➢
広
く
、
適
切
な
利
用
に
向
け
た
説
明
や
、
状
況

確
認
、
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
へ
の
言
及
等

を
含
む
。

•
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス

➢
補
装
具
が
磨
り
減
っ
た
り
、
ね
じ
が
ゆ
る
ん
だ
り
等
、

し
た
際
に
、
調
整
や
修
理
を
行
う
こ
と
。

- 110 -



4

1
.補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
着
眼
点

利
用
者

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時
)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中
)

治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後
)

- 111 -



5

1
.補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
着
眼
点

利
用
者

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時
)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中
)

治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後
)

着
眼
点
①

補
装
具
利
用
者
に
対
す
る

効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

- 112 -



6

1
.補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
着
眼
点

利
用
者

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時
)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中
)

治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後
)

着
眼
点
②

治
療
用
装
具
利
用
者
の

補
装
具
利
用
へ
の
ス
ム
ー

ズ
な
移
行

- 113 -



7

2
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適
正
利
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現
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)

#
場
面

課
題

1
補
装
具
の
判
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～
引
渡
し

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果
的
に
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え
ら
れ
て
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な
い
。

➢
判
定
～
引
渡
し
の
中
で
、
利
用
者
に
伝
え
ら
れ
る
情
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が
多
く
、
利
用
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な
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。
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用
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メ
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必
要
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が
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伝
わ
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な
い
。

➢
書
類
判
定
の
場
合
、
更
生
相
談
所
は
利
用
者
と
対
話
が
で
き
ず
、
全
体
と
し
て
利
用
者
に
情
報
を
届
け
る

機
会
自
体
が
少
な
い
。
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渡
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利
用
者
の
補
装
具
の
状
況
に
つ
い
て
、
効
果
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
え
て
い
な
い
。

➢
地
域
の
リ
ハ
関
係
者
が
、
患
者
の
補
装
具
の
状
況
に
つ
い
て
注
意
を
払
え
て
い
な
い
。

➢
地
域
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
関
係
者
が
、
補
装
具
を
利
用
し
て
い
る
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
に
一
声
か
け
ら
れ
て
い
な

い
。

➢
製
作
事
業
者
・
更
生
相
談
所
・
自
治
体
等
は
、
往
復
は
が
き
の
送
付
や
電
話
、
定
期
訪
問
等
を
行
っ
て
い

る
所
も
あ
る
が
、
限
定
的
で
あ
る
。

3
利
用
者
は
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
認
識
し
て
い
て
も
、
特
に
地
方
に
お
い
て
は
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
に
出
せ
る
機

会
が
少
な
い
（
製
作
事
業
者
や
更
生
相
談
所
ま
で
の
地
理
的
距
離
が
遠
い
）
。

4
利
用
者
自
身
に
も
、
自
身
の
利
用
す
る
補
装
具
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
把
握
す
る
意
識
が
乏
し
い
。

➢
い
つ
、
ど
の
製
作
事
業
者
で
補
装
具
を
製
作
し
た
の
か
覚
え
て
い
な
い

(管
理
し
て
い
な
い
）
。

着
眼
点
①
補
装
具
利
用
者
に
対
す
る
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
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8

#
場
面

課
題

5
治
療
用
装
具

の
製
作

(入
院
中

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て
い
な
い
。

➢
回
復
期
リ
ハ
病
院
に
お
け
る
、
更
生
用
装
具
の
案
内
に
対
す
る
認
識
／
理
解
の
不
足
が
あ
る
。

➢
自
治
体
に
お
い
て
治
療
用
装
具
に
関
す
る
手
続
き
と
更
生
用
装
具
に
関
す
る
手
続
き
を
行
う
窓
口
が
異
な

る
た
め
、
情
報
の
連
携
が
な
さ
れ
な
い
。

6
治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て
い
な
い
。

➢
回
復
期
リ
ハ
病
院
に
お
い
て
、
外
来
対
応
の
際
に
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
を
案
内
で
き
て
い
な
い
。

➢
製
作
事
業
者
が
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
を
勧
め
ら
れ
て
い
な
い
。

➢
日
々
、
利
用
者
と
接
す
る
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
や
ケ
ア
マ
ネ
等
が
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
を
勧
め
ら
れ
て
い
な
い
。

着
眼
点
②
治
療
用
装
具
利
用
者
の
補
装
具
利
用
へ
の
ス
ム
ー
ズ
な
移
行

2
.補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
現
状
の
課
題

(2
/2

)
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9

3
.実
際
の
取
組
例

(1
/5

)

[補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

]
課
題

1
.利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果
的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

⚫
北
九
州
市
や
横
浜
市
に
よ
る
チ
ラ
シ
の
配
布

こ
う
な
っ
た
ら
、
医
師

や
製
作
事
業
者
に

相
談
を
し
ま
し
ょ
う
、

と
い
う
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

北
九
州
市
提
供
資
料
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1
0

3
.実
際
の
取
組
例

(2
/5

)

[補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)]
課
題

2
.関
係
者
が
利
用
者
の
補
装
具
の
状
況
に
つ
い
て
、
効
果
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
え
て
い
な
い
。

⚫
宮
城
県
更
生
相
談
所
に
よ
る
往
復
は
が
き
の
送
付

気
に
な
る
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
か
？
等
、

利
用
状
況
を
確
認

宮
城
県
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
提
供
資
料
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1
1

3
.実
際
の
取
組
例

(3
/5

)

[補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)]
課
題

4
.利
用
者
自
身
に
も
、
自
身
の
利
用
す
る
補
装
具
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
把
握
す
る
意
識
が
乏
し
い
。

⚫
P
O
ラ
ボ
・
北
九
州
市
等
で
活
用
さ
れ
た
補
装
具
管
理
手
帳

株
式
会
社
P
.O
.ラ
ボ
／
大
阪
医
科
薬
科
大
学
医
学
研
究
科
修
士
課
程
大
谷
巧
様
ご
提
供
資
料
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1
2

3
.実
際
の
取
組
例

(4
/5

)

[治
療
用
装
具
の
作
製

(入
院
中

)]
課
題

4
.利
用
者
自
身
に
も
、
自
身
の
利
用
す
る
補
装
具
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
把
握
す
る
意
識
が
足
り
な
い
。

⚫
当
事
者
が
集
ま
り
交
流
を
行
う
会
の
開
催
・
情
報
交
流
会

ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
練
習
会

義
手
オ
ン
ラ
イ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

専
門
職
と
当
事
者
が
同
じ
知
識
・
情
報
を
供
す
る
場
を
設
置
。

5
回
に
わ
た
っ
て
開
催
し
、
毎
回
1
0
0
名
以
上
が
参
加
し
た
。

入
院
中
の
歩
行
練
習
で
得
た
、
体
重
の
か
け
方
や
義
足
の
使
い

こ
な
し
に
つ
い
て
も
う
一
度
見
直
す
機
会
を
設
定
し
た
。
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1
3

3
.実
際
の
取
組
例

(5
/5

)

[治
療
用
装
具
の
作
製

(入
院
中

)]
課
題

5
.治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て
い
な
い
。

⚫
回
復
期
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・
地
域
の
支
援
者
向
け
の
研
修
会
の
実
施
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1
4

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

利
用
者

/
当
事
者
団
体

製
作
事
業
者

更
生
相
談
所

IC
T
関
連
企
業

訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ

ケ
ア
マ
ネ
等

医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ
等

)

自
治
体
窓
口

教
育
現
場

公
的
機
関
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1
5

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

1
補
装
具
の
判
定
～

引
渡
し

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効

果
的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

補
装
具
判
定

～
引
渡
し

利
用
者
に
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
適
正
利
用
や
メ
ン

テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
伝
え
た
り
、
様
子
を
確

認
し
た
り
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
。

(適
合
中
の
口
頭
説
明
だ
け
で
な
く）

2
補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)
関
係
者
が
利
用
者
の
補
装
具
の
状
況

に
つ
い
て
、
効
果
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を

行
え
て
い
な
い
。

補
装
具

引
渡
し
後

(日
常
利
用

時
)

利
用
者
へ
適
宜
連
絡
す
る
。

➢
電
話
、
D

M
の
発
送
、
定
期
訪
問
等
に
よ
り
、
利

用
者
の
状
況
確
認
や
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性

を
周
知
す
る
。

オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
状
況
確
認
を
実
施
す
る
。

➢
補
装
具
の
状
態
を
、
対
面
で
は
な
くオ
ン
ラ
イ
ン
で

確
認
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
す
る
。

4
利
用
者
自
身
に
も
、
自
身
の
利
用
す
る

補
装
具
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
把
握
す
る

意
識
が
乏
し
い
。

補
装
具
判
定

～
引
渡
し

補
装
具
に
Q
R
コ
ー
ド
等
情
報
を
貼
り
付
け
る
。

➢
補
装
具
に
補
装
具
に
関
す
る
情
報
を
参
照
可

能
な

Q
R
コ
ー
ド
等
を
貼
り
付
け
て
、
利
用
者
が

確
認
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

補
装
具
管
理
手
帳
の
配
布
・ア
プ
リ
の
紹
介
を
す
る
。

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

1
.製
作
事
業
者
の
役
割

(1
/2

)
製
作
事
業
者

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

1
2

4
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1
6

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

5
治
療
用
装
具

の
製
作

(入
院
中

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具

へ
の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

治
療
用
装
具

の
製
作

(入
院
中

)

補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
利
用
者
に
説
明
す
る
。

➢
治
療
用
装
具
の
引
渡
し
の
際
に
、
更
生
用
装
具

へ
の
移
行
に
つ
い
て
情
報
提
供
す
る
。

6
治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

) 

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具

へ
の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

) 

補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
利
用
者
に
説
明
す
る
。

➢
電
話
、
D

M
の
発
送
、
定
期
訪
問
等
に
よ
り
、
利

用
者
に
補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
情
報
提
供

す
る
。

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

1
.製
作
事
業
者
の
役
割

(2
/2

)
製
作
事
業
者

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)
5

6
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1
7

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

1
補
装
具
の

判
定
～

引
渡
し

メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果
的
に
伝
え

ら
れ
て
い
な
い
。

補
装
具
判
定

～
引
渡
し

適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て

説
明
す
る
。

例 •
「
す
り
減
っ
た
り
ゆ
る
ん
だ
り
し
た
ら
、
か
か
り
つ
け
医
で

も
製
作
事
業
者
で
も
よ
い
の
で
相
談
し
て
く
だ
さ
い
」

•
「
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
方
法
に
つ
い
て
、
製
作
事
業
者

に
確
認
し
て
お
い
て
く
だ
さ
い
」
等

チ
ラ
シ
の
配
布
・
補
装
具
管
理
手
帳
の
配
布
・ア
プ

リ
の
紹
介
を
す
る
。

更
生
相
談
所

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

2
.更
生
相
談
所
の
役
割 補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

1
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1
8

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

1
補
装
具
の
判

定
～
引
渡
し

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果

的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

補
装
具
の
判

定
～
引
渡
し

チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ン
ナ
ン

ス
の
必
要
性
や
適
切
な
使
い
方
に
つ
い
て
伝
え
る
。

職
員
相
談
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
案

内
や
適
切
な
使
い
方
に
つ
い
て
案
内
す
る
こ
と
を
行
う

こ
と
を
追
記
す
る
。

5
治
療
用
装
具

の
製
作

(入
院
中

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ

の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

治
療
用
装

具
の
費
用
申

請
受
付
時

治
療
用
装
具
の
申
請
窓
口
に
て
、
更
生
用
装
具
の

案
内
を
実
施
す
る
。

•
更
生
用
装
具
に
関
す
る
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
を
配
布

•
更
生
用
装
具
に
関
す
る
窓
口
の
紹
介

自
治
体
窓
口

5

1

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

3
.自
治
体
窓
口
の
役
割
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1
9

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

5
治
療
用
装
具

の
製
作

(入
院
中

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ

の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

回
復
期
リ
ハ

で
治
療
用

装
具

利
用
時

補
装
具
費
支
給
制
度
や
補
装
具
に
つ
い
て
説
明
す

る
。 •
障
害
者
手
帳
の
取
得
方
法

•
補
装
具
に
つ
い
て

➢
補
装
具
費
支
給
制
度

➢
個
別
補
装
具
の
身
体
へ
の
適
合
確
認

➢
地
域
の
更
生
相
談
所
、
製
作
事
業
者
等

補
装
具
へ
の
移
行
を
利
用
者
に
説
明
・
紹
介
す
る
。

6
治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ

の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

退
院
後
に

治
療
用

装
具

利
用
時

（
装
具
外
来
を
開
設
し
）
装
具
外
来
の
中
で
、
更

生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
伝
え
る
。

医
療
機
関

（
回
復
期
リ
ハ
）

5
6

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

4
.医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)の
役
割
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2
0

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

5
治
療
用
装
具
の

製
作

(入
院
中

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い

て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て
い
な
い
。

回
復
期
リ
ハ
で

治
療
用
装
具

利
用
時

補
装
具
費
支
給
制
度
や
補
装
具
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

補
装
具
へ
の
移
行
を
利
用
者
に
説
明
・
紹
介
す
る
。

6
治
療
用
装
具
の

日
常
利
用

(退
院

後
)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い

て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て
い
な
い
。

退
院
後
に

治
療
用
装
具

利
用
時

（
装
具
外
来
を
開
設
し
）
装
具
外
来
の
中
で
、
更
生
用
装
具
へ
の

移
行
に
つ
い
て
伝
え
る
。

1
補
装
具
の
判

定
～
引
渡
し

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果

的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

更
生
用
装

具
へ

移
行
時

利
用
者
に
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
適
正
利
用
や
メ
ン

テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
伝
え
た
り
、
様
子
を
確

認
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
う
。

(適
合
中
の
口
頭
説
明
だ
け
で
な
く）

2
補
装
具

引
渡
し
後

(日
常
利
用

時
)

関
係
者
が
利
用
者
の
補
装
具
の
状
況
に
つ
い

て
、
効
果
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
え
て
い
な

い
。

➢
地
域
の
リ
ハ
関
係
者
が
、
患
者
の
補
装
具

の
状
況
に
つ
い
て
注
意
を
払
え
て
い
な
い
。

退
院
後
に

装
具
外
来
に

訪
問
時

利
用
者
の
補
装
具
利
用
状
況
を
確
認
し
、
必
要
に

応
じ
て
修
理
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
、
困
っ
た
時
の
連
絡
先

等
を
案
内
す
る
。

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

4
.医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

-装
具
外
来
有
り
)の
役
割

1
2

5
6

医
療
機
関

（
回
復
期
リ
ハ
）

装
具
外
来
有
り

- 127 -



2
1

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

2
補
装
具
引
渡

し
後

(日
常
利
用

時
)

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果

的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

補
装
具

引
渡
し
後

(日
常
利
用

時
)

<
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
>

補
装
具
・
制
度
の
理
解
に
関
し
て
自
己
研
鑽
す
る
。

補
装
具
の
チ
ェ
ッ
ク
、
利
用
者
へ
の
声
掛
け
を
行
う
。

➢
補
装
具
の
状
態
（
身
体
へ
の
適
合
の
状
態
）

等
に
つ
い
て
利
用
者
に
確
認
す
る
。

➢
効
果
的
な
使
い
方
や
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性

に
つ
い
て
説
明
す
る
。

＜
ケ
ア
マ
ネ
等
＞

補
装
具
・
制
度
の
理
解
に
関
し
て
自
己
研
鑽
す
る
。

補
装
具
を
利
用
し
て
い
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
へ

声
掛
け
を
行
う
。

➢
専
門
的
な
声
掛
け
で
な
くと
も
「補

装
具
大
丈

夫
？
」
で
も
よ
い
。

➢
異
変
を
感
じ
た
ら
、
製
作
事
業
者
や
医
師
・
リ
ハ

職
へ
の
相
談
を
勧
め
る
。

6
治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

) 

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ

の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

<
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
>

治
療
用
装
具
か
ら
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い

て
声
掛
け
を
行
う
。

2

6

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

5
.訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・ケ
ア
マ
ネ
等
の
役
割
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2
2

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

治
療
用
装
具
の
製
作

(入
院
中

)
治
療
用
装
具
の
日
常
利
用

(退
院
後

)

関
連
す
る
課
題

必
要
な
取
組

#
場
面

課
題

場
面

取
組

1
補
装
具
の
判

定
～
引
渡
し

利
用
者
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
効
果

的
に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
。

引
渡
し
後

(日
常
利
用

時
)

利
用
者
が
補
装
具
情
報
を
管
理
で
き
る
ア
プ
リ
を

運
用
す
る
。

•
補
装
具
利
用
者
が
利
用
す
る
ア
プ
リ
上
で
、
補

装
具
に
関
す
る
情
報
（
製
作
時
期
、
製
作
事

業
者
、
担
当
者
、
耐
用
年
数
、
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
方

法
等
）
を
管
理
す
る
。

利
用
者
に
補
装
具
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
時
期
を
通
知
で

き
る
ア
プ
リ
を
運
用
す
る
。

•
定
期
的
に
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
ア
プ

リ
が
利
用
者
に
通
知
す
る
。

「
定
期
的
」
の
例

➢
耐
用
年
数
経
過
時

➢
半
年
ご
と

➢
利
用
者
が
設
定
し
た
期
間
ご
と
等

2
補
装
具

引
渡
し
後

(日
常
利
用

時
)

関
係
者
が
利
用
者
の
補
装
具
の
状
況
に
つ

い
て
、
効
果
的
に
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
え
て
い

な
い
。

4
利
用
者
自
身
に
も
、
自
身
の
利
用
す
る
補
装

具
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
把
握
す
る
意
識
が
乏

し
い
。

6
治
療
用
装
具

の
日
常
利
用

(退
院
後

)

治
療
用
装
具
の
利
用
者
に
、
更
生
用
装
具
へ

の
移
行
に
つ
い
て
効
果
的
な
案
内
が
で
き
て

い
な
い
。

1
2

4

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

6
.I

C
T
関
連
企
業
の
役
割

6
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2
3

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

7
.基
盤
と
し
て
整
理
が
必
要
な
こ
と

⚫
教
育
現
場
に
お
け
る
補
装
具
関
連
の
教
育
の
充
実

【現
状
】

•
…

•
…

【望
ま
し
い
姿
】

•
補
装
具
費
支
給
制
度
の
内
容
や
、
補
装
具
申
請
の
流
れ
、
補
装
具
の
種

類
ご
と
に
利
用
者
へ
の
適
合
確
認
の
際
の
留
意
点
等
、
利
用
者
に
適
切
な

補
装
具
利
用
を
促
せ
る
よ
う
な
知
識
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
。

⚫
現
職
医
療
職
に
対
す
る
研
修
会
の
開
催

【望
ま
し
い
姿
】

•
地
域
の
医
療
職
に
、
補
装
具
費
支
給
制
度
や
補
装
具
に
関
す
る
研
修
を

継
続
し
て
実
施
す
る
。

⚫
補
装
具
判
定
を
受
け
ら
れ
る
医
療
機
関
や
手
段
の
充
実

【現
状
】

•
特
に
地
方
に
お
い
て
は
、
補
装
具
判
定
を
受
け
る
た
め
に

•
…

【望
ま
し
い
姿
】

•
書
類
判
定
業
務
を
行
え
る
拠
点
病
院
を
増
や
し
、
地
方
に
お
い
て
も
補
装

具
の
利
用
や
修
理
申
請
を
利
用
者
が
行
い
や
す
くす
る
。

•
オ
ン
ラ
イ
ン
判
定
を
可
能
と
す
る
こ
と
で
、
地
方
の
方
、
忙
し
くて
直
接
判
定
に

訪
れ
な
い
方
で
も
、
申
請
・支

給
を
行
い
や
す
くす
る
。

⚫
当
事
者
同
士
や
地
域
の
医
療
職
が
補
装
具
に
関
す
る
情
報
交

換
を
行
う
仕
組
み

【現
状
】

•
さ
れ
た
義
手
セ
ミ
ナ
ー
に
お
い
て
、
医
療
職
か
ら
の

【望
ま
し
い
姿
】

•
治
療
用
装
具
ま
た
は
補
装
具
を
利
用
さ
れ
て
い
る
当
事
者
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
等
を
通
じ
て
、
日
々
の
利
用
方
法
や
、
困
っ
た
と
き
の
相
談
先

等
に
つ
い
て
情
報
交
換
を
し
た
り
、
医
療
職
か
ら
情
報
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。

【現
状
】

•
特
に
地
方
に
お
い
て
は
、
更
生
相
談
所
や
製
作
事
業
者
へ
の

ア
ク
セ
ス
が
距
離
的
に
難
し
い
。

【現
状
】

•
理
学
療
法
士
養
成
施
設
、
作
業
療
法
士
養
成
施
設
の

教
育
に
お
い
て
補
装
具
費
支
給
制
度
に
関
す
る
知
識
を

深
め
る
機
会
が
少
な
い
。

【現
状
】

•
当
研
究
内
の
義
手
セ
ミ
ナ
ー
に
お
い
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
に
よ
る
情

報
過
多
の
現
代
に
お
い
て
、
医
療
職
か
ら
の
情
報
提
供
の
重
要
性
と

共
に
、
当
事
者
同
士
で
の
情
報
交
換
の
重
要
性
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。

•
し
か
し
な
が
ら
、
当
事
者
が
情
報
交
換
を
で
き
る
機
会
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。

【現
状
】

•
補
装
具
費
支
給
制
度
に
関
す
る
研
修
会
を
、
当
研
究
内

で
各
地
で
開
催
し
た
。

•
受
講
者
か
ら
「治

療
用
と
更
生
用
の
支
給
の
目
的
や
制
度

の
違
い
、
装
具
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
等
の
整
理
が
で
き
た
」と

い
っ
た
声
が
あ
っ
た
。

医
療
職
の
補
装
具
に
関
す
る
知
識
向
上

利
用
者
に
と
っ
て
の
利
便
性
向
上

当
事
者
の
「
知
る
」機

会
の
増
加
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2
4

基
盤
と
な
る
取
組

4
.補
装
具
利
用
者
へ
の
効
果
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
た
め
に
目
指
す
姿

8
.全
体
像 •利

用
者
自
身
が
、
補
装
具
の
適
切
な
利
用
方
法
を
理
解
し
、
適
切
な
利
用
を
行
う
と
共
に
、
必
要
な
際
は
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
依
頼
を
行
う
。

•関
係
者
が
、
利
用
者
が
補
装
具
を
適
切
に
利
用
で
き
る
よ
う
、
場
面
毎
に
フ
ォ
ロ
ー
す
る
。

補
装
具
の
判
定
～
引
渡
し

補
装
具
引
渡
し
後
(日
常
利
用
時
)

治
療
用
装
具
の
製
作
(入
院
中
)

治
療
用
装
具
の
日
常
利
用
(退
院
後
)

製
作
事
業
者

自
治
体
窓
口

（
医
療
保
険
)

医
療
機
関

（
回
復
期
リ
ハ
）

移
行
説
明

窓
口
案
内

チ
ラ
シ
等
配
布

Q
R
コ
ー
ド

製
作
事
業
者

更
生
相
談
所 適
正
利
用
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の

必
要
性
説
明

補
装
具
管
理

手
帳
配
布

補
装
具
管
理

手
帳
配
布

ア
プ
リ
紹
介

自
治
体
窓
口

(補
装
具
費
)

チ
ラ
シ
等
配
布

適
正
利
用
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
案
内

医
療
機
関

（
回
復
期
リ
ハ
）

製
作
事
業
者

利
用
者
へ
連
絡

オ
ン
ラ
イ
ン
確
認

訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ

ケ
ア
マ
ネ
等

チ
ェ
ッ
ク
・
声
掛
け

製
作
事
業
者

移
行
説
明

訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ

ケ
ア
マ
ネ
等

チ
ェ
ッ
ク
・
声
掛
け

目
指
す
姿

医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ
)

医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ
)

教
育
現
場

補
装
具
教
育
増
加

更
生
相
談
所

研
修
会
の
開
催

管
理
・
通
知

ア
プ
リ
運
用

IC
T
関
連
企
業

拠
点
病
院
の
確
立

書
類
判
定
増
加

オ
ン
ラ
イ
ン
判
定

利
用
者
を
含
む

関
係
者
の
情
報
共
有
の
場

当
時
者
の
「知
る
」

機
会
の
増
加
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2
5

5
.推
奨
事
項
リ
ス
ト

1
.補
装
具
製
作
事
業
者

#
場
面

実
施
事
項

1

補
装
具
判
定
～
引
渡
し

□
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
補
装
具
の
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
伝
え
ま
し
ょ
う
。

2
□

補
装
具
に

Q
R
コ
ー
ド
等
情
報
を
貼
り
付
け
て
、
利
用
者
が
後
々
確
認
で
き
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

3
□

補
装
具
管
理
手
帳
を
配
布
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
は
、
補
装
具
管
理
可
能
な
ス
マ
ホ
ア
プ
リ
を
紹
介
し
ま
し
ょ
う
。

4
補
装
具
引
渡
し
後

(日
常
利
用
時

)

□
利
用
者
に
電
話
、
D

M
の
発
送
や
定
期
訪
問
を
通
じ
て
、
補
装
具
の
状
態
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

5
□

訪
問
に
よ
る
確
認
が
難
し
い
場
合
に
備
え
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
状
況
を
確
認
で
き
る
よ
う
に
環
境
を
整
備
し
ま

し
ょ
う
。 ～
治
療
用
装
具
を
利
用
し
て
い
る
方
に
対
し
て
～

6
入
院
中

□
補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
、
利
用
者
に
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

7
退
院
後

□
利
用
者
に
電
話
、
D

M
の
発
送
や
定
期
訪
問
を
通
じ
て
、
補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
情
報
提
供
を
し
ま

し
ょ
う
。

■
補
装
具
製
作
事
業
者

- 132 -



2
6

5
.推
奨
事
項
リ
ス
ト

2
.更
生
相
談
所

#
場
面

実
施
事
項

1

補
装
具
判
定
～
引
渡
し

□
補
装
具
の
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
直
接
、
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

(直
接
判
定
の
際
）

2
□

補
装
具
の
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
関
す
る
チ
ラ
シ
を
配
布
し
ま
し
ょ
う
。

3
□

補
装
具
管
理
手
帳
を
配
布
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
は
、
補
装
具
管
理
可
能
な
ス
マ
ホ
ア
プ
リ
を
紹
介
し
ま
し
ょ
う
。

補
装
具
の
適
切
な
利
用
に
向
け
た
基
盤
と
な
る
取
組

4
適
宜

□
補
装
具
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
必
要
性
に
関
す
る
研
修
会
を
開
催
し
ま
し
ょ
う
。

補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
て
更
生
相
談
所
が
中
心
と
な
っ
て
推
し
進
め
て
い
く
取
組

5

制
度
面

□
書
類
判
定
業
務
を
担
え
る
拠
点
病
院
が
増
え
る
よ
う
に
、
行
政
に
働
き
か
け
や
協
力
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

6
□

オ
ン
ラ
イ
ン
判
定
を
行
え
る
よ
う
に
、
行
政
に
働
き
か
け
や
協
力
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

7
運
用
面

□
製
作
事
業
者
や
自
治
体
、
医
療
機
関
（
回
復
期
リ
ハ
）
、
地
域
の
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
等
が
、
本
日
紹
介
の
取

組
み
を
推
進
で
き
る
よ
う
地
域
ご
と
に
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
ま
し
ょ
う
。

■
更
生
相
談
所
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2
7

5
.推
奨
事
項
リ
ス
ト

3
.自
治
体
窓
口

(補
装
具
費
支
給
・国

民
健
康
保
険
支
給

)

#
場
面

実
施
事
項

1
事
前
準
備

□
治
療
用
装
具
の
申
請
窓
口
に
て
、
更
生
用
装
具
の
案
内
を
実
施
で
き
る
よ
う
、
治
療
用
装
具
の
申
請
窓

口
と
事
前
に
協
力
体
制
を
構
築
し
ま
し
ょ
う
。

2
補
装
具
判
定
～
引
渡
し

□
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
伝
え
ま
し
ょ
う
。

■
自
治
体
窓
口

(補
装
具
費
支
給
）

#
場
面

実
施
事
項

3
治
療
用
装
具
の
費
用
申
請

受
付
時

□
治
療
用
装
具
の
申
請
窓
口
に
て
、
更
生
用
装
具
の
案
内
を
実
施
し
ま
し
ょ
う
。

■
自
治
体
窓
口

(国
民
健
康
保
険
支
給
）
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2
8

5
.推
奨
事
項
リ
ス
ト

4
.医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)

#
場
面

実
施
事
項

1
治
療
用

装
具

利
用
時

入
院
中

□
補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
、
利
用
者
に
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

2
退
院
後

□
装
具
外
来
を
開
設
し
、
装
具
外
来
の
中
で
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
伝
え
ま
し
ょ
う
。

■
医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)_
装
具
外
来
無
し
の
場
合

■
医
療
機
関

(回
復
期
リ
ハ

)_
装
具
外
来
有
り
の
場
合

#
場
面

実
施
事
項

1
治
療
用

装
具

利
用
時

入
院
中

□
補
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
、
利
用
者
に
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

2
退
院
後

□
装
具
外
来
の
中
で
、
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
伝
え
ま
し
ょ
う
。

3
更
生
用

装
具

利
用
時

移
行
時

□
チ
ラ
シ
等
を
配
布
し
、
適
切
な
利
用
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
伝
え
ま
し
ょ
う
。

4
退
院
後

□
利
用
者
の
補
装
具
利
用
状
況
を
確
認
し
、
必
要
に
応
じ
て
修
理
や
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
、
困
っ
た
時
の
連
絡
先

等
を
案
内
し
ま
し
ょ
う
。
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2
9

5
.推
奨
事
項
リ
ス
ト

5
.訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・ケ
ア
マ
ネ
等

#
場
面

実
施
事
項

1
適
宜

□
•
補
装
具
・
制
度
の
理
解
に
関
す
る
自
己
研
鑽
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

2
補
装
具
の

日
常
利
用
時

□

<
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
>

•
補
装
具
の
状
態
（
身
体
へ
の
適
合
状
態
等

)に
つ
い
て
、
利
用
者
に
伺
い
ま
し
ょ
う
。

•
必
要
に
応
じ
て
、
利
用
者
に
補
装
具
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
に
つ
い
て
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

<
ケ
ア
マ
ネ
等

>
•
補
装
具
を
利
用
し
て
い
る
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
へ
「補

装
具
大
丈
夫
？
」等

の
声
掛
け
を
し
ま
し
ょ
う
。

•
も
し
異
変
を
感
じ
た
ら
、
製
作
事
業
者
や
医
師
・
リ
ハ
職
へ
の
相
談
を
勧
め
ま
し
ょ
う
。

3
治
療
用
装
具
の

日
常
利
用
時

□
<
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
>

治
療
用
装
具
か
ら
更
生
用
装
具
へ
の
移
行
に
つ
い
て
、
利
用
者
に
声
掛
け
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

■
訪
問
リ
ハ
ス
タ
ッ
フ
・
ケ
ア
マ
ネ
等
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3
0

6
.利
用
者
に
求
め
ら
れ
る
こ
と
(1

/2
)

1
.自
身
が
利
用
し
て
い
る
補
装
具
の
製
作
時
期
や
、
製
作
事
業
者
名
の
記
録
と
管
理
を
す
る
。

•
過
去
の
調
査
で
は
、
「
補
装
具
を
ど
こ
で
製
作
し
た
か
、
い
つ
製
作
し
た
か
覚
え
て
い
な
い
」
と
い
う

利
用
者
か
ら
の
意
見
が
挙
が
っ
て
い
た
。

•
補
装
具
管
理
手
帳
、
ア
プ
リ
等
、
い
く
つ
か
記
録
・管

理
を
す
る
手
段
が
あ
る
た
め
、
是
非
活
用
し
、

自
身
が
利
用
し
て
い
る
補
装
具
の
製
作
時
期
や
、
製
作
事
業
者
名
を
忘
れ
な
い
よ
う
に
し
て
い
た

だ
き
た
い
。

2
.補
装
具
が
ど
う
い
う
状
態
に
な
っ
た
ら
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
が
必
要
な
の
か
把
握
し
、
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
を

適
宜
実
施
す
る
。

•
製
作
事
業
者
、
更
生
相
談
所
、
医
療
機
関
、
自
治
体
等
に
補
装
具
が
ど
の
よ
う
な
状
態
に
な
る

と
メ
ン
テ
ン
ナ
ン
ス
が
必
要
な
の
か
を
質
問
す
る
よ
う
に
し
て
ほ
し
い
。
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
を
用
意
し
て
い
る

機
関
も
あ
る
。

•
自
身
で
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
必
要
性
を
理
解
し
、
必
要
だ
と
感
じ
た
ら
適
宜
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
相

談
し
た
り
、
利
用
者
自
身
で
適
切
な
利
用
と
な
る
よ
う
利
用
方
法
を
見
直
し
て
ほ
し
い
。

こ
こ
ま
で
、
利
用
者
の
適
切
な
補
装
具
利
用
に
向
け
て
、
関
係
者
が
ど
の
よ
う
な
役
割
を
担
う
と
良
い
か
を
整

理
し
て
き
た
。
当
然
、
利
用
者
側
に
も
補
装
具
の
適
正
利
用
に
向
け
た
意
識
が
必
要
と
な
る
。

利
用
者
に
求
め
ら
れ
る
こ
と
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3
1

6
.利
用
者
に
求
め
ら
れ
る
こ
と
(2

/2
)

3
.補
装
具
の
適
切
な
利
用
に
関
す
る
相
談
先
を
知
っ
て
お
く
。

•
ね
じ
が
緩
ん
で
い
る
な
、
マ
ジ
ッ
ク
テ
ー
プ
が
剥
が
れ
て
き
た
な
、
補
装
具
が
身
体
に
合
わ
な
く
な
っ
て

き
た
か
も
、
と
感
じ
た
ら
以
下
に
相
談
を
し
ま
し
ょ
う
。

相
談
先
の
例

➢
補
装
具
製
作
事
業
者

➢
地
域
の
更
生
相
談
所

➢
地
域
の
医
療
機
関
の
装
具
外
来

➢
地
域
の
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
・か
か
り
つ
け
医

➢
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

➢
自
治
体
窓
口

等
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3
2

厚
生
労
働
科
学
研
究
費
補
助
金

障
害
者
政
策
総
合
研
究
事
業

令
和
2
年
度
・3
年
度

「補
装
具
費
支
給
制
度
等
に
お
け
る
適
切
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
等
の
た
め
の
研
究
」

令
和
4
年
度
・5
年
度

「補
装
具
費
支
給
制
度
に
お
け
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
体
制
の
有
効
性
検
証
の
た
め
の
研
究
」

作
成
協
力
N
T
T
デ
ー
タ
経
営
研
究
所
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令和4年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）

【研究課題名】
補装具費支給制度等におけるフォローアップ体制の有効性検証のための研究

（22GC1010）
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イベント名 ： 補装具の効果的なフォローアップに関するシンポジウム

開 催 日 ： 2024年2月17日（土）

時 間 ： 開演14:00～17:00 （開場13:30～）

開 催 形 式 ： ハイブリッド形式（ZOOMウェビナー+対面）

対 象 ：
身体障害者更生相談所等で補装具判定に関わる方
リハビリテーション専門職、および補装具製作業者

参 加 費 ： 無料

主 催 者 ： 横浜市総合リハビリテーションセンター

13:30～14:00 受付

14:00～14:05 開会挨拶 横浜市総合リハビリテーションセンター 高岡徹

14:05～14:10 研究概要説明 横浜市総合リハビリテーションセンター 高岡徹

14:10～14:20
発表１：本研究の概要、および横浜市での
取組み

横浜市総合リハビリテーションセンター 高岡徹

14:20～14:35
発表２：往復はがき形式の補装具フォロー
アップ事業の普及・実現性の検証

宮城県リハビリテーション支援センター 樫本修

14:35～14:50
発表３：生活期の在宅における装具フォ
ローアップの現状調査

千葉県千葉リハビリテーションセンター 菊地尚久

14:50～15:05 休憩（15分）

15:05～15:20 発表４：障害当事者による有効利用の促進 国立障害者リハビリテーションセンター 中村隆

15:20～15:35
発表５：補装具フォローアップ調査に基づ
く障害当事者向けツールの開発

国立障害者リハビリテーションセンター 芳賀信彦

15:35～15:45
発表６：地域在住の下肢機能障害者が安全
に短下肢装具を使用し続けるために必要な
条件の探求

株式会社P.O.ラボ 大谷巧

15:45～15:55
発表７：デジタル障害者手帳「ミライロID」
を活用した補装具の適正な管理に向けて

株式会社ミライロ 垣内俊哉

15:55～16:10 休憩（15分）

16:10～16:55 ディスカッション

16:55～17:00 閉会挨拶 横浜市総合リハビリテーションセンター 高岡徹

2
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補装具は、それを必要とする身体障害のある方にとって、日常生活や社会
生活を送るうえで不可欠な用具である。 令和2から3年度に実施した「補装具
費支給制度等における適切なフォローアップ等のための研究（20GC1012）」
では、治療用装具や補装具の支給およびフォローアップに関して種々の取り
組みが各地でなされていることが明らかとなった。 しかし、多くの地域では
不適切な補装具を使用し続けている方や、どこに相談をしたらよいのかわか
らない方等が存在している状況が続いており、課題は山積している。 フォロ
ーアップが地域全体の仕組みとして確立しておらず、限られた機関や個人の
努力で行われている段階である。

本研究は、補装具の適切なフォローアップ等に関する有効性のある対応案
を構築することを目的とする。1年目は数か所の自治体･更生相談所、および
補装具製作事業者において、具体的なフォローアップの方策を試行するとと
もに、併せて利用者支援の方策を具体化する。2年目は1年目の試行結果を検
討し、その方策を修正する。その上で、これら方策を利用するために各関係
機関に求められる相談支援体制やIT環境等についても検討を行い、支給から
フォローアップまでの実施可能なモデルを提案したい。

フォローアップに関係する機関

3
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研究代表者： 高岡徹 横浜市総合リハビリテーションセンター

研究分担者： 樫本修 宮城県リハビリテーション支援センター

菊地尚久 千葉県千葉リハビリテーションセンター

中村隆 国立障害者リハビリテーションセンター

芳賀信彦 国立障害者リハビリテーションセンター

研究協力者： 渡邉愼一 横浜市総合リハビリテーションセンター

横井剛 横浜市総合リハビリテーションセンター

加茂野絵美 横浜市総合リハビリテーションセンター

栗林環 横浜市障害者更生相談所

西嶋一智 宮城県リハビリテーション支援センター

藤原清香 東京大学医学部附属病院
リハビリテーション部

宮永敬市 北九州市保健福祉局技術支援部
地域リハビリテーション推進課

大谷 巧 株式会社P.O.ラボ

アドバイザー： 伊藤利之 横浜市総合リハビリテーションセンター

4
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高岡徹
横浜市総合リハビリテーションセンター
センター長 医師

本研究の概要、および横浜市での取組み

◼ 本研究の概要
補装具は、それを必要とする身体障害のある方にとって、日常生活や社会生活を送る

うえで不可欠な用具である。障害者総合支援法で支給された補装具が適切に、かつ継続
的に使用されることは、利用者の利便性向上と公費の効率的な運用につながる。

令和2から3年度に実施した「補装具費支給制度等における適切なフォローアップ等の
ための研究（20GC1012）」では、治療用装具や補装具の支給とフォローアップに関し
て種々の取り組みが各地でなされていることが明らかとなった。しかし、多くの地域で
はフォローアップが地域全体の仕組みとして確立しておらず、限られた機関や個人の努
力で行われている段階であった。また、医療保険制度で製作した治療用装具等から補装
具としての支給への移行の段階にも大きな障壁があることが明らかとなった。

われわれは先駆的な事例を参考にフォローアップを行うための具体的な方策を作成し
た。これらの方策を利用した地域レベルでの仕組みを構築するためには、いくつかの単
位（➀自治体：とくに身体障害者更生相談所、②医療機関、③製作事業者、④利用者お
よび日常的支援者）で検討する必要があると考え、それぞれの研究を実施した。

◼ 横浜市での取組み
昨年度は、横浜市の身体障害者更生相談所が主催する地域リハビリテーション協議会

の仕組みを利用して、市内全域の回復期リハビリテーション病棟（26か所）に対する補
装具のフォローアップの有無等に関する調査を実施した。

今年度も引き続き補装具のフォローアップをテーマにした地域リハビリテーション協
議会を継続し、地域の回復期リハビリテーション病棟への情報提供とチラシ作成等を実
施した。本取組みは治療用装具から補装具への移行段階への支援となるが、報告書では
他の自治体でも踏襲できるように詳細な実施経過をモデルとして提示する。身体障害者
更生相談所の本来役割からは少し外れたものとはなるが、行政機関が中核となって取組
むことができれば、補装具への移行段階での支援として有効性が高いと考える。

◼ 研修会の実施
今年度は今までに北九州市と熊本県の身体障害者更生相談所を実施機関として、主と

して医療機関や地域支援機関に勤務する専門職を対象とした補装具制度の話題を中心に
研修会を実施した。それぞれの地域で70名近い参加者があり、前年に引き続き高い関心
があった。今後もこうした研修を継続して実施することが重要と考える。

◼ 補装具製作事業者への調査
義肢協会252、車椅子シーティング協会120事業者へ補装具のフォローアップに関す

るウェブアンケートを行った。回答率は両者合わせて55％だった。義肢協会のみ所属が
38％、車椅子シーティング協会のみが58％、両方に所属している事業者が74％でフォ
ローアップを実施していると回答した。実施していない理由としては人的、時間的余裕
がない、採算性の問題がある、などであった。訪問対応するとした場合、費用はいくら
程度必要かという質問には、不要から30,000円まで幅広かったが、5,000円以下の回答
が事業者の80％を占めていた。
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樫本修
宮城県リハビリテーション支援センター
医師

往復はがき形式の補装具フォローアップ事業の普及・実現性の検証

◼ 目的
宮城県が平成29年度から行っている「往復はがき形式」の補装具フォローアップ事業

が他の自治体でも実現可能なモデルとなり得るのかを検討する。
◼ 方法

本事業の業務量（月7時間程度＋電話対応)、経費（往復はがき代126円×320＝
40,320円)、方法を分かりやすく提示し、全国の身体障害者更生相談所にアンケート調
査した。
質問内容は、
問１ 貴更生相談所・貴自治体でも同じような往復はがき形式の補装具フォローアップ
の事業が可能と思いますか？
問２ マンパワーや経費を節減するために貴更生相談所・貴自治体の状況に応じて工夫
を追加するなど、事業の実現・継続可能性を高めるための何か良いアイデアがあれば教
えてください。
問３ どのような工夫があれば貴更生相談所・貴自治体でも実現可能になりそうと思い
ますか。懸念事項や課題など、気になることがあれば教えてください。
◼ 結果

宮城県を除く76カ所の更生相談所のうち61カ所(回収率80％)から回答が得られた。
問１「実現可能」との回答は予想に反して4カ所(7％)に過ぎず、「不可能」27カ所(44
％) 、「どちらとも言えない」26カ所(42％)、不明4カ所であった。実現が不可能な理
由で最も多かったのは「マンパワーの不足」であった（表）。問2・3 工夫としては送
付文書にQRコードを添付し、インターネット上の入力フォームから回答することでデ
ータ入力時間が短縮できる、電子化が推奨される中ではメールや市のＨＰを活用できな
いか、という意見があった。

6
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◼ 考察
自治体によって更生相談所の人員配置、判定形式などの違いがあり、当県で行ってい

る往復はがき形式のフォローアップ事業をモデルとして全国に普及させるのは困難と思
われる結果となった。「往復はがき形式」のフォローアップは、補装具の不具合を行政
側からの問いかけで発見するアウトリーチ作業である。一方、補装具の利用者や支援者
からの気づきで不具合が発見できるような啓蒙活動も重要である。その両者が行えるこ
とが理想であるが、各自治体の実情に合わせたモデルを構築する必要がある。

理由 計 N＝６１ 不可能 N＝２７
どちらとも

言えない N＝２６

マンパワー不足 ３９（６４％） ２５（９３％） １４（５４％）

フォローは市町村・事業者がすべき ９ ３ ６

更生相談所が行う法的根拠がない ３ ２ １

他のやり方がある：申請者・支援者
が不具合に気づくように啓発

４ ２ ２

文書判定が多いので、往復はがき形
式が馴染まない

４ ０ ４

必要性を感じない 4 １ ３
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菊地 尚久
千葉県千葉リハビリテーションセンター
センター長

生活期の在宅における装具フォローアップの現状調査

◼ 目的
脳卒中片麻痺患者では下肢麻痺に伴って内反尖足を生じることが多く、回復期リハビ

リテーション病棟で必要に応じて短下肢装具などの下肢装具を作製する。入院でのリハ
ビリテーション治療を行っている段階では、毎日関節可動域訓練と歩行訓練を行ってい
るが、退院後には施設や訪問での維持的リハビリテーションを毎日行えることは少な
く、痙縮の悪化による装具の不適合が生じる可能性がある。これに対して障害者総合支
援法による更生用装具の作製あるいは回復期に作製した装具を修理するなどの対応が必
要であるが、更生用装具の作製には決められた日に、決められた場所に行く必要があ
り、修理の際にも業者に来てもらうか、装具を修理できる病院に行く必要があることが
問題である。今回広域支援センターに対して装具作製・修理に関する調査を行ったので
報告する。

◼ 対象および方法
千葉県内の広域支援センターに指定されている施設にメールでアンケート調査を依頼

した。回復期リハビリテーション病院に入院し、在宅生活へ移行した脳卒中片麻痺患者
のうち、調査時に訪問リハビリテーションを施行している者38名を対象とした。調査項
目は下肢装具作製の有無とその種類、調査時の下肢装具使用の有無と使用状況（屋内外
で実用的に使用、屋内のみで実用的に使用、屋外のみで実用的に使用、リハビリテーシ
ョン時のみ使用）、退院後に装具修理を行った経験の有無、退院後に治療用装具を再作
製した経験の有無、更生用装具を作製した経験の有無とした。

◼ 結果
下肢装具を退院前に作製した経験があるのは15名(39.5％)で全例短下肢装具であり、

プラスチック製短下肢装具が12名（80.0％）、金属支柱付き短下肢装具が3名(20.0％）
であった。このうち調査時に下肢装具を使用していた者は11名（73.3％）で、屋内外で
実用的に使用しているのは2名（18.2％）、屋内のみで実用的に使用しているのは0名
（0％）、屋外のみで実用的に使用しているのは6名（54.5％）、リハビリテーション時
のみ使用しているのは3名（27.2％）であった。退院後に装具修理を行った経験がある
のが1名（9.1％）で、退院後に治療用装具を再作製した経験があるのは4名(36.4％)、更
生用装具を作製した経験があるのは1名（9.1％）であった。

◼ 考察
今回の結果から回復期には必要に応じて装具が作製されているものの、退院後生活期

において十分なフォローアップが行われている症例は少ないことが推察された。この理
由として、退院元の病院で装具のフォローが行われていることが少ないことが挙げら
れ、生活期におけるリハビリテーション科等のフォローアップの重要性が示唆された。
また更生用装具の作製件数は非常に少なく、病院での装具交付意見書による作製など、
行政での工夫が必要であると思われた。
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中村隆
国立障害者リハビリテーションセンター研究所
義肢装具技術研究部 義肢装具士長

障害当事者による有効利用の促進

切断者は他の障害者に比べて自立度が高く、義手や義足を装着して非切断者と同様の

日常生活を送っている者も多い。しかし、多くの切断者は孤独で不安である。その要因

として、現行制度においてはハードとなる義肢を提供する仕組みは整備されている一方

で、情報といったソフトを提供する仕組みに乏しいことが挙げられる。リハビリテーシ

ョン医療では日常生活の基本動作までは習得できるが、社会での振る舞いは自分で切り

開いていくしかない。そのような時に同じ境遇にある切断者がいれば、問題を共有し相

談することができるが、そのような切断者に巡り合うことはまれであり、ある者は孤独

を感じ、ひいては“難民”化する者もいる。本研究では、義手・義足ユーザーが情報交

換をするすることによって義手・義足をより有効に活用できるようになることを期待

し、二つのイベントを企画した。

◼ 義手オンラインミーティング

上肢切断者に対する義手は、切断者それぞれに価値観、使い方も様々で、日常生活に

おける役割を医療職が把握しきれていない。むしろ、こんな使い方をしていると、切断

者から教わることも多く、そのような情報を共有するには当事者を含めた横のつながり

を構築することが大事である。そこで、義手に関する情報共有を目的とし、当事者と専

門職が相互に情報発信を可能にする場の構築を試みている。本研究課題では５回の「義

手オンラインミーティング」を開催した。参加者は毎回160名前後で推移し、中でも医

療専門職の割合が最も多く、情報ニーズの高さがうかがえた。当事者やその家族の参加

も徐々に増えていった。特に当事者団体への開催案内の告知は効果的で、当事者へ情報

を伝えるには、信頼できる窓口を設置することが重要であると考えられた。

◼ 義足ウォーキング練習会

下肢切断者にとっての義足は移動手段として日常生活に欠かすことはできない。義足

歩行訓練は入院中に徹底して行われるが、退院後のフォローはほとんどなく、退院後の

歩行能力維持はユーザー任せである。その一方で、より良い歩行、よりきれいな歩容を

望むユーザーは少なくない。また、下肢切断者のコミュニティとして義足のランニング

チームは全国にあるが、義足ユーザーは誰でも走りたいと思っているわけではない。そ

こで、義足ユーザーが“義足で歩く”ことを見直すきっかけとして、「義足ウォーキング

練習会」を有志で開催している。会場はリハセンターの体育館や近隣のスタジオを利用

し、運動療法士や理学療法士が基本的な義足歩行訓練を指導している。開催は2か月に1

回程度の頻度でこれまで7回開催した。参加者は毎回5、6名である。中には継続参加に

より、歩容改善が認められた高齢義足ユーザーもいる。ユーザーのコミュニティにもな

りつつあり、走行用のような特別な義足も必要ないので、全国どこでも実施可能である

と考えている。
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補装具フォローアップ調査に基づく障害当事者向けツールの開発

芳賀信彦
国立障害者リハビリテーションセンター
総長 医師

◼ 背景
処方・製作された義肢装具等が、ユーザの体型の変化、使用状況の変化に伴い適合し

ない状態のまま使われていたり、破損している・破損が生じかけている状態で使われて
いたり、という状況は臨床的にしばしば経験する。この状況を防ぐ手段として、専門職
種による補装具のフォローアップが考えられる。日本義肢装具士協会による義肢装具士
実態調査では、最終適合以降のフォローアップの対象利用者数や手段は一定しておらず、
その頻度も不明である。そこで研究分担者である芳賀は、補装具フォローアップ調査を
行い、その結果に基づき障害当事者向けツールの開発を試みた。

◼ 補装具製作事業者等によるフォローアップの現状調査
日本義肢協会の正会員である270の補装具製作事業者等（以下、事業者）にアンケー

ト調査を行い、164事業者より回答を得た（回収率60.7％）。事業者の規模、連携する
医療機関数、年間に製作する義肢、装具等の数は幅が広かった。義肢装具等のフォロー
アップには、59％は事業者として、37％は所属する義肢装具士が個人的に取り組んで
おり、24％は取り組んでいなかった。取り組んでいる事業者のうち68％は医療機関等
と協力してフォローアップを行っていた。フォローアップの頻度の中間値は、義肢、装
具とも6か月に1回であった。フォローアップの必要性については、97％が必要と回答
した。フォローアップのあるべき姿を実現するために必要なものとして、コストへの対
応、システム作りを挙げた事業者が多かった。

さらに6事業者を対象にヒアリングを行い、様々な工夫の余地はあるものの、事業者
のみで適切なフォローアップを完結することは難しく、利用者側が補装具の不具合や不
適合に気付くことが適切な対応につながることが必要と考えた。

◼ 障害当事者向けツールの開発
補装具の不具合や不適合の認知について、利用者側には「何をどのように認知するの

かがわからない」、専門職側には誰がどのような頻度でどう対応すべきか、という問題
がある。そこで、補装具の不適合・不具合を医療安全の問題と捉えれば、近年の「患者
参加型医療」の考え方を取り入れ、両者で対応することで早期発見・早期対応が可能で
はないかと考えた。1999年に米国医学研究所が”To Err is Human – Building a Safer 
Health System” の言葉を用い、「多くの病院、診療所、その他の医療現場でほとんど
活用されていないままになっている重要な資源は患者である」として、医療安全に患者
の力を反映させる可能性を指摘した。2002年にはJoint Commission on Accreditation 
of Healthcare Organizationが“Speak UP”と銘打った患者参加に関するプログラムを公
表した。これらを参考に今回、利用者および支援者が補装具の不具合や不適合を早期に
認知するためのパンフレットを制作した。制作に際しては、利用者参加の意義を示す、
破損や不適合が及ぼす影響を示す、特定の義肢装具に限らない、実例の写真を示す、
チェックポイントを簡潔にまとめる、破損や不適合を生じた際の対応を示す、ことに配
慮した。
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大谷巧
株式会社P.O.ラボ
義肢装具士

地域在住の下肢機能障害者が安全に短下肢装具を
使用し続けるために必要な条件の探求

10
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◼ 背景・目的
脳血管障害などによる下肢機能障害に対する歩行の補助や足部変形の予防を目的とし

た短下肢装具の使用は日常生活動作(ADL)の維持と向上に有効な手段のひとつである。
ただし、装着にあたり使用頻度や時間経過によるベルトなどの消耗品の劣化、装着部位
の体型変化や変形に伴う適合性低下、装具自体の破損などが問題となる。そのため、日
常的に短下肢装具を利用する者（利用者）が適切な装具を安全に使い続けるためには、
身体状況や生活環境の変化のみならず、装具の破損や適合性を定期的にチェックする必
要がある。しかし、生活期の利用者が置かれる環境は、装具の不具合に気づかない、気
づいてもどこへ相談すれば良いのかわからない状況が生じている。また、利用者のかか
りつけ医療機関では、装具の適合性などを判定する知識にばらつきがあったり、装具処
方機能を有していないなど、利用者が定期チェックを受ける機会もそのための体制も不
十分である。現状、義肢装具士（PO）である研究者の経験上、定期チェックに繋がる
契機は利用者およびその支援者が装具の修理や作り替え、調整などが必要と自ら判断
し、POへ直接問い合わせることであることが多いため、POへの問い合わせに至った要
因を明らかにすることは、装具のチェック問題を解決する端緒となり得ると考えられ
る。そこで、装具定期チェック体制の構築に資するため、POへの問い合わせに繋がり
やすい患者背景などの抽出を目的に研究を実施した。

◼ 研究対象・方法
研究対象は、研究者が短下肢装具を製作した332名である。1名を除外した331名を利

用した保険制度別に治療用装具群（254名）と更生用装具群（77名）に分類し、さらに
各群において、装具作製後に研究者へ問い合わせがあった群となかった群に分類した。
また、問い合わせがあった群となかった群の群間比較を行うため、年齢などの対象者属
性を抽出し、すべての項目を投入して多変量解析を行い、各項目間の影響の大きさにつ
いて評価した。

◼ 結果
装具作製後に問い合わせがあった割合は、治療用装具群で51.2%、更生用装具群で

88.3%を示し、更生目的に装具を作製した利用者ほど問い合わせを行っていた。治療用
装具作製群の中で、問い合わせがあった群となかった群で群間比較を行なったところ、
装具の処方時に保険制度や作製後のメンテナンスなどについてPOが利用者または家族
に対面形式で説明を行なっていた、処方時の年齢が70歳未満、装具の作製目的に歩行の
補助が含まれる利用者について有意に問い合わせが多かった。

◼ 考察
更生用装具を作製した利用者は装具作製後の問い合わせが多かったことから、必要に

応じていかに治療用装具から更生用装具への作り替えに繋げるかが装具のチェック問題
解決のカギとなり得る。また、治療用装具作製者において本人またはその家族に対して
POによる対面説明の実施が問い合わせにつながりやすいことから、POは積極的に利用
者および家族との対面機会を増やす必要がある。
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垣内俊哉
株式会社ミライロ
代表取締役

デジタル障害者手帳「ミライロID」を活用した
補装具の適正な管理に向けて

◼ 現状の課題
義肢装具等の補装具がいったん支給された後のフォローアップは、公的に義務付け

られた制度とはなっていない。
身体障害者更生相談所や製作事業者によっては個別にフォローアップを実施してい

るところはあるものの、全国的には利用者から不具合の連絡があった場合の対応も一
定でないことが明らかになっている。

そのため、補装具を利用する身体障害者は、修理ができることや相談先、自分の装
具の製作事業者さえ知らない等の課題を抱えていることも多い。

また、不適切な補装具の使用は、二次的障害や健康被害をもたらす可能性も高く、
対応が必要とされている。

◼ 解決に向けて
デジタル障害者手帳「ミライロID」※に、補装具の仕様や製作事業者、点検時期等

を登録できる機能を実装する。
登録者は当該情報を確認できるほか、点検の時期に

通知を受けられるようにする。
上記の実施により、適切な補装具の使用ができるこ

とから、ADL、IADL、QOLの向上が期待できる。
また、随時の修理の実施により、破損を予防し長期

間の利用を可能とし、適切な時期に新規作製ができる
ようになる。

シンポジウムでは、実装を進めている本機能の画面
イメージも披露したい。

※デジタル障害者手帳「ミライロID」
障害者手帳を所有している方を対象としたスマート

フォン用アプリケーション。ユーザーは、障害者手帳
の情報、福祉機器の仕様、求めるサポートの内容等を
登録できる。公共機関や商業施設等、ミライロIDを本
人確認書類として認めている事業者において、障害者
手帳の代わりに活用することで、割引等が受けられる。

「カバンや財布から障害者手帳を取り出すのが手間」
「周囲の人に障害者手帳を見られたくない」といった
障害者の声から、スマホで手軽に提示することができ
るアプリの開発に至る。

また、障害者手帳を掲示できるだけでなく、クーポ
ン提供やチケット販売、広告掲載、他社システムとの
API連携等も行っており、2024年1月9日にはオンライ
ンショップ「ミライロストア」を開設した。

11

第４回 補装具の効果的なフォローアップに関するシンポジウム

▲ ミライロIDのホーム画面
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【本イベントに関するお問い合わせ先】

株式会社NTTデータ経営研究所
補装具の効果的なフォローアップに関するシンポジウム事務局

担当：柴田、平良
TEL：03-5213-4088

Email：hosougu-followup@nttdata-strategy.com
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